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1.  民業補完……………………………

2.  収支相償・償還確実性……………

3.  国際的信用の維持・向上…………

4.  業務の専門的・主体的な遂行……

政策金融に求められる役割を適切に果たすべく、国際金融分野における
民間金融機関の状況をふまえ、その補完に徹します。
法律の求めに従って、収支の健全性の確保に努め、その金融判断にあたっ
ても、融資等の回収の見込みについて十分な審査を行うよう努めます。
業務の的確な実施及び海外での効率的な資金調達のため、これまで築い
てきた国際的な信認の維持・向上に努めます。
国際金融に関する専門性と主体性を発揮し、一貫した体制のもとで、円
滑な業務の実施に努めます。

■ JBICの目的
　株式会社国際協力銀行（JBIC）は、日本政府100％出資の政策金融機関であり、一般の金融機関が行う金融を補完す
ることを旨としつつ、以下に示した四つの分野についての金融業務を行い、もって、日本および国際経済社会の健全
な発展に寄与することを目的としています。

■ コーポレートスローガン

国際ビジネスの最前線で、日本そして世界の未来を展
ひら

きます。
現場主義：海外プロジェクトの現場に密着し、早い段階から能動的な関与を行うことで、先駆的な付加価値を創造

します。
顧客本位：お客様の立場になって考え、その声を政策形成につなげることで、独自のソリューションを提供します。
未来志向：安心で豊かな未来を見据え、高い専門性を発揮して、日本と世界の持続的な発展に貢献します。

■ 業務運営の原則
　政策金融機関として、以下を旨としつつ、国内外の経済・金融情勢等に即応して迅速・的確に、政策上必要な業務
を実施します。

●日本にとって重要な資源の海外における開発及び取得の促進 
●日本の産業の国際競争力の維持及び向上 
●地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業の促進
●国際金融秩序の混乱の防止またはその被害への対処

■ 企業理念
　JBICの目的は、設立根拠法に示されるとおり、多様な金融機能を担いつつ、「我が国及び国際経済社会の健全な発
展に寄与すること」にほかなりません。それを成し遂げるため、私たちは、以下に示した企業理念を定めています。
ここには、私たちが、その目的の実現に向けて追求すべき「現場主義」「顧客本位」「未来志向」の三つのコアバリューが
込められています。
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■ 行動原則

　
一、公益の追求。日本と国際社会への貢献、その使命を全うします。
一、顧客の満足。お客さまの立場で悩み、考え、そして行動します。
一、プロとしての責任。いかなる仕事にも、主体的に取り組みます。
一、果敢なるチャレンジ。失敗を怖れず、新たな価値を創造します。
一、スピードとコスト。効率を意識し、仕事の質を高めていきます。
一、チームワーク。仲間と心をひとつに、大きな成果を追求します。
一、倫理観と遵法精神。JBICの一員としてモラルを持ちつづけます。
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■ 組織概要
名称 株式会社国際協力銀行（英文名：Japan Bank for International Cooperation; JBIC）
本店所在地 東京都千代田区大手町１丁目4番1号
資本金※ 1兆3,910億円（日本政府100％出資）
出融資残高※※ 12兆8,819億円
保証残高※※ 2兆4,226億円
※　 2014年6月27日現在
※※ いずれも2014年3月31日現在

国際協力銀行

1999年10月

■ 沿革
　2011年5月2日公布・施行の株式会社国際協力銀行法に基づき、2012年4月1日に株式会社国際協力銀行として発
足しました。

日本輸出入銀行
（輸銀） 国際金融等業務

海外経済協力基金
（OECF） 海外経済協力業務

株式会社日本政策金融公庫

2008年10月 2012年4月

国際協力銀行
（国際金融部門）

危機対応等円滑化業務

（国内部門）

国民生活事業

農林水産事業

中小企業事業

独立行政法人国際協力機構
（JICA）

株式会社
国際協力銀行
（JBIC）

1950年12月

1961年3月
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総裁インタビュー2.
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　年次報告書の発行にあたり、株式会社国際協力銀行（JBIC）に対する皆さまの日頃のご理

解とご支援に心から御礼申し上げます。

　世界経済は、欧州の景気後退の長期化、主要新興国の成長減速が見られるものの、米国

経済は緩やかに回復しつつあります。しかし、米国の金融緩和出口政策の動向や、その新

興国市場への影響等により、引き続き、世界経済の下振れリスクが懸念されています。

　このような中、日本を取り巻く国際的な環境も、大きく変化しつつあります。厳しさを

増す資源の安定的確保や供給源の多角化は国民生活にも直結する非常に重要な課題となっ

ています。また、日本の産業界においても、経営ノウハウや運営・維持管理まで含めたイ

ンフラシステムの海外展開が重要となっています。さらに、地球環境保全と経済発展の両

立が世界共通の課題となっており、我が国の高度な環境技術を活用した案件や再生可能エ

ネルギー案件をはじめ、環境の保全・改善につながるようなプロジェクトの実施への期待

も増しています。

　JBICはこのような内外の環境の変化も踏まえて、我が国の政策金融機関として、日本企

業の海外事業展開の促進をより一層支援していく所存です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社国際協力銀行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役総裁

渡辺 博史
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て引き続き迅速に対応していきます。中期経営計画最終
年度を迎え、JBICに与えられた役割、国民・国会からの
負託をどのように実行したのかを国民や国会に対して説
明を果たすためにも、目標を達成すべく意欲的に取り組
んでいく方針です。

─財務面では、2013年度決算をどのように評価しますか。

　2013年度の当期純利益は913億円で、前年度比278

億円増となりました。これは、会社法および企業会計基
準に基づく決算を開始した株式会社日本政策金融公庫国
際協力銀行（2008年10月～2012年3月）における決算を
含めても過去最高益です。業務純益ベースでも過去最高
益の742億円となりま
した。要因としては、
海外展開支援融資ファ
シリティ等による貸出
残高の増加に伴う、資
金運用利益の増加に加
えて、特定国のカント
リーリスクの改善による与信関係費用の減少が挙げられ
ます。
　貸出残高の増加等の結果、総資産も前年度比1兆9,158

億円増え、16兆3,460億円となりました。なお、当期純
利益のうち456億円を2014年6月に国庫納付しました。
　このように2013年度は過去最高益となりましたが、
日本の産業や相手国に必要な資金を、民間市場で調達す
る金利よりも低利で融資するのが我々の仕事であり、
JBICは本来、利益を追求する機関でありません。JBICは
法律上、業務における収支相償が求められている中、
2013年度決算については一定の評価をしていますが、

JBICを取り巻く　　　　　　　　
事業環境と業績評価

─新JBIC設立から2年強が経過しました。これまでの組織

運営に対する全般的な評価をお聞かせください。

　JBICは、株式会社国際協力銀行法に基づき、2012年
4月、日本政策金融公庫から分離され、日本政府100％
出資の政策金融機関として新たなスタートを切りました。
これまでのところ、機動性、専門性、対外交渉力を強化
しつつ、日々のオペレーションを遂行できていると認識
しています。
　過去2年度を振り返ると、新組織発足初年度である
2012年度の出融資・保証承諾実績は、「円高対応緊急
ファシリティ」に基づく資源案件やM&A案件等への対
応等により4兆2,409億円となり、前身の旧日本輸出入
銀行時代も含め過去最大となりました。
　続く2013年度は、「海外展開支援融資ファシリティ」
「海外展開支援出資ファシリティ」に基づき、資源案件、
M&A案件およびインフラ案件等の日本企業の海外事業
を支援しました。その結果、出融資・保証承諾実績は、
2兆2,061億円と引き続き高水準を維持しました。
　新組織への移行に先立ち、2011年にそれまで地域別、
セクター別の部署が混在していた営業部門をセクター別
の3部門に再編し、各セクターにおけるノウハウや専門
性を集約化したことで、案件形成能力が高まりました。
より戦略的に業務を推進することができ、国民、産業界
からの期待に応える仕事に結びついていると自負してい
ます。

─中期経営計画の進捗状況、また、中期経営計画の最終年

度にあたっての見通しについて教えてください。

　現行の中期経営計画に基づく年度単位の事業運営計画
の達成状況からも、2012年度および2013年度の2年間
は概ね順調に進捗していると考えており、外部委員で構
成される経営諮問・評価委員会からも同様の評価をいた
だいております。
　2014年度については、景気が回復基調にあり民間資
金が動くようになってきたことから、政策金融機関であ
るJBICの事業規模自体は多少小さくなると思いますが、
その中で民間の金融機関ではカバーできない部分につい
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2012年度に
過去最大を記録した
出融資・保証承諾。
2013年度も高水準を維持
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　もう一つの重点分野は、日本企業の海外M&Aに対す
る支援で、これには二つの意味があります。
　一つは、日本企業のグローバル化をより加速化させる
ことです。かつて、日本企業は日本人が海外で現地法人
を設立し、現地の人材を使って徐々に生産や事業を拡大
してきましたが、そのやり方では世界経済のスピードに
対応できません。既存の海外企業や販売ネットワークを
日本企業が買収すれば、より早い成長が可能になります。
　もう一つは、日本企業のM&A支援を通じて、海外に
資産を持つ、さらに油田、ガス田、鉱山等の開発や権益
を取得する形で海外に日本の資産を積み上げることが重
要です。
　日本の貿易収支は液化天然ガス（LNG）など燃料輸入
のために赤字が続いており、それに加え、すべての収支
を総括した経常収支が赤字化すると、日本の将来の世代
に対しマイナスの影響を与えます。日本企業が余力のあ
るときに海外で資産を購入し、将来の所得収支の源泉に
するという観点からも海外M&Aは必要だと考えます。
　こうした二つの意味合いから、日本企業の海外M&A

支援は短期的にも中期的にも重要だと認識しており、今
後も注力していく方針です。

─中堅・中小企業の海外展開支援への取り組みについては

どのように考えていますか。

　JBICは中堅・中小企業の海外展開支援を強化していま
す。過去3年間の中堅・中小企業支援の融資承諾実績は、
2011年度は16件、36億円、2012年度は34件、341億円、
2013年度は54件、180億円と順調に実績を積み重ねて
おり、今後も積極的に支援していく方針です。
　日本では、第二次世界大戦後、さまざまな形で政府系
金融機関が企業を支援してきました。資本金3億円まで
の中小企業は、現日本政策金融公庫の中小企業部門や国
民生活部門が対応してきましたが、資本金3億円以上の
企業を対象にした支援については法律上明記されておら
ず、当時の政府系金融機関の日本開発銀行や旧日本輸出
入銀行は大手企業が主な取引相手でした。幸い1960年
代半ば以降、日本の金融は比較的潤沢に回っていました
が、2008年のリーマン・ショックを契機に世界全体で
資金不足が生じ、日本経済を支える中堅企業への支援の

利益をこれ以上増やすことは、JBIC本来の姿ではないと
考えます。
　どの程度の利益水準を維持し、安定的にかつ、国民に
追加的な負担を求めずに業務を遂行するか。これは、非
常に重要な課題であり、現在、議論を詰めているところ
です。その結果を、次期中期経営計画に反映させたいと
考えています。

業務の重点分野と組織の課題

─今後のJBIC業務の重点分野とそれぞれの方針についてお

聞かせください。

　大型の資源・インフラ・M&A案件等のみならず、中堅・
中小企業の海外展開支援も含め、引き続きJBICに対する
支援ニーズは大きく、また多様なものとなっています。
　インフラ分野では、日本企業が外国の競合企業等との
熾烈な国際競争を勝ち抜き、政府の目標である2020年
に約30兆円（2010年約10兆円）のインフラシステム受
注を達成するためには、官民一体での取り組みが今後一
層重要になってきます。JBICは、公的金融の供与にとど
まらず、長年培ってきた外国政府等との広範な関係も活

かして、初期段階か
ら案件形成に積極的
に関与することが求
められていると認識
しています。

　システムとしてのインフラ輸出において、例えば水分
野では、浸透膜や高圧ポンプなどの製品や技術で世界
トップ水準にある日本企業がたくさんありますが、海外
での上下水道や海水淡水化事業などを日本企業が受注し
ているケースはまだありません。プロジェクトを総合的
に実施できるオペレーターの不足が指摘されており、
JBICがそうしたマネジメントをどのように支援できるか
が今後の課題です。日本企業のノウハウが不足する分野
での国際アライアンス構築や、ノウハウ蓄積に役立つ海
外企業の買収等への支援を強化したいと考えています。
　また、インフラ事業における現地通貨建て資金ニーズ
や、三国間貿易の商流に対応するため、現地通貨建てファ
イナンスやローカル・バイヤーズ・クレジット（注）等に
も引き続き取り組んでいきます。
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（注） ローカル・バイヤーズ・クレジットとは、日系現地法人等による設備や技術の輸
出・販売に必要な資金を当該現地法人等の取引先に対して融資するスキームのこ
とです。

資源、インフラ、
M&A、中堅・中小等
多様なニーズに応える
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今後、日本の地域金融機関や海外の地場金融機関などと
の連携も強めながら、中堅・中小企業の海外事業展開を
一層お手伝いさせていだたく方針です。

─今後の組織の課題についてお聞かせください。

　JBICの業務量は大きく伸びています。2000年代前半
の出融資・保証承諾実績は年間1兆2,000億円の規模で
したが、2012年度に4兆円を超えました。これは当時
よりも少ない人員による実績です。これを一層安定的に
進めるには、いくつかの課題があります。
　一つは内部手続きの効率化・簡素化で、そのため職務
権限規程の整理を進めています。同時にさまざまな業務
でのITの活用方法を見直し、効率化を図っていきます。
　また、冒頭でも申し上げたように、3年前にセクター
別の部門制を導入しました。従来、地域、セクター、金
融手法などの切り口で縦横にカバーしていた時代から見
て業務の漏れがないか、また、相手国政府との間の対話
で手薄になっている部分はないか等を確認し、組織課題
の改善策として次期中期経営計画に含めていきたいと
思っています。
　もう一つは緊急時の対応策です。東日本大震災を契機
に、緊急時に組織が業務を続けるための事業継続計画
（BCP）の強化が求められるようになりました。JBICも、
仮に災害などが起きたときに迅速に復活して業務を行え
るような態勢づくりと、東京から離れた遠隔地でのデー
タの保全対策を進めているところです。
　JBICは、2014年6月に改訂された「インフラシステム
輸出戦略」「日本再興戦略」等の政府施策も踏まえ、民業
補完の徹底や財務の健全性確保にも留意しつつ、JBICに
求められる役割を遂行していきます。そのためには、企
業理念「国際ビジネスの最前線で、日本そして世界の未
来を展

ひら

きます。」と共に掲げている3つのコアバリュー
である「現場主義」「顧客本位」「未来志向」に基づいて効
率的な仕事に励み、役職員一同、一丸となって、関係各
方面の期待に応えられるよう努めていきたいと考えてい
ます。

必要性がクローズアップされました。
　リーマン・ショック後、JBICもメガバンクを通じたツー・
ステップ・ローンにより、多くの中堅企業を支援してき
ました。それに加えて、国会における中堅・中小企業に
対する政府系金融機関による支援の必要性に関する議論

を踏まえ、新組織発
足以降は中堅・中小
企業と取引のある地
方銀行、あるいは信
用金庫といった地域

金融機関との協調融資、現地通貨建て融資など支援を拡
大しています。
　雇用の面で見ても、日本は中堅・中小企業のウエイト
が非常に大きい社会構造です。経済のグローバル化の進
展や、少子高齢化などに伴う国内市場の縮小が避けられ
ない状況の下、中堅・中小企業に元気を持ってもらうた
めには海外展開が必要になります。
　JBICは、中堅・中小企業の海外事業展開への支援を機
動的に行うために2012年の新組織発足に合わせ、本店
と西日本オフィス（大阪）それぞれに、中堅・中小企業向
け支援ユニットを設置し、支援体制を強化してきました。

❷  

総
裁
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

J
B
I
C
の
概
要

1

3つのコアバリューである
「現場主義」「顧客本位」「未来志向」
に基づいて
効率的な仕事に励む

中堅・中小企業向け
承諾実績は着実に増加
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案件の高リスク化・長期化・大型化に対応したリスク管理の
高度化及び財務基盤の維持・強化を実現。

我が国企業のニーズを的確に汲み取り、政策実現に向けて、
「機動性」・「専門性」・「対外交渉力」の強化を追求。

や企業理念を踏まえ、①案件形成段階に深く関与しつつ、
（案件のフィージビリティを高めるようなスキームの提
案など）独自の付加価値をもって、戦略的に案件を実現
し、日本と世界の経済成長に貢献、②我が国企業のニー
ズを的確に汲み取り、政策実現に向けて、「機動性」・「専
門性」・「対外交渉力」の強化を追求、③案件の高リスク化・
長期化・大型化に対応したリスク管理の高度化及び財務
基盤の維持・強化を実現、を掲げ、この基本方針の下「分
野別の業務戦略（6戦略）」と「基本戦略（8戦略）」を設定し
ています。

　JBICの現行の中期経営計画（対象期間：平成24～26年
度）は、我が国の政策に沿った効率的かつ成果重視の事
業運営を推進すること、およびアカウンタビリティを適
切に果たすことを目的として、JBICとして中期的に取り
組むべき経営課題を明確にし、重点的に取り組むべき戦
略とこれらに対する課題（アクションプラン）を設定する
ものです。そして中期経営計画において設定された課題
（アクションプラン）に対し、各年度に取り組むべき具体
的な目標を、事業運営計画として設定します。
　中期経営計画の基本方針としては、JBICのミッション

中期経営計画（平成24～26年度）3.

   基本方針、背景、全体像等

JBICのミッション及び企業理念と中期経営計画の基本方針

株式会社国際協力銀行法

企業理念

中期経営計画における基本方針

重要資源の海外における
開発・取得の促進

我が国産業の
国際競争力の維持・向上

地球環境保全を目的とする
海外における事業促進

国際金融秩序の
混乱防止・被害への対処

我が国及び国際経済社会の健全な発展に寄与

国際ビジネスの最前線で、日本そして世界の未来を展
ひら

きます。

現場主義
海外プロジェクトの現場に密着し、早
い段階から能動的な関与を行うこと
で、先駆的な付加価値を創造します。

未来志向
安心で豊かな未来を見据え、高い専
門性を発揮して、日本と世界の持続
的な発展に貢献します。

顧客本位
お客様の立場になって考え、その声
を政策形成につなげることで、独自
のソリューションを提供します。

❸  

中
期
経
営
計
画
（
平
成
24
〜
26
年
度
）

J
B
I
C
の
概
要

1

案件形成段階に深く関与しつつ、独自の付加価値をもって、戦略的に案件を
実現し、日本と世界の経済成長に貢献。

業務

財務組織
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平成24～26年度中期経営計画の全体像

業務に関する基本方針とその背景

基本方針

分野別業務戦略（6戦略） 基本戦略（8戦略）

1  我が国資源政策・計画等を踏まえた資源の開発及び
取得の支援

2  地球環境保全分野における着実な支援

3  インフラ案件等の海外展開支援

4  中堅・中小企業支援の一層の充実

5  我が国企業の戦略的な海外事業活動支援

6  国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処

7  民間金融機関との連携（民業補完の徹底）

8  出資等の多様な支援ツールの効果的な活用

9  公的ステータスを活かした対外交渉力の発揮

10  機動的かつ効率的なオペレーションの実施

11  組織の専門性強化のための取り組み

12  自律的な組織運営

13  戦略的業務展開の推進に対応したリスク管理

14  適正な損益水準及び安定的な財務体質の維持
財務

業務

組織

案件形成段階に深く関与しつつ、独自の付加価値をもって、戦略的に案件を実現し、日本と世界の経済成長に貢献。業務基本方針

❸  

中
期
経
営
計
画
（
平
成
24
〜
26
年
度
）

J
B
I
C
の
概
要

1

今後の積極的な取り組みが求められる分野 従来から取り組んできた分野

案件管理
ファイナンス
供与

融資組成
事業権獲得
商談受注

入札実施
事業化に
向けた
調査対応

ホスト国
政府との
対話

我が国
事業者との
協議

案件形成初期段階からの
能動的な関与

事業者立案のビジネスプランに基づき
ファイナンスを供与JBICの

取り組み

標準化支援等

ファイナンス支援

政策対話
案件形成への関与

情報収集 トップセールス

コンソーシアム
形成支援

政府の
取り組み例

インフラ海外展開にあたり政府に期待される主な役割

案件の高リスク化・長期化・大型化に対応したリスク管理の
高度化及び財務基盤の維持・強化を実現。

我が国企業のニーズを的確に汲み取り、政策実現に向けて、
「機動性」・「専門性」・「対外交渉力」の強化を追求。

案件形成段階に深く関与しつつ、独自の付加価値をもって、戦略的に案件を
実現し、日本と世界の経済成長に貢献。

業務

財務組織

9



株式会社国際協力銀行 年次報告書 2014

我が国企業のニーズを的確に汲み取り、
政策実現に向けて、「機動性」・「専門
性」・「対外交渉力」の強化を追求。

案件の高リスク化・長期化・大型化に対
応したリスク管理の高度化及び財務基
盤の維持・強化を実現。

組織・財務に関する基本方針とその背景

　中期経営計画には、以下の項目を盛り込んでいます。

政策金融機関として、JBICに課された使命を適切に果たすため、中期的な事業運営上の方針を定めるもの。

基本方針に沿った事業運営を行うために必要な戦略項目を定めるもの。業務・組織・財務に関する戦略を
定める「基本戦略」及び業務分野毎の活動戦略を定める「分野別業務戦略」により構成。

各事業戦略について中期的に取り組むべき課題（アクションプラン）を特定。 

各課題（アクションプラン）の達成度合い、取り組み状況を評価・モニタリングするための指標。 

基本方針

戦略項目

課題（アクションプラン）

評価指標

指標 定義 期初対応 期末対応

定量指標
期初に当該年度の定量目標値を設定し、期末にその達成状況を評価す
るもの。

定量目標値を設定
実績値を集計し、定量
評価（注1）

モニタリング指標 期末の実績値のみを集計し、経年変化をモニタリングするもの。
実績値を集計し、結果
をモニタリング

定性指標
期初に当該年度の取組目標（具体的取組例）を設定し、期末に実際の
取組を定性的に評価するもの。

取組目標（具体的取組
例）を設定

実際の取組事例を集計
し、定性評価

マイルストーン
管理指標

中長期的（3年間を目安）な取組を必要とする課題について、初年度に
今後3年間で実施すべき具体的な各年度のアクション（マイルストーン
（注2））を定め、その達成度を評価するもの。（翌期初に必要に応じ、マ
イルストーンの修正は可能。）

初年度に3年間のマイ
ルストーン（注2）（年度
毎）を設定。翌年度以
降、期初に見直し。

設定したマイルストー
ンの達成度に応じた評
価（注1）

（注1） 定量評価・達成度評価に質的側面からの評価を加味することがある。
（注2） マイルストーンとして定量的な数値を盛り込むことがある。

　中期経営計画において設定される評価指標は以下の4種類であり、各年度の事業運営計画において目標設定を行い、
期末の実績を踏まえて、社外取締役及び外部委員により構成される経営諮問・評価委員会による評価を行います。

案件形成段階に深く関与しつつ、独自の付加価値をもって、戦略的に案件を実現し、日本と世界の経済成長に貢献。業務

組織 財務

基本方針

基本方針 基本方針

組織・財務に関して求められる機能

リスクテイク
能力

専門性

信用の維持

対外交渉力

機動性 機動性 プロジェクト情報の迅速・的確な収集
専門性 巨額・長期プロジェクトのリスク分析
 応札・支援方針の策定
 官・民連携を通じたプロジェクト組成、受注、建設、運営
対外交渉力 対外ネットワーク・専門性を活かした相手国政府・機関との対外

交渉
 日本として支援可能な金融ストラクチャーの構築
信用の維持 巨額の資金支援を実施する強固な財務基盤
 国際ルールに即した情報開示・投資家広報（IR）
リスクテイク能力 競争力のあるファイナンス条件の提示

❸  

中
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中期経営計画と事業運営計画のPDCAサイクル

　JBICは、中期経営計画及び事業運営計画のPDCAサイクルの実践を通じて、政策金融機関としての使命と役割を適
切に果たすべく、取り組んで参ります。

   戦略、課題、評価指標
　分野別業務戦略（6戦略）と基本戦略（8戦略）のそれぞれの課題（アクションプラン）、評価指標は以下の通りです。

■ 分野別業務戦略
我が国資源政策・計画等を踏まえた資源の開発及び取得の支援

地球環境保全分野における着実な支援

インフラ案件等の海外展開支援

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

円高メリット活用等の政府施策や震災後の
環境変化も踏まえた上流資源権益取得・開
発支援及び資源の安定調達の支援

我が国企業による資源権益取得、引取、販売権取得に資する事業等に対する出融
資保証等承諾件数

定量

上記のうち、エネルギー安定確保に資するものの件数 定量

上記の承諾案件による我が国の石油、天然ガス、銅鉱石、鉄鉱石、石炭の新規権
益取得・引取量

モニタリング

我が国天然ガス調達コストの抑制に向けた取組（関連インフラ整備への支援を含
む。）

定性

　

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

再生可能エネルギー・省エネルギー・高効
率発電案件等環境関連案件の着実な案件実
現

再生可能エネルギー・省エネルギー・高効率発電案件等環境関連案件の出融資保
証等承諾案件数

定量

新規出融資保証等承諾案件による排出削減見込量 モニタリング

　

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

我が国企業のインフラ海外展開案件の
積極的支援

インフラ海外展開案件の出融資保証等承諾案件数 定量

戦略性の高い案件形成支援の取組強化 戦略性の高い案件形成支援の取組実施 定性

　

1

2

3

中期経営計画
（Plan）

事業運営計画
（Plan）

実施・
期中モニタリング

（Do）

中期経営計画
評価

（Check）

評価
（Check）

フィード
バック

（Action）

フィード
バック

（Action）

事業運営計画
サイクル

中期経営計画
サイクル
（３年間）

❸  
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中堅・中小企業支援の一層の充実

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

積極的な支援の取組推進
中堅・中小企業向けの出融資保証等承諾案件数 定量

中堅・中小企業関連案件により支援した中堅・中小企業の数 モニタリング

セミナー・相談会等情報提供機会の充実 中堅・中小企業を対象としたセミナー・相談会等の数 定量

　

我が国企業の戦略的な海外事業活動支援

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

我が国企業による海外市場獲得戦略・サプ
ライチェーンの維持・強化等の支援

我が国企業による海外投資事業又は当該事業の支援に係る出融資保証等承諾案件
数（先進国向け件数の内訳も示す、ただしモニタリング）

定量

我が国企業による輸出取引に対する出融資保証等承諾案件数（先進国向け件数の
内訳も示す、ただしモニタリング）

定量

円高メリット活用等の政府施策も踏まえた
M&A支援

M&A案件の出融資保証等承諾案件数 定量

上記案件におけるM&A金額 モニタリング

　

国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

機動的・効果的な国際金融秩序の混乱の防
止又はその被害への対処

マクロ経済動向等に関しモニタリング等を行なった国の数 定量

国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処のための出融資保証等承諾案
件数

モニタリング

　

■ 基本戦略
民間金融機関との連携（民業補完の徹底）

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

適切な協調融資の実施を含む民間金融機関
との戦略的な連携の推進

融資承諾案件（ただし、マッチング※、銀行向け融資除く）における協調融資案
件の割合

定量

本行出融資保証等承諾案件による民間資金動員額 モニタリング

連携した民間銀行等の数 定量

※ OECD公的輸出信用アレンジメントに基づき、参加国又は非参加国が提示した信用条件と同一の条件を適用すること。

出資等の多様な支援ツールの効果的な活用

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

出資の積極的活用 出資案件の承諾案件数 定量

保証等の効果的な活用 保証等の効果的活用の実績 定性

現地通貨ファイナンスの取組推進 出融資保証等承諾実績のある現地通貨の数（ストックベース） モニタリング

PF・SF※ベースでの案件推進 PF・SF案件の承諾案件数 定量

※ プロジェクトファイナンス・ストラクチャードファイナンス

公的ステータスを活かした対外交渉力の発揮

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

外国政府、政府機関等との関係強化、国際
機関/他国公的機関等との連携の推進と対
外交渉力の発揮

主要な国（政府・政府機関等）との関係強化の取組 定性

対外交渉力を発揮しつつ直接借款を行なった出融資保証等承諾案件数 定量

　

4

5

6

7

8

9
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■ 基本戦略
機動的かつ効率的なオペレーションの実施

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

経営リソース配分における戦略性及び機動
性の向上

顧客満足度調査（融資等可否判断時間の満足度） 定量

職員意識調査（業務負荷の平準化認識） モニタリング

業務フロー改善等に基づく効率的な組織運
営

主要なBPR※施策の進捗状況 マイルストーン

職員一人あたりの平均残業時間数 モニタリング

組織インフラの高度化 共通基盤整備・バックアップセンター設置等のIT投資の進捗状況 マイルストーン

※ ビジネスプロセス・リエンジニアリング（Business Process Re-engineering）の略。

組織の専門性強化のための取り組み

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

高付加価値を提供できる人材の確保・育成

金融・審査手法の高度化に向けた研修回数（参加人数も示す、ただしモニタリン
グ指標）

定量

海外駐在・出向経験者比率（過去5年間） 定量

戦略的な情報収集・発信機能の強化
業務協力・業務委託等を通じ継続的に意見交換を行っている内外の取引先以外の
情報収集先数（累計）

定量

　

自律的な組織運営

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

顧客ニーズに即した組織運営

顧客満足度調査（総合満足度） 定量

顧客満足度調査（融資等可否判断時間の満足度）（再掲） 定量

PF案件の平均検討期間 モニタリング

情報公開・広報活動の推進 HP等の媒体に対するアクセス件数 モニタリング

法令等遵守に関する取り組みの徹底 法令等遵守に関する社内研修の実施回数 定量

　

■ 基本戦略
戦略的業務展開の推進に対応したリスク管理

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

戦略的業務展開の推進に伴う主要リスクの
適切な審査及び管理・評価体制の整備・高
度化の推進

金融再生法開示債権比率 モニタリング

金融再生法開示債権の保全率 モニタリング

リスク・アドバイザリー委員会の開催件数 モニタリング

　

適正な損益水準及び安定的な財務体質の維持

課題（アクションプラン） 評価指標 種類

適正な損益水準の確保
総資金利鞘 モニタリング

事務経費率 モニタリング

財務的安定性の維持 自己資本比率（BISベース） モニタリング

国際会計基準への対応 IFRS導入に係る検討の実施状況 マイルストーン

　

　これらの計画は、各期末において、社外取締役及び外部委員により構成される経営諮問・評価委員会による評価を
受け、その結果を公表します。
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2013年度の事業概況4.

   業務のハイライト
■ 日本企業の戦略的な海外事業活動を支援
　日本企業の海外展開支援をより一層推進していくこと
を目的に、2013年4月に創設した「海外展開支援融資
ファシリティ」の下、日本企業によるインドネシアでの
自動車部品製造・販売事業をはじめ、自動車や化学、電
機・電子、機械・金属等の幅広い分野において、日本企
業による海外事業展開を支援しました。
　日本企業による海外M&Aについても、米国のエネル
ギー鋼材・鋼管企業を買収するために必要な資金を融資
したほか、歯科材料事業、野菜等種子の開発・生産・販
売事業など多様な業種の事業のM&Aを支援しました。
　その他、JBICの出資機能をより一層活用し、日本企業
の海外展開を支援することを目的に、2013年2月に創
設した「海外展開支援出資ファシリティ」により、米国の
穀物・肥料会社の買収や、日本企業とデンマーク企業と
の洋上風力合弁事業への出資を行い、日本企業の海外展
開に不可欠なリスクマネーの供給にも取り組みました。

　2013年度の出融資・保証承諾実績は、2兆2,061億円
で、前年度比52％となりました。2014年3月末時点の
出融資保証残高は、15兆3,046億円となりました。
　2013年度における各分野の主な取り組みは以下のと
おりです。

■ 資源・エネルギー分野の取り組み
　エネルギー資源分野では、日本企業が参画するLNG

プロジェクトや、上流ガス田開発の支援などを行いまし
た。また、LNG輸入資金やLNGを運搬するLNG船を調
達するために必要な資金等を融資しました。　　
　鉱物資源分野では、豪州鉄鉱山および関連インフラの
開発・操業事業や、ボリビアでの亜鉛・鉛・銀鉱山の追
加開発事業を支援しました。また、チリの銅鉱山の権益
取得・開発事業および鉱石・硫酸兼用船運行事業に必要
な資金を融資しました。

金融目的別出融資保証承諾状況  2013年度（平成25年度）

輸出 1,262億円
（6%）

輸入 562億円
（3%）

投資 
1兆6,710億円
（76%）

保証 2,091億円
（9%）

出資 974億円（4%）

事業開発等
金融 
460億円
（2%）

地域別出融資保証承諾状況  2013年度（平成25年度）

出融資保証実績の推移（承諾額） 

金額
2兆2,061億円

ヨーロッパ 
3,503億円
（16%）

中東
1,048億円（5%）

アフリカ 
811億円（4%）

アジア 
4,727億円
（21%）

その他 
408億円
（2%） 中南米

2,091億円
（9%）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2013年度
（平成25年度）

2012年度
（平成24年度）

3兆3,651億円

1兆7,659億円

1兆5,959億円

2兆2,061億円

4兆2,409億円
743億円
（2%）

15億円
（0%）

198億円
（1%）

130億円
（0%）

974億円
（4%）

■ 輸出　■ 輸入　■ 投資　■ 事業開発等金融　■ ブリッジローン　■ 保証　■ 出資

562億円
（3%）

3,043億円
（7%）

1,726億円
（11%）

1,695億円
（10%）

2,079億円
（13%）

1,512億円
（9%）

978億円
（3%）

1兆6,710億円
（76%）

3兆1,385億円
（74%）

9,620億円
（60%）

7,103億円
（40%）

2兆1,937億円
（65%）

2,091億円
（9%）

3,032億円
（7%）

2,285億円
（14%）

6,381億円
（36%）

7,079億円
（21%）

2,105億円
（5%）

832億円（2%）

232億円（1%）

768億円（4%）

460億円（2%）

金額
2兆2,061億円
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1,262億円（6%）

1,266億円（3%）

82億円（0%）

北米
6,540億円
（30%）

大洋州 
2,929億円
（13%）

1

3,443億円
（10%）
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　JBICの2013年度の出融資等実行実績は2兆4,490億円でした。

   出融資等実行実績の概要

■ 出融資等事業計画および実績推移
（単位：億円）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

当初計画 実績 当初計画 実績 当初計画 実績 当初計画 実績

輸出 1,130 736 1,200 739 2,000 1,431 1,900 1,125
輸入・投資 10,800 11,139 11,135 9,130 18,790 23,074 19,710 21,625
事業開発等金融 2,070 854 1,000 1,032 1,000 1,320 500 885
出資 455 268 2,000 73 1,000 172 1,000 854
証券化 300 190 190 ─ 190 ─ ─ ─
合計 14,755 13,188 15,525 10,976 22,980 25,998 23,110 24,490
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のシンガポール子会社が運営する、日本企業のASEAN

地域進出支援を目的としたファンドに出資しました。

■ 現地通貨建て融資による支援
　日本企業のインドネシアにおける自動車用焼結部品の
製造・販売事業や、タイにおける金属製精密機械部品の
製造・販売事業をインドネシア・ルピアやタイ・バーツ
建てで支援したことに加えて、南アフリカ・ランドや中
国・人民元等の現地通貨建てでの支援も実施しました。

■ サムライ債の発行支援
　チュニジア中央銀行およびモンゴル開発銀行が日本で
発行する円建て債券（サムライ債）（注2）について保証を供
与したほか、メキシコ政府の公募サムライ債の一部を
JBICが取得しました。

■ 再生可能エネルギー・地球環境保全等への取り組み
　開発途上国等における再生可能エネルギー・省エネル
ギー事業等を投資対象とするファンドオブファンズ等に
出資したほか、インドや南アフリカ、ブラジルの地場金
融機関5行に対し、再生可能エネルギーおよびエネル
ギー効率化事業を対象としたクレジットラインを設定し
ました。その他、中米経済統合銀行、コスタリカ銀行に
対し、日本からの再生可能エネルギー分野等の関連機器
輸出を対象としたクレジットラインを設定したほか、ア
ラブ首長国連邦アブダビ首長国のマスダール社との間で
環境分野での協力に関する覚書を締結しました。

■ 日本企業の輸出を支援
　日本企業によるトルクメニスタンおよびロシアへの化
学品製造プラント設備等の輸出を支援したほか、船舶に
ついては、シンガポールへの大型鉄鉱石運搬船、台湾お
よびオランダ法人へのばら積み船、ノルウェー法人への
海底資源探査船の輸出等を支援しました。
　ロシアのズベルバンクやブラジル国営石油会社等との間
で、日本からの輸出を支援するためのクレジットラインを
それぞれ設定したほか、2013年2月より運用を開始した
ローカル・バイヤーズ・クレジットの枠組みの下で、船舶、
自動車、火力発電設備製造事業等向けに支援しました。

■ 日本企業の海外インフラ事業展開を支援
　電力・水分野では、タイでのガス焚複合火力発電事業、
オマーンの淡水化事業、インドネシアでの地熱プロジェ
クト等をプロジェクトファイナンス（注1）により支援した
ほか、サウジアラビア、ベトナム、インドのプロジェク
ト向けに発電関連設備の輸出等を支援しました。
　運輸・通信分野では、トルコの港湾プロジェクト向け
のコンテナクレーンの輸出を支援したほか、エクアドル
国営放送局が地上デジタル放送網整備プロジェクトに必
要な放送関連機器を日本企業から購入するためのクレ
ジットラインをエクアドル政府向けに設定しました。

■ 中堅・中小企業の海外事業展開支援の取り組み
　主にアジア地域に進出する中堅・中小企業に対し、融
資を通じて海外事業展開を後押ししました。また、池田
泉州銀行、りそな銀行、三井住友銀行との間では、中堅・
中小企業の海外事業展開支援のための投資クレジットラ
インを設定しました。さらに、みずほコーポレート銀行

（注1） プロジェクトファイナンスとは、プロジェクトに対する融資の返済原資を、その
プロジェクトの生み出すキャッシュ・フローに限定し、プロジェクトの現地資産
等のみを担保として徴求する融資スキームのことです。

（注2） サムライ債は、海外の国や企業といった外国の発行体が日本国内市場で発行する
円建て債券のことです。

1
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■ 損益計算書
（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日） （単位：百万円）

科目 金額

経常収益 226,100

 資金運用収益 181,143

役務取引等収益 23,722

その他業務収益 3,615

 政府交付金収入 ─

 その他経常収益 17,617

経常費用 134,741

 資金調達費用 115,677

 役務取引等費用 2,217

 その他業務費用 1,377

 営業経費 14,952

 その他経常費用 516

経常利益 91,358

特別利益 8

特別損失 0

当期純利益 91,366

■ 貸借対照表
（平成26年3月31日現在） （単位：百万円）

資産の部 負債及び純資産の部
科目 金額 科目 金額

現金預け金 723,189 借用金 8,407,707

買現先勘定 202,733
※2

社債 2,711,377
※8

有価証券 227,201
※1

その他負債 448,229

貸出金 12,655,401
※3, ※4, ※5, ※6, ※7

賞与引当金 483

その他資産 213,627 役員賞与引当金 5

有形固定資産 28,558
※9

退職給付引当金 14,251

無形固定資産 1,561 役員退職慰労引当金 20

支払承諾見返 2,422,658 支払承諾 2,422,658

貸倒引当金 △ 128,885 負債の部合計 14,004,734

　  資本金 1,360,000

　  利益剰余金 911,366

株主資本合計 2,271,366

その他有価証券評価差額金 5,472

繰延ヘッジ損益 64,472

　  評価・換算差額等合計 69,945

　  純資産の部合計 2,341,312

資産の部合計 16,346,047 負債及び純資産の部合計 16,346,047

※1～※9についてはP.111–112をご参照ください。

第2期　株式会社国際協力銀行
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1

常利益は913億円となり、特別損益を含めた当期純利益
は913億円となりました。

■ 貸借対照表の状況
　資産の部は、外貨貸出金の増加等により、貸出金が増
加（12兆6,554億円、前事業年度比2兆1,002億円の増）
したこと等から16兆3,460億円となりました。負債の部
は、外国為替資金借入金の新規借入等による借用金の増
加（8兆4,077億円、前事業年度比1兆1,731億円の増）、
発行額が償還額を上回ったこと等による社債の増加（2

兆7,113億円、前事業年度比4,954億円の増）の結果、
14兆47億円となりました。純資産の部は、当期純利益
913億円の計上等の結果、2兆3,413億円となりました。

　JBICは、会社法および株式会社国際協力銀行法第26

条に基づき財務諸表を作成し、財務大臣に提出しており
ます。毎事業年度の財務諸表は決算報告書と共に政府に
提出され、会計検査院の検査を経て国会に提出されます。

■ 損益計算書の状況
　2013年度は、海外展開支援融資ファシリティ（ P.73

をご参照ください）による本邦企業の海外M&Aの促進支援
や重要資源の海外における開発・取得支援への取り組み
等により、貸出金利息等の資金運用収益1,811億円等を
計上した結果、経常収益は2,261億円となりました。一
方、借用金利息等の資金調達費用1,156億円等を計上し
た結果、経常費用は1,347億円となりました。結果、経

   決算の概要

16



株式会社国際協力銀行 年次報告書 2014

政府出資金等については、国の予算（一般会計予算およ
び特別会計予算）の一環として国会に提出され、JBICの
収入支出予算と共に国会の承認を得ています。近年の資
金調達実績および2014年度の資金調達計画は以下のと
おりです。

　JBICはその活動に必要な資金を、財政融資資金借入金、
政府保証外債、財投機関債、政府出資金、および外国為
替資金借入金等の多様な手段により調達しています。
　JBICの融資業務は長期融資であることから、融資期間
に応じた長期の資金調達を実施しています。
　財政融資資金、政府保証外債発行にかかる政府保証、

   資金調達

■ 資金調達の実績と予算
（単位：億円）

2010年度実績
（平成22年度）

2011年度実績
（平成23年度）

2012年度実績
（平成24年度）

2013年度実績
（平成25年度）

2014年度予算
（平成26年度）

財政投融資特別会計投資勘定出資金 355 2,000  690 ─ 310

財政融資資金借入金 6,909 2,010 4,000 5,551 3,000

外国為替資金借入金 3,235  2,304  17,449 15,813 12,500

政府保証外債（注） 4,633 4,232 2,053 6,586 5,000

財投機関債（注） 500 500 ─ ─ 200

回収金等によるその他自己資金等 △ 2,444 △ 69 1,806 △ 3,459 1,490

合計 13,188 10,976 25,998 24,490 22,500
（注） 債券の金額は額面ベース

JBICの資金調達構造

金融市場

日本の企業・外国の企業・外国の金融機関・外国政府・外国の政府機関・国際機関等

財政投融資特別会計 外国為替資金
特別会計

融資・出資

自己資金
（回収金等）

財投機関債政府保証外債財政融資資金
勘定

融資

投資勘定

出資金

融資

財投債
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■ 政府保証外債
　JBICは、所要資金の一部を国際資本市場における政府
保証外債の発行によって調達しています。2013年度末
現在の政府保証外債の残高（額面ベース）は、2兆1,450

億円、JBICの借入金残高（借入金および債券の合計）の
19.3％となっています。JBICは、政策効果を発揮する
ために必要な場合には外貨建て融資を実施しており、政
府保証外債によって調達した資金は、このような外貨建
て融資の原資に充当しています。
　また、近年、日本企業による海外事業展開が進む中、
JBICに対しても現地通貨建てでの支援期待が高まってい
るところ、JBICはこうした資金需要に適切に対応するべ
く、2013年3月にはカナダドル建て、2014年3月には
英ポンド建てでの政府保証外債をおのおの発行致しまし
た。
　2014年度予算においては、最大5,000億円相当の政
府保証外債の発行による資金調達を計画しています。
　既発行済の政府保証外債は、格付機関より日本政府と
同等の高い格付を取得しており（2014年7月末現在、
ムーディーズ・ジャパン（Moody＇s）：Aa3、スタンダー
ド&プアーズ・レーティング・ジャパン（Standard 

&Poor＇s）：AA－）、また預金取扱金融機関のBIS自己資
本比率算出にかかるリスクウェイトがゼロの資産として
取り扱われるなど、国際資本市場の投資家に対して優良
な投資機会を提供しています。

■ 財投機関債
　JBICは、財政投融資制度改革の趣旨を踏まえ、発行体
自身の信用力に依拠した資金調達を行うべく、2001年
度から国内資本市場において、政府保証の付かない債券
（財投機関債）を継続的に発行してきています。2014年
度予算においては200億円の発行による資金調達を計画
しています。
　既発行済の財投機関債の格付は下記のとおりとなって
おり、いずれも日本政府と同等の高い格付となっていま
す（2014年7月末現在）。なお、預金取扱金融機関のBIS

自己資本比率算出にかかるリスクウェイトは10%の資
産として取り扱われています。

　格付投資情報センター（R&I）： .......................... AA+

　日本格付研究所（JCR）： ....................................... AAA

　Moody＇s： ........................................................... Aa3

　Standard & Poor＇s： ......................................... AA－
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事業環境と重点課題
　新興国のエネルギー需要の増大は、世界のエネルギー
需給バランスに大きな影響を与えています。中でも、中
国やインドを含むアジア地域のエネルギー需要は他地域
に比べて高い伸びを示しています。他方、アジアの代表
的産油国・産ガス国であるインドネシアでは目覚ましい
経済成長に伴って国内のエネルギー需要が増大し、近年、
輸出余力が低下してきました。このため、アジア地域全
体として必要とする石油および天然ガスの輸入量が増大
してきています。
　日本の原油輸入における中東依存度は8割以上になっ
ており、原油の輸入が中東地域の地政学的なリスクにさ
らされる度合いが高まっています。日本のエネルギー安
全保障の観点から、中東地域の安定に積極的に貢献して
いくとともに、その他地域からの原油輸入を確保してい
くことが課題となっています。
　また、液化天然ガス（LNG）についても近年、中国やイ
ンドが輸入を増大させています。2000年頃までは日本
が世界のLNG取引の大半を占めていましたが、現在は約
3割に減り、日本のLNGの買い手としての地位にも変化が
生じています。電源として天然ガスへの依存度が高まっ
ている現在の日本の電力事情を考えると、電力の安定的

供給のためにはLNGの安定的な調達が不可欠です。日
本企業の海外LNGプロジェクトへの参画を支援し、LNG

の長期引き取りに結びつけていくことが重要な課題と
なっています。また、LNG輸入の増大が日本の貿易収
支の赤字要因の一つとなっており、より安価なLNGの
調達という課題にも取り組んでいく必要があります。
　日本の産業において幅広い用途で使用される鉱物資源
についても、中国やインドなどの新興国における需要が
増加を続けており、その安定的な供給確保の環境が厳し
さを増しています。鉄鉱石についていえば、量的な確保
に加えて、既往鉱山の鉱石品位が低下する中で高品位の
鉄鉱石を確保していくことも重要な課題となっています。
　このように世界のエネルギーおよびその他資源の需給
バランスが変化し、資源の安定的な供給の確保が従来よ
りも難しくなっている環境下、日本企業による資源の権
益取得や長期引き取りを積極的に支援していくことがま
すます重要になっています。

JBICの取り組み
　JBICは、海外からのエネルギー資源や鉱物資源の安定
的な供給確保という課題に応えるべく、2013年度に次
のような取り組みを実施しました。

資源ファイナンス部門1.
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　資源ファイナンス部門では、JBICの4つの業務分野のうち、日本に

とっての重要な資源の海外における開発および取得を促進する業務に

従事しています。

　資源に乏しい日本としては、海外からのエネルギーやその他鉱物資

源の調達が国民生活の維持・向上および経済の成長・発展に不可欠で

す。海外の資源開発プロジェクトは大規模で長期にわたる投資を必要

とし、また、さまざまなリスクを伴います。JBICは、民間金融を補完

する形で長期の融資や出資により資金的な支援を行うとともに、公的

機関の立場から現地政府との積極的な対話を通じ、資源開発プロジェ

クトが円滑に実施される環境づくりを行っています。

　今後もこれらの取り組みにより、資源の安定的な供給の確保に貢献

してまいります。

資源ファイナンス部門長　小杉 俊行（取締役）

部
門
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
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来型」の天然ガスの権益取得等への支援も行っています。
2013年度には、豪州クイーンズランド・カーティス
LNGプロジェクトの原料ガスとなる炭層メタンガス
（CBM）（注2）の開発資金を融資しました。本件は、日本企
業による海外のLNGプロジェクトの上流の開発を金融
面から支援するもので、日本企業によるLNGの長期引
き取りに加えて、日本企業が海外におけるCBM事業の
ノウハウを取得することにより、日本企業の自主開発比

■ 石油
　石油に関しては、日本企業による英国北海油田および
イタリア南部の油田の権益取得に必要な資金を融資しま
した。また、日本企業が権益を保有するカナダのオイル
サンド拡張開発・生産に必要な資金を融資しました。こ
のオイルサンド事業の支援によって、日本企業が生産さ
れるビチューメン（注1）を確保するとともに、当該日本企
業が自ら推進してきたビチューメン抽出・回収技術によ
るオイルサンド開発事業の経験・ノウハウを蓄積するこ
とにより、今後のさらなる事業展開に資することが期待
されます。

■ 天然ガス
　天然ガスについては、日本企業初の大規模LNGオペ
レーターシップ・プロジェクトである豪州イクシス
LNGプロジェクトや、同じく豪州ゴーゴンLNGプロジェ
クト向けの資金を融資しました。埋蔵量が豊富で政治・
経済的に安定している豪州のLNG供給国としての重要
性が高まっている中、これらプロジェクトは、日本にとっ
てのLNGの安定的な供給の確保のために重要な意義を
有しています。
　新たなエネルギー資源として注目を集めている「非在

近年の主な資源関連案件への取り組み

◉ 石油
● 天然ガス
■ 石炭
◆ 鉄鉱石
▲ 銅鉱石
✚ その他
　 鉱物資源等
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フラージ油田／
ブラジル

PDVSAからの
原油等買取／
ベネズエラ・ボリバル

サハリンⅠ／ロシア

サハリンⅡ／ロシア

パガルデワ油田／インドネシア

エンフィールド油田

ADNOC向け原油前払い融資

カシャガン油田／
カザフスタン

ＢＴＣパイプライン

ACG油田／
アゼルバイジャン

ノルウェー領北海油田

英領北海油田

カタールLNG

ベネズエラ・ボリバル・メトール

メキシコ湾油ガス田／米国

マーセラス・シェールガス／
米国

コルドバ・シェールガス／カナダ

モントニーシェールガス開発／カナダ

カーティスLNG

バユウンダンLNG

PNG LNG／パプアニューギニア
タングーLNG／インドネシア

カンゲアン油ガス田／インドネシア

マレーシア・ガス田

マレーシアLNG 

ゴーゴンLNG

プルートLNG
ウィートストーンLNG

ケープランバート鉄鉱石積出港

シャークベイ塩田

ワースレーボーキサイト鉱山
アルミナ精製

ラスプ
亜鉛・鉛

鉱山 ロレストン炭鉱
ムーラーベン炭鉱

■キャバルリッジ炭鉱
■アイザックプレイン炭鉱
■バイヤウェン炭鉱
■ケストレル炭鉱
■ミネルバ炭鉱

ニュージーランド植林

タヤン・アルミナ／インドネシア
木材チップ／インドネシア

タガニート・ニッケル／フィリピン

石炭長期引取案件／ベトナム

アソマン鉄・マンガン・クロム／
南アフリカ

モザール・
アルミニウム精錬／

モザンビーク

アンバトビー・ニッケル／
マダガスカル

木材チップ／
モザンビーク

タングステン
鉱山／
ポルトガル

ハラサンウラン鉱山／カザフスタン

ウエストムィンクドゥックウラン鉱山／
カザフスタン

ネリュングリ炭鉱／ロシア

ポゴ金鉱山／米国

アルエットアルミ精錬／
カナダ

グランドキャッシュコール炭鉱／カナダ

シミルコ銅鉱山／カナダ

ドラモンド炭鉱／コロンビア

バイオバール燐鉱山／ペルー

セロベルデ銅鉱山／ペルー
サンクリストバル亜鉛鉱山／ボリビア

シエラゴルダ
銅鉱山／

チリ

モリブデン引取金融／チリ
エスコンディーダ銅鉱山／チリ

カセロネス銅鉱山／チリ
ロスペランブレス銅鉱山／チリ

アントコヤ
銅鉱山／

チリ

アマゾンアルミナ精製・アルミニウム製錬／ブラジル
植林事業／ブラジル

セニブラ
パルプ／
ブラジル

NAMISA鉄鉱山／ブラジル
MUSA鉄鉱山／ブラジル

鉄鉱石
輸送用
鉄道／
ブラジル

イーグルフォード・シェールオイル・ガス／米国

アブダビ油ガス田

プレリュードFLNG

イクシスLNG

ウェスト・アンジェラス鉄鉱山

ロイヒル鉄鉱山
ジンブルバー鉄鉱山

アングロ・アメリカンスール
株式取得／チリ

パーミアンベースン・タイトオイル／米国

IGBCシェールガス開発／カナダ

ススカ・スクンカ原料炭炭鉱／
カナダ

CBM開発プロジェクト／カナダ

ボガブライ炭鉱

テンパロッサ油田／
イタリア

赤道ギニアLNG

クイーンズランド・カーティスLNG

エスペランサ銅鉱山／チリ

ハンギングストーン・オイルサンド／カナダ

2014年6月30日時点
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カナダ・オイルサンド拡張開発事業

（注1） ビチューメンとは、流動性を持たない高粘度の原油のことです。通常コンデンセー
ト等で希釈されパイプライン等により輸送されます。

（注2） 炭層メタンガス（Coal-Bed Methane: CBM）とは、石炭層とその周辺から採掘
されるメタンガスのことです。シェールガスやタイトガスとともに「非在来型」の
天然ガスとして注目を集めています。
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ンの支援にも取り組んでおり、複数のチリの銅鉱山から
産出される銅精鉱を日本国内の製錬所に輸送するととも
に、日本国内の銅製錬過程での副産物である硫酸をチリ
に輸送する鉱石・硫酸兼用船を調達するために必要とな
る資金を融資しました。

■ 資源国等との重層的な関係強化に向けた取り組み
　安定的な資源供給の確保の観点から、資源供給国や国
際的な資源企業との関係強化も重要です。
　JBICは、日本の公的機関としてのステータスを活かし
て、資源国政府との協議・対話を継続的に実施し、日本
企業による資源権益取得および資源開発事業の円滑な実
施を後押ししています。前述のボリビアのサンクリスト
バル亜鉛・鉛・銀鉱山の追加開発資金の融資を行った際
は、ボリビア政府との対話を通じて、JBICとしてボリビ
アのポリティカルリスクを取ることは可能と判断し、事
業に参画する日本企業のポリティカルリスク負担を軽減
することで海外事業展開を支援する役割を果たしました。
　日本にとって重要な資源国との二国間関係強化に向け
た取り組みとして、過去30年間にわたり安定的な原油
輸入元であるアラブ首長国連邦の政府系機関マスダール
社と再生可能エネルギー等環境分野での協力に関する業
務協力協定を締結しました。また、石油、天然ガスおよ
びその他鉱物資源分野での投資機会が見込まれる米国ア

率の向上および日本が調達するエネルギー資源の多様化
にも貢献するものです。
　また、天然ガスのサプライチェーンに対する総合的な
支援として、LNG船事業に対する支援にも取り組んで
おり、2013年度には、豪州のLNGプロジェクト等から
日本企業がLNGを引き取るために必要なLNG船の建造
資金を融資しました。

■ その他鉱物資源
　新興国の需要が増大している鉱物資源の分野でも、そ
の安定的な供給確保に資するプロジェクトを積極的に支
援しています。
　鉄鉱石に関しては、高品位鉄鉱石を産出する豪州ジン
ブルバー鉄鉱山の日本企業による権益取得および開発の
ための資金を融資するとともに、日本企業が外国企業と
の合弁で取り組む豪州ロイヒル鉄鉱山開発および関連の
貨物鉄道・港湾等輸送インフラ開発に必要な資金をプロ
ジェクトファイナンス（注3）により支援しました。
　銅については、日本企業が資源メジャーと共同で行う
チリのアントコヤ銅鉱山の権益取得および開発事業に必
要な資金をプロジェクトファイナンスにより支援しまし
た。このプロジェクトで生産される銅地金のうち3割が
日本の電線メーカーをはじめとする銅地金ユーザーのア
ジアを中心とする海外製造拠点に供給される予定です。
また、ボリビアのサンクリストバル亜鉛・鉛・銀鉱山開
発向け融資も行いました。銅に関してはサプライチェー

豪州ロイヒル鉄鉱山開発および関連インフラ開発・操業事業
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（注3） プロジェクトファイナンスとは、プロジェクトに対する融資の返済原資を、その
プロジェクトの生み出すキャッシュ・フローに限定し、プロジェクトの現地資産
等のみを担保として徴求する融資スキームのことです。
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ラスカ州の州政府天然資源局との間で覚書を締結し、定
期的に情報・意見交換を行っていくこととしました。
　さらに、国際的な資源企業との協力関係強化の取り組
みとして、ブラジル法人ヴァーレとの間で、日本への鉱
物資源の安定供給確保等に資するプロジェクトの実現に
向けた情報・意見交換を目的とする覚書を締結したほか、
ブラジルの国営石油会社（ペトロブラス）向けに日本企業
からの機器の輸入資金等に利用できるクレジットライン
を設定しました。

■ 今後に向けて
　日本政府が2013～2014年度に策定した「日本再興戦
略」および「エネルギー基本計画」では、「安定的かつ安価
な（経済的な）資源の確保」が重要な課題とされています。
その課題に対する取り組みの一つの柱は、資源およびそ
の調達先の分散化・多角化です。特に、北米のシェール
ガス由来のLNGの輸入は、新たなエネルギー資源の利
用とともに、従来とは異なる指標に基づくLNG価格を
実現するものとして期待されています。
　日本企業が米国のシェールガスを利用したLNGプロ
ジェクトに参加していますが、日本政府の積極的な関与
もあって、既に米国政府（エネルギー省）から複数の
LNGプロジェクトにつき日本向け輸出許可が出されて
います。また、カナダにおいても日本を含むアジア向け
輸出を目指したシェールガス由来のLNGプロジェクト
が計画されています。JBICは、リスクマネーの供給等に
より、これらプロジェクトを積極的に支援していきます。
シェールガス以外にも、前述の炭層メタンガスおよびオ
イルサンドあるいはシェールオイル、タイトオイル等非
在来型の天然ガス・石油の権益取得や開発を支援し、エ
ネルギー資源の多角化に貢献していきます。

　地域的な調達先の分散化・多角化にも積極的に取り組
んでいきます。石油・天然ガスに関しては、既に複数の
LNGプロジェクトが進捗している豪州、上記の米国お
よびカナダに加えて、エネルギー改革により外国企業の
新たな形態での事業参画の可能性が出てきたメキシコ、
さらには、各国の情勢や国際情勢を踏まえつつ、豊富な
ポテンシャルを有するロシアや湾岸以外の中東諸国の資
源開発についても検討していくことが必要です。
　アフリカは、石油・天然ガスおよび金属資源等の「最
後のフロンティア」として期待されています。域外各国
がアフリカでの資源開発投資を開始している中、日本企
業による権益取得や引き取りに結びつく資源開発プロ
ジェクトを積極的に支援していきます。アフリカの資源
開発プロジェクトは、プロジェクト実施国での雇用創出
および外貨獲得効果に加えて関連のインフラ開発や産業
振興の推進等、第5回アフリカ開発会議（TICAD V）の
下でのアフリカ支援の意義も持つものです。
　資源開発の分野では新しい技術も生まれています。二
酸化炭素の注入による石油増進回収法は、既存油田に残
留している石油資源を効率的に回収するとともに、二酸
化炭素の大気中への排出を抑制する効果を持つものです。
海洋のガス田については、生産した天然ガスを洋上で液
化するフローティングLNG（FLNG）方式（注4）を用いたプ
ロジェクトが計画されています。FLNG方式は、海洋ガ
ス田から陸上までの海底パイプライン敷設が不要で、沿
岸部の開発も伴わないため環境負荷を低減できる利点が
あります。JBICは、新たな技術を採用する資源開発プロ
ジェクトについても、適切にリスク評価を行い、積極的
に支援していきます。
　JBICは、資源国政府・政府機関等との対話を通じて、
引き続き資源開発プロジェクトの形成や円滑な実施のた
めの環境づくりにも取り組んでいきます。資源国との関
係強化のためには、資源開発プロジェクトでの協力のみ
ならず、相手国のニーズに応じて、インフラ整備や産業
の高度化、雇用創出、技術移転ならびに再生可能エネル
ギーや省エネルギー等環境負荷軽減分野を含めた包括的
かつ継続的な協力関係の構築が必要です。JBICは、資源
国におけるインフラおよび製造業等プロジェクト向け支
援を含め総合的な取り組みを通じ、資源国政府との重層
的かつ良好な関係を維持・強化していきます。

❶  

資
源
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部
門

J
B
I
C
を
取
り
巻
く
環
境
と
課
題

（注4） フローティングLNG（FLNG）方式とは、洋上にて採掘した天然ガスを、液化プ
ラントを搭載した大型の船体で液化・貯蔵し、LNG運搬船に直接積み込んで出荷
する新しい開発方式です。同船体は移動が可能なため、従来は開発対象とならな
かった中小規模の海洋ガス田の開発手段としても有力視されています。

アラブ首長国連邦の政府系機関マスダール社と環境分野での協力に関する業務協力協定
を締結

2
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月に改訂）を策定し、日本に強みのある技術・ノウハウ
を最大限に活かして、世界の膨大なインフラ需要を積極
的に取り込むことで、日本の持続的かつ力強い経済成長
につなげていく方針です。
　JBICは、電力、鉄道、港湾、道路、水関連等さまざまな
分野で多くの海外インフラプロジェクトに関わってきた
経験、これまで培ってきた相手国との信頼関係を活かし

事業環境と重点課題
■ 日本の成長戦略と海外インフラ需要の取り込み
　世界のインフラ需要は、新興国の経済成長や急速な都
市化を背景として、今後ますます拡大することが予想さ
れており、例えば、電力、原子力、港湾、情報通信分野
はそれぞれ年平均約2.2%、約2.4％、5%超、約4%の成
長が今後見込まれています（注1）。
　こうした海外のインフラ需要に対し、国内のインフラ
整備で培われた高度で環境に優しい技術を有する日本企
業が、インフラ関連機器を納入し、インフラの設計・建
設・運営・管理等のノウハウを組み合わせた総合的な「イ
ンフラシステム」を提供していくことは、世界経済の安
定・成長に必要な、良好な経済インフラ整備に資するも
のであるとともに、日本企業の海外展開、市場獲得にも
貢献するものです。
　日本政府は、こうした状況を踏まえ、「日本再興戦略」
（2013年6月閣議決定。2014年6月に改訂）、「インフラ
システム輸出戦略」（2013年5月経協インフラ戦略会議
決定。2014年6月に改訂）および「経済財政運営と改革
の基本方針について」（2013年6月閣議決定。2014年6
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インフラ・環境ファイナンス部門2.

（注1） インフラシステム輸出戦略（平成26年度改訂版）（2014年6月3日 経協インフラ戦略会
議決定）

日本企業が参画する英国の高速鉄道案件

2

※ 2014年7月1日より、原子力・新エネルギー部が移管され、部門名も旧「インフラ・ファイナンス部門」から改称されました。これにより、従来型の電力分野と新エネルギー・
省エネルギー・地球温暖化防止関連分野等の業務を集約し、JBICの専門性やノウハウの向上、より機動的、戦略的な業務遂行を図っていきます。

　新興国を中心に世界のインフラ市場は拡大を続けています。日本企

業の強みを活かし、世界の膨大なインフラ需要を積極的に取り込むこ

とにより、日本の力強い経済成長につなげていくことが肝要です。

　JBICが実施した2013年度海外投資アンケート調査結果によれば、

日本企業は新興国への投資に大きな期待を寄せる一方、各国のインフ

ラ未整備を大きな課題と認識しています。また、地球環境を保全し、

高いエネルギー効率を達成しつつ、持続可能な開発を目指すことが一

層求められています。

　こうした課題に対応するため、インフラ・ファイナンス部門は

2014年7月1日よりインフラ・環境ファイナンス部門として新たなス

タートを切りました。新体制の下、我が国の優れた技術と運営能力を

活かしたインフラシステムの海外展開を推進・支援していきます。

インフラ・環境ファイナンス部門長　前田 匡史（専務取締役）

部
門
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
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によるインフラシステム受注額の目標を約30兆円と明
記しているほか、内閣総理大臣をはじめとする閣僚によ
るトップセールスを実施することをうたっています。安
倍政権では、ASEAN、中東、北米、アフリカ、インド
を中心に、総理や閣僚が自ら経済ミッションを同行して
強力なトップセールスを実施し、具体的なインフラシス
テム受注につなげており、2013年の受注額は前年比約
3倍の約9.3兆円（注2）に増加しています。
　また、地域軸の観点からは、「インフラシステム輸出
戦略」において、インフラ海外展開のターゲットとなる
新興国を①中国・ASEAN、②南西アジア、中東、ロシア・
CIS、中南米、③アフリカに3分類したうえで、中国・
ASEAN地域を重要地域として、ASEAN地域の連結性
強化に資する高品質かつ強靭なインフラシステム導入支

て、海外インフラプロジェクトへの日本企業の参画を今
後も積極的に支援し、政府の施策を実現するとともに、世
界経済および日本経済の発展と安定に貢献していきます。

■ 官民一体の「インフラシステム輸出」戦略
　インフラシステムの輸出は、受注そのものに加えて、
現地のインフラ整備を通じて日本企業の進出拠点整備や
サプライチェーン強化といった間接的な利益も生み出す
一方、国際競争が最も激しい分野の一つであり、さらに
は長期の投資回収期間をはじめとする事業リスクの大き
さや現地政府との交渉等、民間企業だけでは対応困難な
要素も含んでいます。
　日本政府は、こうした観点を踏まえ、官民一体の取り
組みを推進しており、前述の「日本再興戦略」および「イ
ンフラシステム輸出戦略」において、2020年の日本企業
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近年の主な海外インフラプロジェクトへの取り組み
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✚ インフラファンド出資

✚ インフラファンド出資

▼ 再生可能
　 エネルギー事業TSL

中南米

■ 環状道路プロジェクト
■ 地下鉄プロジェクト
■ 貨物鉄道網整備プロジェクト
◆ 放送局向け放送設備輸出
▼ 再生可能エネルギー事業TSL

ブラジル

◉ 石炭火力発電設備輸出
◉ IPP権益取得
▼ 再生可能エネルギー事業TSL

メキシコ

■ パナマ運河拡張プロジェクト
パナマ

◉ 水力発電プロジェクト
◉ 水力発電設備輸出
▼ 再生可能エネルギー事業TSL

コロンビア

■ 鉄道車両輸出
ベネズエラ・ボリバル

■ 都市間高速鉄道プロジェクト
英国

◉ 石炭火力発電設備輸出
モロッコ

■ ダーバン港拡張プロジェクト
▼ 再生可能エネルギー事業

南アフリカ

■ 地下鉄輸出
エジプト

▼ 再生可能エネルギー事業TSL
　 および関連機器輸出
■ 港新設・拡張事業向け機器輸出
◉ 地熱発電事業向けプラント輸出

トルコ

◉ ガス火力発電設備輸出
カザフスタン

◉● IWPPプロジェクト
◉● IPPプロジェクト

UAE

◉● 発電・淡水化
　　 プロジェクト

クウェート

◉● IWPPプロジェクト
◉ IPPプロジェクト

カタール

◉ 石油火力発電所設備輸出
サウジアラビア

◉ IPPプロジェクト
● 海水淡水化プロジェクト

オマーン

● 上下水道運営プロジェクト
モルディブ

◉ セノコ・パワー・
　 リミテッド社
　 株式取得
● 海水淡水化
　 プラント機器輸出

シンガポール

◆ TELKOM向け通信機器輸出
◉ IPPプロジェクト
◉ 海底送電線設備輸出
◉ 送変電設備輸出
◉ 地熱発電プロジェクト
◉ 水力発電プロジェクト

インドネシア

北米・欧州

アジア中心

✚ インフラファンド出資東南アジア中心

◉ ガス焚複合火力発電所プロジェクト
タイ

◉ 石炭火力発電設備輸出
ベトナム

◉ IPP権益取得
フィリピン

■ デリームンバイプロジェクト
◉ ガス複合火力発電所
　 プロジェクト
◉ 超臨界圧石炭・
　 石炭火力発電設備
　 製造・販売事業、輸出
▼ 再生可能エネルギー
　 事業TSLおよび
　 関連機器輸出
✚ インフラファンド出資

インド

■ モノレールプロジェクト
▼ 環境ファンド出資

中国

◉ ガス火力発電設備輸出
韓国

◉ 電力用変圧器の製造・販売事業
ロシア

▼ 再生可能エネルギー発電事業
カナダ

▼ 再生可能エネルギー
　 事業TSL

マレーシア

◆ 地上デジタル
　 放送網の整備
　 プロジェクト

エクアドル

（注） IPP (Independent Power Producer)：自前で設備を建設・運営・販売する独立系発電事業者のことです。
 IWPP (Independent Water and Power Producer)：自前で発電・淡水化設備を建設・運営し、電力・水を販売する独立系発電・淡水化事業者のことです。

2014年7月末日時点

（注2）公開情報等から日本政府が把握できた主要案件の合計額

2
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設備の保守・管理、料金徴収等の「川下」に至る包括的な
ビジネス展開の実績を有する日本企業が不足している状
況です。このため、インフラシステムの一体的提案を求
める相手国側のニーズに必ずしも対応できていない例も
見られます。このように包括的なビジネス展開に関する
ノウハウが不足する分野では、国際アライアンスの構築
やノウハウ蓄積に資する海外企業の買収等が対応策とし
て有効と考えられます。
　さらに、新興国等のインフラプロジェクトにおいては、
例えば、電力購入契約における現地の政府や国営企業の
義務に関する法令が不備であったり、交通プロジェクト
におけるライダーシップリスク（注3）に対する現地の政府
の手当てが不十分であるなど、事業者側に過大なリスク
負担が生じる制度設計となっている場合があります。ま
た、複数の官庁が関与したり、複数の地方自治体にまた
がって建設されるプロジェクトにおいて、関係当事者を
調整してプロジェクトを監理していく能力が中央政府に
不足している例も少なくありません。このような状況で
は、事業参画を検討する民間企業から見て、プロジェク
トスキームのフィージビリティが極めて希薄といわざる
をえず、民間投資が円滑に進まないことになります。
　こうした場合、プロジェクトの初期段階において官民
が十分に意見交換・連携することによって、双方の立場
から事業として十分に成り立ち得るプロジェクトスキー
ムを確保することが効果的です。例えば、プロジェクト
形成を促進するための会社を設立したり、相手国政府と
の定期的対話を活用する等して、案件形成段階から相手
国政府や現地事業会社の取り組みに関与することで、プ
ロジェクトの基本的なスキーム、プロジェクト実行・管
理に対する相手国政府の適切なサポートや、ライフサイ
クルコスト等プロジェクト全体を見渡した入札条件の採
用等を実現し、ニーズや現実に即した実効性の高い案件
形成の可能性を高めることができます。

JBICの取り組み
■ JBICの「インフラシステム輸出」支援
　政府によるインフラシステム輸出戦略の一環として、
JBICの役割に対する期待も高まっており、前述の日本企
業が直面している課題の克服に向け、JBICは支援体制を
整備・強化しています。

援を推進していくことが明記されています。
　さらに「インフラシステム輸出戦略」では、我が国の先
進的な低炭素技術を活用するとともに、イノベーション
（革新的技術の開発等）・アプリケーション（日本の技術
の海外展開等）・パートナーシップ（途上国支援等）の3

本柱からなる「攻めの地球温暖化外交戦略（Actions for 

Cool Earth: ACE）」を着実に実施し、途上国の経済開
発と温室効果ガスの削減に貢献するとともに、我が国が
比較優位を有するインフラの海外展開を促進することが
うたわれています。

■ 海外インフラプロジェクトにおいて
　 日本企業が直面する3つの課題
　前述のとおり、官民挙げてのインフラシステム輸出戦
略が進行中であり、一部では成果が表れ始めていますが、
日本企業の多くは、海外インフラプロジェクトを進める
にあたって、価格競争力、総合的オペレーターの不足、
新興国等での事業性確保に向けたスキームの欠如といっ
た困難な課題に直面しています。
　まず、日本企業の価格競争力を強化するうえでは、既
に多くの日本企業が取り組んでいるように、一部の部品
の生産拠点をコストの安い海外にシフトして、日本で生
産されるコア部品と組み合わせて価格競争力を高めてい
くことが有効です。また、オールジャパンにこだわらず、
“Japan Initiative”という観点から、プラントのコア部
分については技術面で優位に立つ日本企業が中核となり
つつも、その他は他国企業との連携を進め、日本品と外
国品のベストミックスを図っていくという対策も考えら
れます。
　次に、総合的オペレーターの不足に関しては、例えば、
日本国内の実情として建設・運営に関する知見やノウハ
ウが公営企業を含む複数の企業に分散している水や鉄道
セクター等では、マスタープラン作成等の「川上」から、
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日本企業が参画するタイでのガス焚複合火力発電プロジェクト

2

（注3） ライダーシップリスクとは、プロジェクトの収益を確保するうえでの一定程度の
乗客数または利用者数を確保できないリスクのことです。
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　JBICは2013年2月より、輸出金融の運用の柔
軟化（一定条件を満たせば、日本企業の海外現地
法人等が生産したものも日本からの輸出品として
カウント）や、日本企業の海外現地法人等による
第三国への輸出や進出国での販売支援のための投
資金融（ローカル・バイヤーズ・クレジット）（注4）

の運用を開始しており、インドに製造拠点を構え
てインド国内で販売している日本の重電メーカー
に対する支援をはじめとして、日本企業の価格競
争力の強化支援に取り組んでいます。
　次に、前述の「日本再興戦略」では、日本企業に
よるM&A等の海外展開を幅広く支援することを
目的として創設されたJBICの「海外展開支援出資
ファシリティ」および「海外展開支援融資ファシリティ」
の運用、新たな融資手段として「劣後ローン」、「LBO

（Leveraged Buyout）」の導入が明記されており、イン
フラ分野を含め、日本企業の包括的なビジネス展開にお
けるノウハウが不足する分野での国際アライアンス構築
や、ノウハウ蓄積に資する海外企業の買収等を促進する
支援策として期待されています。
　また、プロジェクト形成を促進する会社の設立や、相
手国政府との定期的対話等を通じた事業性確保に向けた
取り組みという点では、インド国内のデリー・ムンバイ
間の地域を対象に開発マスタープラン作成や個別プロ
ジェクトのフィージビリティ・スタディ等を担うDelhi 

Mumbai Industrial Corridor Development Corpo-

ration Limited（DMICDC）へのJBICによる出資や、
JBICとインドネシア政府との間の「財務政策対話」が代表
例であり、同様のスキームを他国にも広げて展開してい
るところです（前者については、同様の役割を担うプロ
ジェクト開発促進会社設立に向けミャンマー政府と協議
中。後者については、同様の対話枠組みをメキシコ政府、
ベトナム政府との間で設置済み）。また、JBICは、投資
回収期間が長く、収入が現地通貨建てとなるインフラプ
ロジェクトでの事業性確保に向けた支援策として、事業
者となる日本企業の外貨借入に関する為替リスクを回避
し、長期にわたる安定的な運営を支援するための現地通
貨建て融資にも取り組んでいます。
　今後もJBICは、コア業務である金融機能を市場やニー
ズに合わせて拡充・強化するとともに、官民双方を取り
持つ存在として、拡大しつつある海外インフラ需要を日
本企業のビジネス機会の創出・拡大につなげていくこと
ができるよう、さまざまな側面から支援していきます。

■ JBICの地球環境保全への取り組み
　先進国、新興国問わず、地球環境保全と経済発展の両
立を図ることが世界共通の課題として認識されており、
環境の保全・改善につながるようなプロジェクトの実施
が世界的にも期待されています。
　この分野においては、エネルギー効率の改善を図る省
エネ事業、太陽光発電や風力発電をはじめとする再生可
能エネルギー事業、CO2排出量を低減できる高効率の
石炭火力発電事業や天然ガス焚のコンバインドサイクル
発電事業、渋滞や大気汚染の緩和に資する鉄道などの都
市交通事業、IT技術を駆使して電力の効率的な供給を図
るスマートグリッド事業や環境都市の実現を図るスマー
トシティ事業など、さまざまな取り組みが世界中で進み
つつあります。
　JBICは、インフラシステム輸出戦略の下で日本の先進
的な環境関連技術を世界に普及させることによって、こ
うした取り組みに貢献していますが、それに加えて、新
興国における高度な環境技術を活用した太陽光発電やエ
ネルギー効率の高い発電所の整備、省エネ設備の導入等
の高い環境保全効果が認められる案件に対して、民間資
金の動員を図りつつ、融資・保証および出資を通じた支
援「地球環境保全業務（Global action for Reconciling 

Economic growth and ENvironmental preservation、
通称GREEN）」を実施しています。
　JBICは、日本企業のビジネス活動を支援するとともに、
GREENも駆使して、今後とも、地球環境保全に向けた
取り組みを金融面から支援していきます。
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日本企業が参画するカナダにおける陸上風力発電案件

（注4） ローカル・バイヤーズ・クレジットとは、日系現地法人等による設備や技術の輸
出・販売に必要な資金を当該現地法人等の取引先に対して融資するスキームのこ
とです。
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事業環境と重点課題
■ 好転の兆しを見せる世界と日本の経済
　リーマン・ショックや欧州危機など、度重なる経済･
金融危機の影響を受け、長らく世界経済は低調な状態に
ありましたが、2012年度後半から徐々に持ち直し始め、
2013年度においては先進国を中心に緩やかに回復しま
した。一部の新興国経済の弱さ等の懸念が残るものの、
世界経済は全体としては緩やかな回復が継続すると見込
まれています。世界経済が徐々に持ち直す中、日本経済

産業ファイナンス部門3.
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も緩やかな回復局面を迎え、企業活動の一層の活発化が
今後期待されます。

■ 多様な産業の積極的な海外事業展開
　世界の経済が緩やかな回復を遂げる下で、日本企業は
海外事業展開を積極的に行っています。リーマン・ショッ
ク等の影響を受け、日本企業による対外直接投資額は一
時的に減少しましたが、近年は再び増加基調に転じ、
2013年度には前年度比40.3%増と大幅に増加しました
（図表1）。また、従来対外直接投資残高の過半を占めて

図表1  日本企業による対外直接投資額推移 図表2  日本企業による対外直接投資残高推移（業種別）
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2

　産業ファイナンス部門では、まさにその名のとおり我が国産業の国

際競争力の維持・向上のための取り組みを実施しており、担当する産

業分野の幅広さと扱う金融手法の多様さが特徴です。

　当部門は産業投資･貿易部、船舶航空･金融プロダクツ部、西日本オ

フィスおよび中堅･中小企業担当で構成されています。担当する業種

や強みとする金融手法がそれぞれ異なるため、一見、4部署の関連性

は薄いように見えますが、部門長として部門を俯瞰して感じるのは、

4部署が相互に連携することで、当部門は大きなシナジー効果を生み

出せるのではないかということです。部署間でおのおのの専門知識や

ノウハウ等を共有することで、きめ細やかな支援を部門全体として推

し進めることができると考えます。

　今後も部門全体のシナジー効果を最大限に発現させることに注力し、

その多彩さを活かして日本と国際社会に資する取り組みを続けていき

ます。

産業ファイナンス部門長　木村 茂樹（執行役員）

部
門
長
メ
ッ
セ
ー
ジ
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た一方で、為替相場が円安方向にシフトし始めた2012

年度以降、輸出は横ばいで推移しています（P.30・図表
5）。これには円高是正の期間がまだ短いことや、日本
と経済のつながりの強い国の景気動向も影響していると
考えられますが、そもそも為替の変化が輸出の増減に結
びつきにくくなっている可能性も考えられます。
　一方、日本企業は海外生産拠点を活用することで、海
外現地での販売を拡充しています（P.30・図表6）。その

いたのは製造業でしたが、金融･保険、卸売業等の非製
造業の対外直接投資残高が拡大傾向にあることが昨今の
特徴として見受けられます（P.28・図表2）。
　日本企業は海外事業投資にあたり、グリーンフィール
ド投資とともに、近年海外M&Aも積極的に活用してい
ます。日本企業による海外M&A件数は2009年度から
毎年増加し、2013年度の実績は前年度比26件増の527

件となりました（図表3）。世界経済の改善が期待される
中、海外需要を取り込む海外展開戦略を実施するにあた
り、日本企業は海外M&Aを引き続き活用していくもの
と考えられます。
　中期的にも、日本企業は海外事業強化の姿勢を崩して
いません。2013年度にJBICが行った、「わが国製造業企
業の海外事業展開に関する調査報告（第25回、2013年7

月～10月実施、回答企業625社）」において、今後3年程
度の中期的事業展開見通しについて「海外事業を強化・
拡大する」とした企業が82.5%、中堅・中小企業では
74.0%となりました（図表4）。
　このような多様な産業の積極的な海外事業展開を踏ま
えるに、日本企業の現地事業に必要な長期資金の融資と
ともに、海外M&Aを中心とする資金ニーズに対して、
リスクマネー供給としての出資を含めた多様なツールで
支援することが重要となります。また、中堅・中小企業
は大企業に比べて海外事業に必要な資金調達、情報収集
等の面で制約を抱えている場合があることから、中堅・
中小企業に対してはより一層支援を充実させることが重
要です。

■ 輸出および海外販売の動向
　近年の本邦輸出の動きに目を転じてみますと、リーマ
ン・ショック前の円安期には輸出が拡大トレンドにあっ
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図表3  日本企業による海外M&A推移
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図表4  中期的（今後3年程度）海外事業＊1　展開見通し

●回答企業全体

＊1 「海外事業」の定義：海外拠点での製造、販売、研究開発などの活動に加えて、各
社が取り組む生産の外部委託、調達等を含む。

＊2 棒グラフの上の（　）内の数は、本設問に回答した企業数。
＊3 「中堅・中小企業」とは資本金10億円未満の企業。
出所：JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告―2013年度 海外直接
投資アンケート結果（第25回）」
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■ 多様な手法を活用した海外事業展開支援
　JBICは出資機能を活用した海外事業展開支援を推進し
ています。海外展開支援出資ファシリティの下、2013

年度には、日本企業による穀物関連事業買収案件や洋上
風車合弁事業案件において優先株出資を通じた支援を行
い、また、アジア地域で事業展開する企業への投資を行
うプライベート・エクイティファンド向けの出資案件等
も承諾しました。
　融資においても多岐にわたる取り組みを実施していま
す。海外展開支援融資ファシリティを活用し、2013年
度には各種製造業や食品、化学事業等、さまざまな産業
の海外M&Aに対する融資を行いました。
　また、日本企業の現地での製造･販売事業等に必要な
資金を、現地通貨建てファイナンスやプロジェクトファ
イナンスといった手法もあわせて活用しながら融資して
います。2013年度には化学、自動車等の製造業向け融

背景には、グローバルなサプライチェーンを構築するこ
とで生産効率を向上させること、また海外現地市場の近
くで生産することで海外の成長を取り込むことなどを目
的とする企業戦略がうかがわれます。
　このような日本企業の取り組みを踏まえるに、日本企
業の輸出に関して案件形成段階からの支援が引き続き重
要であるとともに、日本企業の海外現地法人の販売活動
への支援も重要となります。

JBICの取り組み
　以上のような状況を踏まえ、JBICは、我が国産業の国
際競争力の維持・向上のため、さまざまな切り口から日
本企業の海外展開支援を行い、産業ファイナンス部門の
2013年度の出融資保証承諾件数は179件となりました。
以下ではその取り組みについて詳しく見ていきます。
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図表5  輸出と為替レートの動向について

図表6  海外生産比率＊1と海外売上高比率の推移＊2
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出所：JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告―2013年度 海外直接投資アンケート結果（第25回）」
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取り組んでいます。
　2013年度には地域金融機関を含む本邦金融機関との
連携も拡大しつつ、54件の中堅・中小企業支援融資を
行いました。また、融資等の資金調達面での支援に加え、
海外投資環境をはじめとする各種情報提供の拡充も実施
しました。加えて、2012年度に引き続き、途上国の地
場金融機関との連携強化につながる活動にも取り組みま
した。2013年度には、開発途上国の地場金融機関2行
との間で、日本の地域金融機関を通じた中堅・中小企業
の海外進出支援のための覚書を新たに締結しました。過
去の覚書締結先も含め、日本の多くの地域金融機関が、
覚書に基づき開発途上国の地場金融機関と提携関係を結
びました（ P.76–77をご参照ください）。

■ 企業の真なるニーズに耳を傾けて
　今後もJBICは絶えず変化する経済環境の下、日本の政
策動向を踏まえつつ、日本の産業の国際競争力の維持･
向上のために貢献していきます。2014年6月に改訂さ
れた「インフラシステム輸出戦略」および「日本再興戦略」
においては、新たなフロンティアとなる新分野（医療、
農業、宇宙、防災、海洋インフラ、エコシティ等）の海
外進出支援、中堅・中小企業向けの海外展開支援、JBIC

の出資機能を通じたM&A支援等が施策として挙げられ
るとともに、民間の取り組みを補完する新たな融資手段
として①劣後ローン、②LBO（Leveraged Buyout）ファ
イナンスの導入などが盛り込まれています。このような
政策に沿いつつ、多様なファイナンススキームを活用し
ながら日本企業の真なるニーズに的確に対応することで、
日本と世界をつなぐ役割を果たしていく所存です。

資のほか、海洋関係でFPSO（注）傭船事業向け融
資を行いました。
　2013年に閣議決定された「日本再興戦略」を
はじめとする政策において、海外に進出する日
本企業の現地通貨調達の円滑化を推進すべく現
地通貨建てファイナンス支援を強化することが
盛り込まれました。そのような政策の動きや日
本企業のニーズを踏まえ、2013年度には、自
動車部品製造・販売事業等向けにタイ・バーツ
建て、インドネシア・ルピア建て、南アフリカ・
ランド建て融資を、そして化学繊維事業向けに
JBIC初となる中国･人民元建て融資を行いまし
た。
　さらに資金の貸付や債務の保証等に加え、民業補完を
旨としつつ新たな金融手法の活用を図るべく、JBICは
2008年度から証券化業務を開始しました。2013年度に
はタイにおけるクレジットカード債権の証券化案件を通
じて、間接的に現地通貨建ての資金調達の支援を実施し
ました。

■ 日本製品の輸出･海外販売支援
　JBICは日本企業の輸出支援や海外販売支援にも積極的
に取り組んでいます。2013年度には、ばら積み船や資
源探査船等の船舶輸出、および建設機械や化学プラント
等の輸出支援に取り組みました。また、製油所や化学プ
ラント、高度医療機器等の輸出商談において、相手国政
府等のバイヤーに対し、ファイナンスに関する提案など
の働きかけや交渉を直接行うことで、日本企業の受注に
向けた取り組みを支援しました。
　さらに、日本企業の海外現地法人からの販売における
ファイナンスのニーズに柔軟に応えられるよう、JBICは
2013年2月に、①日系企業による現地および第三国生
産品を考慮した輸出金融の運用（3割ルール）の柔軟化、
②海外現地法人等による第三国輸出や進出先国での販売
支援のための融資スキーム（ローカル・バイヤーズ・ク
レジット）の運用を開始しました。2013年度には本ス
キームの活用により、日系現地法人が製造するばら積み
船やトラックの輸出・販売支援を行いました。

■ 中堅・中小企業の海外事業展開支援
　JBICは、2012年度に本店および西日本オフィスに立
ち上げた中堅・中小企業の支援を専門とした部署におい
て、中堅･中小企業の海外事業展開支援に一層意欲的に

3次元海底資源探査船
❸  

産
業
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部
門

J
B
I
C
を
取
り
巻
く
環
境
と
課
題

2

（注）  FPSO（Floating Production Storage and Ofoading System）とは、浮体式の
原油の一次処理（井戸元より生産された原油から、随伴ガス、水を分離すること）・
貯蔵・積出設備のことです。
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3 地域別の業務実績概況1.

ヨーロッパ

3,503億円
（2013年度）

■ 国・地域別出融資承諾額（2013年度）

中東

1,048億円
（2013年度）

アフリカ

567億円
（2013年度）

アジア

3,869億円
（2013年度）

中国 
217億円
（6%）

香港 30億円
（1%）

韓国 60億円
（2%）

トルクメニスタン 
89億円
（2%）

インドネシア 
709億円
（18%）

マレーシア
14億円
（0%）

フィリピン 58億円（2%）
シンガポール 131億円（3%）

タイ 
351億円
（9%）

ベトナム 
1,778億円
（46%）

インド 
427億円
（11%）

大洋州

2,929億円
（2013年度）

オーストラリア 
2,929億円
（100%）

ロシア 
315億円
（9%）

デンマーク 185億円
（5%）

ドイツ 218億円
（6%）

イギリス
1,204億円
（34%）

イタリア
809億円
（23%）

ルクセンブルク
325億円
（9%）

スペイン
298億円
（9%）

スウェーデン 120億円（3%）
マン島 24億円（1%）

クウェート 
654億円
（62%）

オマーン 
103億円
（10%）

サウジアラビア
185億円
（18%）

トルコ 
104億円
（10%）

ガーナ 
498億円
（88%）

南アフリカ 
69億円
（12%）

❶  

地
域
別
の
業
務
実
績
概
況
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北米

5,776億円
（2013年度）

中南米

1,865億円
（2013年度）

アメリカ
5,468億円
（95%）

カナダ 
308億円
（5%）

バハマ 
169億円
（9%）

ボリビア 
204億円
（11%）

ブラジル 
281億円
（15%）

チリ 
695億円
（37%）

コスタリカ 
60億円
（3%）

エクアドル 9億円
（1%）

パナマ 52億円
（3%）

メキシコ 
391億円
（21%）

❶  

地
域
別
の
業
務
実
績
概
況

■ 地域別出融資保証承諾状況の5年間の推移

2012年度

2013年度

2009年度

2010年度

2011年度

3兆3,651億円

1兆7,659億円

1兆5,959億円

2兆2,061億円

4兆2,409億円

アジア
8,510億円
（25%）

アジア
5,136億円
（12%）

アジア
4,727億円
（21%）

中東
4,093億円
（23%）

大洋州
1,754億円
（5%）

ヨーロッパ
5,183億円
（15%）

北米
4,959億円
（15%）

北米
1,485億円
（8%）

中南米
5,115億円
（15%）

中南米
4,262億円
（24%）

中南米
4,155億円
（26%）

中南米
8,055億円
（19%）

その他
6,751億円
（20%）

その他
3,987億円
（23%）

中東 1,026億円（3%）

中東 1,048億円（5%） 中南米 2,091億円（9%）

大洋州 83億円（0%）

アフリカ 33億円（0%）

その他 1,615億円（10%）

アフリカ 257億円（1%）

アフリカ 811億円（4%） その他 408億円（2%）

ヨーロッパ 624億円（4%）

北米 1,136億円（7%）

アフリカ 843億円（2%） その他 1,542億円（4%）

国際機関等 91億円（0%）

国際機関等 243億円（1%）

アジア
2,215億円
（13%）

アジア
2,699億円
（17%）

アフリカ 663億円（4%）

国際機関等 123億円（1%）

大洋州
1,704億円
（11%）

中東
2,324億円
（15%）

ヨーロッパ
2,166億円
（14%）

中東
3,059億円
（7%）

大洋州
1兆57億円
（24%）

ヨーロッパ
6,606億円
（16%）

ヨーロッパ
3,503億円
（16%）

北米
7,108億円
（17%）

北米
6,540億円
（30%）

大洋州
2,929億円
（13%）
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地域別の業務実績事例2.
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地熱発電プロジェクトに対するJBIC初のプロジェクトファイナンスおよびポリティカル・リスク保証
日本企業が出資参画する電力インフラ事業を支援

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

　JBICは、帝人（株）の中国における現地企業との合弁会社で
ある浙江佳人新材料有限公司(佳人）との間で、JBICによる初
の中国・人民元建て融資契約を締結しました。本件は、佳人
がポリエステル製品のリサイクルおよびリサイクルポリエス
テル繊維を製造するための設備投資に必要な資金を融資する
ものです。帝人は、独自のケミカルリサイクル技術を活かし、
中国で高付加価値ポリエステル繊維を製造・販売することを
企図しています。本件は、中国におけるリサイクルの実施支
援につながるとともに、環境案件としての意義も有していま
す。

　JBICは、モンゴル経済開発省との間で、同国の地場企業が
日本企業から機械設備等を輸入するための資金となる輸出ク
レジットライン（注1）を設定しました。モンゴルでは、鉱物資
源開発に伴う周辺インフラ整備の需要が増大しており、日本
からの輸出機会の拡大が見込まれています。JBICは、本クレ
ジットラインを通じて日本企業の輸出を金融面から支援しま
す。なお、本件は、同国財務省とJBICの間で結ばれた覚書を
踏まえて協議を行った結果実現したものであり、2013年3
月に安倍内閣総理大臣が両国の経済関係促進を期待して提案
したエルチ・イニシアチブ（注２）の一環として行われたもので
もあります。

　JBICは、伊藤忠商事（株）、九州電力（株）等が出資するケイ
マン諸島法人Sarulla Operations LTD（SOL）等との間で、
インドネシアのサルーラ地熱発電所プロジェクトを対象に、
プロジェクトファイナンス（注3）による貸付契約を締結しまし
た。本融資は他金融機関との協調融資で、民間金融機関の融
資部分には、JBICがポリティカル・リスク保証を提供します。
本事業は、SOLが地熱発電所を建設・操業しインドネシア国
営電力公社に売電する事業で、日本企業が出資者として参画
し、日本の技術を用いて運営・管理に携わります。本件は、
日本企業の海外インフラ事業への参画を金融面から支援する
ものです。

ポリエステル製品のリサイクルおよびリサイクルポリエステル繊維の製造・販売事業に対する融資
日本の化学繊維産業の海外事業展開を初の現地通貨建て融資で支援

モンゴル向け輸出クレジットラインの設定 
日本企業によるモンゴル向け機械設備等の輸出を支援

ア
ジ
ア

中
国

モ
ン
ゴ
ル

（注1） 輸出クレジットラインは、輸出金融の一形態であり、日本からの設備等の輸出を促進するため、あらかじめ一定金額の融資枠を設けておくものです。
（注2） エルチ・イニシアチブは、2013年3月、安倍内閣総理大臣のモンゴル訪問の際に、モンゴルとの間で経済関係を促進する目的で①投資環境の整備および②持続可能な経済発展へ

の協力を2本柱とする提案を行ったものです。
（注3） プロジェクトファイナンスとは、プロジェクトに対する融資の返済原資を、そのプロジェクトの生み出すキャッシュ・フローに限定し、プロジェクトの現地資産等のみを担保と

して徴求する融資スキームのことです。
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乗用車用タイヤの製造・販売事業に対する融資
日本企業の海外事業展開を支援

フ
ィ
リ
ピ
ン

　JBICは、住友電工焼結合金（株）が出資するインドネシア法人
PT. SUMIDEN SINTERED COMPONENTS INDONESIA
（SSI社）との間で、インドネシア・ルピア建ての貸付契約を
締結しました。本件は、自動車市場の拡大が見込まれるイン
ドネシアにおいて、住友電工焼結合金の親会社である住友電
気工業（株）が、SSI社を通じて同国での自動車用焼結合金部
品の製造・販売を行うための工場新設に必要な資金を融資す
るものです。本融資は、日本の自動車部品メーカーの国際競
争力の維持・向上に貢献するものです。

　JBICは、ミャンマー政府国家計画経済開発省との間で、ミャ
ンマー・プロジェクト開発促進会社（本会社）の設立に向けた
覚書を締結しました。本会社は、ヤンゴン都市圏における都
市開発プロジェクト等、収益性が見込めるプロジェクトを初
期段階から支援することを目的として設立されるものです。
本会社の設立は民間活力を都市開発等に最大限活用したい同
国政府の意向に沿うとともに、本会社を通じて民間プロジェ
クトの促進、許認可取得支援等の業務を行うことが可能とな
り、ミャンマーにおける日本企業を含む民間企業の投資促進
にも貢献します。

　JBICは、横浜ゴム（株）のフィリピン法人Yokohama 
Tire Philippines, Inc.（YTPI）との間で貸付契約を
締結しました。本件は、YTPIが同国パンパンガ州
クラーク特別経済区にある乗用車用タイヤ製造工場
の設備を増設するために必要な資金を融資するもの
です。横浜ゴムは、タイヤをはじめ、工業用品やス
ポーツ用品の製造・販売を手がけており、1996年
にはフィリピンにYTPIを設立し、北米を中心に乗
用車タイヤを供給しています。北米市場の底堅い購
買意欲を背景に、将来的にも堅調な需要が見込まれ
ており、YTPIの設備増設を通じて、北米における

乗用車用タイヤの販売拡大を企図しています。本融
資は、横浜ゴムの海外事業展開への支援を通じて、
日本の産業の国際競争力の維持・向上に貢献するも
のです。

自動車用焼結部品の製造・販売事業に対する融資
日本企業のインドネシアでの事業展開を現地通貨建て融資で支援

ミャンマーにおける民間プロジェクト促進のための会社設立に向けた覚書を締結
プロジェクト初期段階からの支援を通じて日本企業の事業参画を支援

ア
ジ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ミ
ャ
ン
マ
ー
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産業ガスメーカーの買収資金融資
日本企業の海外M&Aを支援

イ
ン
ド

　JBICは、三菱商事（株）および東京電力（株）が間接出資する
タイ法人Khanom Electricity Generating Company 
Limited（KEGCO）との間で、カノム4・ガス焚複合火力発
電プロジェクトを対象とする、プロジェクトファイナンスに
よる貸付契約を締結しました。本事業は、KEGCOが、同国
南部にガス焚複合火力発電所を建設・操業し、タイ電力公社
に対して売電する事業です。本件は、東京電力が建設および
運転保守を技術面からサポートするもので、日本の産業の国
際競争力の維持・向上に加えて、タイ南部の電力の安定供給
にも貢献するものです。

　JBICは、ベトナム法人Nghi Son Refinery and 
Petrochemical Limited Liability Company（NSRP
社）との間で、ニソン製油所・石油化学コンプレッ
クス建設プロジェクトを対象に、プロジェクトファ
イナンスによる貸付契約を締結し
ました。本件は、出光興産（株）、三
井化学（株）等の出資により設立さ
れたNSRP社が、ベトナム・タイン
ホア省に製油所・石油化学コンプ
レックスを建設・運営し、石油精製
品と石油化学製品を生産するもの

　JBICは、エア・ウォーター（株）との間で、インド法
人Ellenbarrie Industrial Gases Limited（EIGL）
を買収するために必要な資金の一部にかかる貸付契
約を締結しました。エア･ウォーターは、VSU（小
型液化ガス製造装置）をはじめとする同社固有のガ
ス製造技術やガスアプリケーション技術を活かした
海外展開を目指しています。インド東部を中心に液
化ガスならびに、シリンダーガス供給を担うEIGL
を買収することにより、ガス製造技術をはじめ、エ
ア・ウォーターグループが有する高度な技術やさま
ざまな商材をEIGLが有する事業インフラやネット

ワークを通じ効果的に提供することで、現地に密着
したビジネスモデルを構築・展開することを企図し
ています。本融資は、日本企業による海外での
M&Aに必要な長期資金を融資することで、日本企
業の海外における新たな事業展開を支援し、日本の
産業の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

です。本件に参画する日本企業は、ベトナム市場へ
の参入を通じて海外における事業基盤の拡大を企図
しており、本件は、日本の石油精製・石油化学産業
の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

ガス焚複合火力発電プロジェクトに対するプロジェクトファイナンス
日本企業によるインフラシステムの海外事業展開を支援

製油所・石油化学コンプレックス建設プロジェクトに対するプロジェクトファイナンス
日本の石油精製・石油化学産業の海外事業展開を支援

ア
ジ
ア

タ
イ

ベ
ト
ナ
ム
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アジア地域等で事業展開する企業向け投資を目的としたファンドに出資
プライベート・エクイティファンドを活用して日本企業の海外M&Aを支援

ア
ジ
ア
地
域

　JBICは、インド国営火力発電公社（NTPC）との間
で、ローカル・バイヤーズ・クレジット（注1）および
バイヤーズクレジット（注2）の貸付契約を締結しまし
た。本融資は、NTPCが建設する超臨界石炭火力発
電所において、（株）東芝のインド現
地法人である東芝ジェイエスダブ
リュー・パワーシステム社、東芝お
よび（株）荏原製作所から、蒸気ター
ビン発電設備およびボイラ給水ポ
ンプを購入するための資金となり
ます。インド最大の電力事業者であ

　JBICは、トルクメニスタン政府（注3）との間で、バイヤーズ
クレジットの貸付契約を締結しました。本融資は、国営化学
公社トルクメンヒミヤが、硫酸製造プラントを新設するにあ
たり、三井造船（株）等からプラント設備一式を購入するため
の資金に充てられます。本件では、同国で産出される天然ガ
スに多く含まれる硫黄を有効利用して硫酸を生産し、肥料の
原料として使用する予定であり、同国農業の発展に貢献する
ことが期待されます。本融資は、トルクメニスタンの石油・
ガス産業分野における日本企業のビジネス機会の創出につな
がることも期待されています。

　JBICは、CVC Capital Partners Jersey Limited
が運営し、CVC Asia Paci�c LimitedおよびCVC 
Asia Paci�c (Japan) Kabushiki Kaisha が投資助
言を行う（以下、総称してCVCグループ)、主にア
ジア地域で事業展開する企業を投資対象とするプラ
イベート・エクイティ（PE）ファンド（CVC Capital 
Partners Asia Paci�c IV）に対して出資を行ってい
ます。 本ファンドでは、CVCグループが有するネッ
トワークを活用して案件発掘を行い、主にアジア地
域で事業展開する企業への投資を行います。JBIC
は、大手PEファンドの一つである本ファンドに出

資参画することを契機として、CVCグループ等と
の間で日本企業のM&A支援に向けて協働するフ
レームワークを構築します。JBICは、買い手である
日本企業へのファイナンス支援に加え、売り手であ
るPEファンドとの連携により、日本企業の海外
M&A支援を強化することを企図しています。

るNTPCは、インド政府が進める電力設備増強計画
において重要な役割を担うことが期待されており、
高い技術力を有する日本企業にとって、ビジネス機
会の拡大への期待が高まります。

インド国営火力発電公社に対するローカル・バイヤーズ・クレジットおよびバイヤーズクレジット
JBIC初の大規模インフラプロジェクトに対するローカル・バイヤーズ・クレジット

トルクメニスタン国営化学会社向けバイヤーズクレジット
日本企業による硫酸製造プラント設備一式の輸出を支援

ア
ジ
ア

イ
ン
ド

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

（注1） ローカル・バイヤーズ・クレジットとは、日系現地法人等による設備や技術の輸出・販売に必要な資金を当該現地法人等の取引先に対して融資するスキームのことです。
（注2） バイヤーズクレジットとは、外国の輸入者が日本企業から機械設備等を輸入するための資金を、JBICより外国の輸入者に直接融資する形態をいいます。
（注3） トルクメニスタン国立対外経済関係銀行（The State Bank for Foreign Economic Affairs of Turkmenistan,: TVEB）が借入窓口となり、融資関連実務を行います。
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水産企業の株式取得に対する融資
日本企業の海外M&Aを支援

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

　JBICは、三井物産（株）のオーストラリア法人Mitsui & Co. 
Iron Ore Exploration & Mining Pty. Ltd.（MIOE）および
伊藤忠商事（株）のオーストラリア法人ITOCHU Minerals & 
Energy of Australia Pty Ltd（IMEA）との間でそれぞれ貸
付契約を締結しました。本件は、オーストラリア法人 BHP 
Iron Ore （Jimblebar） Pty Ltdより、同国のジンブルバー
鉄鉱山権益の一部を取得するために必要な資金をMIOEおよ
びIMEAに対し融資するものです。また、MIOEに対しては、
同鉱山の開発に必要な資金の一部も融資しています。これら
の融資を通じ、日本の鉱物資源の長期安定的な確保に貢献し
ます。

　JBICは、豊田通商（株）との間で、貸付契約を締結しました。
本件は、豊田通商がオーストラリアの100%出資子会社を通
じて、同国クイーンズランド州の炭層メタンガス（CBM）（注）

鉱区の権益の一部を取得し、英国法人BG Group plc（BG）
および東京瓦斯（株）等と共同で開発を行うもので、本融資は
ガス田開発に必要な資金に充てられます。本ガス田から生産
されるCBMは、BG等が推進するクイーンズランド・カーティ
スLNGプロジェクトの原料ガスとなります。本融資を通じ、
CBM開発のノウハウを取得することは、CBM事業への日本
企業参画機会の拡大につながり、自主開発比率の向上および
非在来型資源の供給源の多様化にも貢献するものです。

　JBICは、（株）みずほ銀行との間で、（株）マルハニチロ水産
がオーストラリア法人Austral Fisheries Pty Ltd.（AF社）の
株式を取得するために必要な資金の一部にかかる貸付契約を
締結しました。AF社は、オーストラリア政府等の管理する
海域にて国際認証を取得し、白身魚の漁業権を保有するとと
もに、漁業や魚介類の輸入販売等を行っている会社です。マ
ルハニチロ水産は、両社の漁業権を併せて水産資源アクセス
を強化すること等を通じ、海外市場における基盤拡大を企図
しています。本融資は、日本企業の海外における事業拡大を
支援し、日本の産業の国際競争力の維持・向上に貢献するも
のです。

鉄鉱山の権益取得・開発プロジェクトに対する融資
日本企業による鉱物資源の確保および海外鉄鉱山開発事業への参画を支援

液化天然ガス（LNG）プロジェクトの原料ガス田開発事業に対する融資
日本企業の炭層メタンガス田開発事業への参画を支援

大
洋
州

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

（注） 炭層メタンガス（Coal-Bed Methane: CBM）とは、石炭層とその周辺から採掘されるメタンガスのことです。シェールガスやタイトガスとともに「非在来型」の天然ガスとして
注目を集めています。
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ロシア法人向けバイヤーズクレジット
日本企業によるアンモニア製造プラント設備等の輸出を支援

ロ
シ
ア

　JBICは、ロシア最大の商業銀行であるロシア法人Sberbank 
of Russia（ズベルバンク）との間で、貸付契約を締結しまし
た。本件は、（株）東芝およびロシア法人Open Joint Stock 
Company “Power Machines-ZTL, LMZ, Electrosila, 
Energomachexport”が設立した合弁企業である同国法人
Limited Liability Company “Izhora Transformers”
（IZT）（注1）が、電力用変圧器を製造・販売するための工場設
立に必要な資金を、ズベルバンクを通じて融資するものです。
なお、JBICは、2012年に本事業に必要な資金について、別
途IZTに融資を行っています。本件は、日本の電力機器産業
の国際競争力の維持・向上に寄与するものです。

　JBICは、ロシアの政府系金融機関であるロシア開発対外経
済銀行の100％出資子会社である極東バイカル地域開発基金
（FEDF（注2））との間で、「極東・バイカルインフラ開発パート
ナーシップ」の設立に関する業務協力協定を締結しました。
本パートナーシップの下、JBICとFEDFは、ロシア極東およ
びバイカル地域のインフラ開発案件についての情報交換、当
該案件の形成にかかる協力等を行います。同地域の開発は、
ロシア政府の優先事項と位置づけられ、インフラ開発の加速
化が見込まれており、本件は、日本企業のビジネス展開に寄
与することが期待されます。

　JBICは、ロシアでリン系肥料および窒素系肥料製造事業を
行うOJSC PhosAgro-Cherepovetsとの間で、バイヤーズ
クレジット（輸出金融）の貸付契約を締結しました。本融資は、
同社が、新たにアンモニア製造プラントをチェレポベッツ市
に増設するにあたり、三菱重工業（株）および双日（株）等から
プラント設備等を購入するための資金に充てられます。ロシ
アでは、老朽化したプラント建て替えの需要が見込まれてお
り、本件は、ロシアの石油化学および肥料事業分野における
日本企業のビジネス機会の創出につながることが期待されま
す。

ロシア最大の商業銀行向け投資バンクローン
日本企業による海外での電力用変圧器の製造・販売事業を支援

「極東・バイカルインフラ開発パートナーシップ」設立に関する業務協力協定を締結
民活型インフラ事業を含むインフラ開発への日本企業の事業参画を支援

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

ロ
シ
ア

ロ
シ
ア

（注1） 2013年12月17日付で社名はPower Machines Toshiba High-Voltage Transformers LLC に変更されています。
（注2） FEDF（The Far East and Baikal Region Development Fund）は、ロシア極東およびバイカル地域のインフラ改善を目的として2011年に設立された基金です。
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西ヨーロッパ陸上で最大級の既発見未開発油田の権益取得・開発に対する融資
日本企業による油田権益取得・開発を支援

イ
タ
リ
ア

　JBICは、（株）三井住友銀行、（株）みずほ銀行、農林中央金
庫、三井住友信託銀行（株）および日本生命保険相互会社との
間で、三井化学（株）がドイツ法人Heraeus Holding GmbH
（Heraeus）の歯科材料事業を買収するための資金の一部に
かかる貸付契約を締結しました。化学分野に強みを持つ三井
化学は、貴金属加工分野での強みを背景にグローバルに事業
を展開しているHeraeusの歯科材料事業の買収を通じて、
双方の強みを活かした新たなビジネスの展開を企図していま
す。本融資は、日本企業の海外における事業拡大を支援し、
日本の産業の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

　JBICは、JX日鉱日石開発（株）の100％出資子会社である英
国法人JX Nippon Exploration and Production (U.K.) 
Limited （JXNEPUK）との間で、貸付契約を締結しました。
本件は、JXNEPUKによる、イタリア法人Eni S.p.A.グルー
プが保有する英領北海にあるMariner油田とKinnoull油田
の権益をJXNEPUKが取得し、油田開発に必要な資金を融資
するものです。北海における石油・天然ガス生産量は減少傾
向にありますが、開発技術の進歩により同地域への関心が再
び高まっています。本件は、日本企業による権益取得を通じ
た自主開発比率の向上に貢献するものです。

　JBICは、三井物産（株）と三井石油開発（株）が間接出資する
イタリア法人Mitsui E&P Italia A S.r.l. （MEPIT）との間で
貸付契約を締結しました。本件は、フランス法人Total S.A.の
子会社が保有するイタリア南部にあるテンパロッサ油田の権
益の一部を、MEPITが取得し、油田開発に必要な資金を融
資するものです。本件は、日本企業による海外石油メジャー
との協働を通じた油田開発のノウハウの取得とともに、他の
油田開発プロジェクトへの共同展開も期待されます。また、
権益取得を通じた自主開発比率の向上につながるものでもあ
り、日本のエネルギー安全保障に貢献することが期待されま
す。

歯科材料事業の買収資金融資
日本企業の海外M&Aを支援

英領北海での油田権益取得・開発に対する融資
日本企業による油田権益取得・開発を支援

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

ド
イ
ツ

英
国

オイルセンター完成予想図（©Total E&P Italia）
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　JBICは、スペイン開発金融公庫Instituto de Credito 
Oficial（ICO）との間で、包括的な協力促進にかかる覚書を
締結しました。ICOは、スペイン政府が100％出資する政策
金融機関であり、同国企業の国内外における事業（中小企業
支援、インフラ事業等）に対する金融支援を行っています。
本覚書は、両国の企業によるスペインおよび第三国における
共同プロジェクトの形成・促進等を目的とし、インフラ事業
に実績があるスペイン企業に関心のある日本企業と、日本企
業の技術力に関心を持つスペイン企業との連携が促進される
ことが期待されています。

　JBICは、シンガポール系大手海運オペレーターBerge 
Bulk Limited（注）の100%出資子会社であるパナマ法人Berge 
Blanc Company S.A.（Berge Blanc）との間で、船舶輸出
バイヤーズクレジットの貸付契約を締結しました。本融資は、
日本の造船会社であるジャパンマリンユナイテッド（株）によ
り日本国内の造船所で建造される大型鉱石運搬船1隻を、
Berge Blancが購入する資金に充てられます。世界的に船舶
ファイナンスの組成には依然として制約がある中、本融資は、
日本の造船業の国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

スペインの政策金融機関との業務協力にかかる覚書を締結
日本企業のスペインおよび第三国における事業機会の創出を支援

海運大手企業グループ向け船舶輸出バイヤーズクレジット
日本の造船所が建造する大型鉱石運搬船の輸出を支援

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

ス
ペ
イ
ン

マ
ン
島

（注） 登記上は、英領バミューダ島法人です。
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トルコ法人向けバイヤーズクレジット
日本企業による港湾用コンテナクレーンの輸出を支援

ト
ル
コ

　JBICは、住友商事（株）等が設立したクウェート法人SHAMAL 
AZ-ZOUR AL-OULA FOR THE BUILDING, EXECUTION, 
OPERATION, MANAGEMENT AND MAINTENANCE OF 
THE FIRST PHASE OF AZ-ZOUR POWER PLANT K.S.C. 
（AZN1）との間で、アッズールノース フェーズ1 IWPP（注1）

プロジェクトを対象として、プロジェクトファイナンスによ
る貸付契約を締結しました。本件は、AZN1が、天然ガス焚
複合火力発電・淡水化プラントを建設し、売電・売水するも
ので、同国初の民活型発電・淡水化インフラ案件として期待
されており、両国間のさらなる包括的・重層的な関係強化に
貢献するものです。

　JBICは、サウジアラビア国営電力会社Saudi Electricity 
Company（SEC）との間で、バイヤーズクレジット（輸出金
融）の貸付契約を締結しました。本融資は、発電・送電・配
電の電力事業を一貫して行うSECが、超臨界圧石油火力発電
所を建設するにあたって、三菱重工業（株）から蒸気タービン
発電機およびボイラー等の機器を購入するための資金に充て
られます。JBICとしてSECおよび同国の電力セクターに対し
て行う初めての融資です。本件は、この分野で高い技術力を
有する日本企業のビジネス機会の拡大ひいては日本の産業の
国際競争力の維持・向上に貢献するものです。

　JBICは、トルコ法人Yilport Holding A.S.（Yilport） との
間で、バイヤーズクレジット（輸出金融）の貸付契約を締結し
ました。本融資は、Yilportが実施するトルコ西部のゲムリッ
ク港の新設およびゲブゼ港の拡張にあたり、三井造船（株）か
ら同社製の港湾用コンテナクレーン計18基を購入する資金
に充てられます。本件は、Yilportが、過去の納入実績から
性能に高い信頼を寄せる三井造船製港湾用コンテナクレーン
を新たに購入するものであり、トルコの港湾インフラの改善
に貢献するとともに、日本企業の国際競争力の維持・向上に
貢献するものです。

クウェート初の民活型発電・淡水化プロジェクトに対するプロジェクトファイナンス
インフラ案件の支援を通じ資源保有国との重層的関係強化に貢献

サウジアラビア国営電力会社に対するバイヤーズクレジット
同国の電力セクターに対する初の融資

中
東
ク
ウ
ェ
ー
ト

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

（注1） IWPP（Independent Water and Power Producer）とは、自前で発電設備・淡水化設備を建設・運営し、電力･水を販売する独立系発電・淡水化事業者のことです。
（注2） JBICアフリカ貿易投資促進ファシリティ（JBIC Facility for African Investment and Trade Enhancement: FAITH）は、JBICの出融資および保証機能等を活用し、アフリカ地域

の民間セクター主導の成長促進やインフラ整備の促進を支援するために2013年6月に創設されたものです。

写真提供：Hyundai Heavy Industries Co., Ltd & Societe 
Internationale de Dessalement S.A.
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大水深対応FPSO傭船事業に対するプロジェクトファイナンス
日本企業の海洋資源分野開発事業の強化を支援

ガ
ー
ナ

　 J B ICは、「 J B ICアフリカ貿易投資促進ファシリティ
（FAITH）」（注2）の下、モロッコの商業銀行Banque Marocaine 
du Commerce Extérieurとの間で、輸出金融およびロー
カル・バイヤーズ・クレジットにかかるクレジットラインを
設定しました。本件は、アフリカ地域の地場企業が、日本企
業および日系現地法人から機械設備等を購入するための資金
を対象とするものです。同地域は資源保有国が多く、経済成
長に伴いインフラ需要が拡大する中、日本企業も機械・設備
等の輸出ビジネスに高い関心を持っており、本クレジットラ
インへの期待が寄せられています。

　JBICは、FAITHの下、三井海洋開発（株）等が出資するオラ
ンダ法人T.E.N. Ghana MV25 B.V.（TGMV25）との間で、
プロジェクトファイナンスによる貸付契約を締結しました。
本融資は、ガーナ沖T.E .N .（Tweneboa , Enyenra , 
Ntomme）油田のオペレーターとして開発を担うジャージー
法人Tullow Ghana Limited向けのFPSO（注6）長期傭船サー
ビス事業に必要な資金に充てられます。本事業では、三井海
洋開発が大水深対応のFPSO1基を建造し、TGMV25が傭船
サービスを提供します。本件を通じて、日本企業の海洋資源
開発分野における国際競争力の維持・向上に貢献します。

モロッコの商業銀行に対する輸出クレジットラインおよびローカル・バイヤーズ・クレジットラインの設定
日本企業による機械設備等のアフリカ地域向け取引拡大を支援

チュニジア中央銀行発行の私募円建て外債（サムライ債）に対する保証 
同行の第２次サムライ債発行を支援

ア
フ
リ
カ

モ
ロ
ッ
コ

チ
ュ
ニ
ジ
ア

（注3） サムライ債は、海外の国や企業といった外国の発行体が日本国内市場で発行する円建て債券のことです。
（注4） ドーヴィル・パートナーシップとは、 2011年5月のG8ドーヴィル・サミットにて中東・北アフリカ地域における歴史的変革を支援するために合意された枠組みです。
（注5） サムライ債発行支援ファシリティ（Guarantee and Acquisition toward Tokyo market Enhancement: GATE）は、JBICの部分保証によるサムライ債発行支援と、必要に応じ、

JBIC自身による債券の一部取得も行うものです。
（注6） FPSO（Floating Production Storage and Of�oading System）とは、浮体式の原油の一次処理（井戸元より生産された原油から、随伴ガス、水を分離すること）・貯蔵・積出

設備のことです。

　JBICは、FAITHの下、チュニジア中央銀行が日本
で発行する円建て外債（サムライ債）（注3）に対する保
証に関する諸契約を締結しました。本件は、ドーヴィ
ル・パートナーシップ（注4）に基づく中東・北アフリ
カ向け支援の一環として、JBICの「サムライ債発行
支援ファシリティ（GATE）」（注5）による保証を行うも
のであり、チュニジア中央銀行が発行するサムライ
債に対するJBICの保証としては2度目の案件となり
ます。チュニジア中央銀行のサムライ債市場におけ
る起債を継続的に支援することで、同国政府の資金
調達の多様化を支援するとともに、日本の投資家に

対して新たな投資機会を提供し、サムライ債市場の
活性化と日本の資本市場の国際競争力の維持・向上
に貢献するものです。また、両国間の一層の関係緊
密化および幅広い分野における日本企業のビジネス
活性化につながることも期待されます。

（注）本FPSOと同型のもの
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建設機械レンタル事業会社の買収資金融資
日本企業の海外M&Aを支援

米
国

　JBICは、カナダ法人Japan Canada Oil Sands Limited
（JACOS）との間で、貸付契約を締結しました。本件は、主
に石油資源開発(株)が出資するカナダオイルサンド（株）の全
額出資子会社であるJACOSが、75%の権益を保有するカナ
ダのハンギングストーン鉱区において、オイルサンド事業の
拡張開発・生産のために必要な資金を融資するものです。本
件は、日本にとっての重要資源の安定的な調達確保に寄与す
るとともに、オイルサンド開発の経験・ノウハウの蓄積を通
じて、今後の周辺オイルサンド鉱区の開発の可能性が高まり、
日本企業のさらなる事業展開に貢献します。

　JBICは、米国アラスカ州天然資源局との間で、アラスカ州
が促進を期待する資源開発プロジェクト等にかかる情報・意
見交換を目的とする覚書を締結しました。資源・エネルギー
関連分野への潜在的投資機会が豊富であり、かつ大規模な
LNGのサプライヤーとなる可能性を有するアラスカ州にお
いて、JBICが同州の資源・エネルギー所管官庁であるアラス
カ州天然資源局と情報・意見交換の枠組みを構築することは、
日本の資源・エネルギーの調達先多角化および日本企業によ
る同分野での海外事業展開に貢献する案件形成の促進につな
がることが期待されます。

　JBICは、住友商事（株）が100％出資する米国法人Sumitomo 
Corporation of Americaとの間で、住友商事グループが建
設機械レンタル事業会社である米国法人S u n s t a t e 
Equipment Co., LLC（Sunstate）を買収するために必要な
資金の一部にかかる融資契約を締結しました。住友商事は、
本件買収を通じ、Sunstateの経営権を取得し、北米におけ
る建設機械レンタル事業のさらなる拡大を図り、同業界にお
けるシェア拡大を企図しています。本融資は、日本企業の海
外における事業拡大を支援し、日本の産業の国際競争力の維
持・向上に貢献するものです。

オイルサンド拡張開発事業に対する融資
日本企業が権益を保有するオイルサンド鉱区の開発を支援

アラスカ州の天然資源局との覚書締結
資源案件等への日本企業の事業参画機会創出を支援

北
米
カ
ナ
ダ

米
国
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トマトを含む野菜・フルーツ種子開発・生産・販売事業会社への出資持分取得に対する融資
日本企業の海外M&Aを支援

米
国

　JBICは、（株）三井住友銀行、（株）三菱東京UFJ銀行および（株）
みずほ銀行、ならびに米国法人Sumitomo Corporation of 
Americaとの間で、住友商事（株）が米国法人Edgen Group 
Inc.（Edgen社）を買収するために必要な資金の一部にかか
る貸付契約をそれぞれ締結しました。住友商事は、本件によ
り、Edgen社が保有する油井管やラインパイプ、特殊管等
の販売網を獲得し、事業拡充等を通じて、住友商事グループ
が構築してきたグローバルな仕入・販売ネットワークを強化
することを企図しています。本融資は、日本企業の海外にお
ける事業拡大を支援し、日本の産業の国際競争力の維持・向
上 に貢献するものです。

　JBICは、（株）みずほ銀行との間で、カゴメ（株）が
米国法人United Genetics Holding LLC（UG社）
の出資持分を取得するために必要な資金の一部にか
かる貸付契約を締結しました。本件は、JBICがみず
ほ銀行との間で締結済みのM&Aクレジットライン
設定のための一般協定に基づき、みずほ銀行を通じ
て融資を行うものです。
　UG社は、米国をはじめ5カ国にトマトを含む野
菜およびフルーツの種子開発・生産・販売事業会社
を保有する持株会社です。カゴメは、本件を通じ、
UG社の幅広い販路を獲得することにより、海外事

航空機用エンジンメーカーの中小型ガスタービン事業買収資金融資
日本企業の海外M&Aを支援

油井管・ラインパイプ等販売企業の買収資金融資
日本企業の海外M&Aを支援

北
米
米
国

米
国

　JBICは、（株）三菱東京UFJ銀行との間で、三菱重
工業（株）が米国の航空機用エンジンメーカーPratt 
& Whitney傘下の中小型ガスタービン事業を行う
Pratt & Whitney Power Systems, Inc、Pratt & 
Whitney Power Systems CIS LLC、Energy 
Services, Inc、およびTurboden S.r.l.を買収する
ために必要な資金の一部にかかる融資契約を締結し
ました。三菱重工業は、本買収により、事業領域を
広げ、より多様な顧客ニーズに的確に対応すること
で、ガスタービンの世界シェアの早期拡大を企図し
ています。本件は、日本企業の海外における事業拡

大を支援し、日本の産業の国際競争力の維持・向上
に貢献するものです。

業展開のスピードを加速させることを企図していま
す。本融資は、日本企業による海外でのM&Aに必
要な長期外貨資金を日本の民間金融機関と連携して
機動的に供給することで、日本企業の海外における
事業拡大を支援し、日本の産業の国際競争力の維持・
向上に貢献するものです。
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ボリビア最大級の亜鉛・鉛・銀鉱山追加開発に対する融資
日本企業による鉱山の追加拡張事業と長期、安定的な鉱物資源の確保を支援

ボ
リ
ビ
ア

　JBICは、オランダ法人MUR Shipping Holdings B.V.と
米国法人J.P. Morgan Global Maritime Investment Fund 
L .P.の折半出資会社である In ternat iona l S t rateg ic 
Shipping Investments B.V.の100%出資子会社であるバハ
マ法人African Kite Shipping Co., Ltd.（AKS）との間で、
船舶輸出バイヤーズクレジットの貸付契約を締結しました。
本融資は、今治造船（株）により日本国内の造船所で建造され
るばら積み船1隻を、伊藤忠商事（株）を通じて、AKSが購入
する資金に充てられます。本融資は関連産業を含め、地域経
済において大きな役割を果たす日本の造船業の国際競争力の
維持・向上に貢献するものです。

　JBICは、住友商事（株）が100%保有するボリビア法人Minera 
San Cristobal S.A.（MSC）との間で、貸付契約を締結しま
した。JBICは、ポリティカル・リスクを負担しており、日本
企業の海外事業展開に伴う現地リスクを軽減する役割を果た
しています。本件は、MSCが実施する、ボリビア最大級の
サンクリストバル亜鉛・鉛・銀鉱山の追加開発事業に必要な
資金を融資するものです。日本は亜鉛地金・鉛地金の原料で
ある亜鉛精鉱・鉛精鉱の全量を輸入に依存しており、本融資
は、日本にとって重要な原料資源の長期安定的な確保に貢献
するものです。

資源・エネルギー関連セクター特化型ファンドを投資対象とするファンドに出資
北米を中心とする資源・エネルギー関連プロジェクトへの投資機会の創出を支援

オランダ法人向け船舶輸出バイヤーズクレジット
日本の造船所が建造するばら積み船の輸出を支援

北
米

中
南
米

北
米
地
域

バ
ハ
マ

　JBICは、エー・アイ・キャピタル（株）（AIC）が子
会社を通じて運営する、資源・エネルギー関連セク
ターを投資対象とするプライベート・エクイティ
ファンドを投資対象としたファンドオブファンズ
（Energy Opportunity Fund, L.P.）に対して出資を
行っています。本ファンドは、三菱商事（株）、信金
中央金庫、JBIC 等が出資し、AICが北米等におけ
る資源・エネルギー関連セクター特化型ファンドへ
の投資経験が豊富なTorreyCove Capital Partners 
LLCと連携し設立・運営を行うものです。
　近年、シェール革命を契機に北米を中心とする資

源・エネルギー関連セクターへの投資が活発になっ
ています。同分野での投資経験やアクセスにおいて
制約のある日本の企業や機関投資家にとって、これ
まで同分野への投資機会は限定的でしたが、本件を
通じて、日本の企業や機関投資家が資源・エネルギー
分野での新たな投資機会を獲得することが期待され
ます。
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海外大型銅鉱山の開発・権益取得に対する融資
日本企業が参画する銅鉱山開発・権益取得を支援

チ
リ

　JBICは、ブラジル法人ブラジル石油公社Petróleo Brasileiro 
S.A.（ペトロブラス）との間で、同社が日本企業および日系現
地法人から機器および役務を購入するために必要な資金を対
象とした輸出クレジットラインおよびローカル・バイヤーズ・
クレジットに基づくクレジットラインをそれぞれ設定しまし
た。ブラジルは、人口、GDPとも中南米最大の国であり、
近年、日本企業の注目もますます高まっており、日本からの
輸出機会の拡大や日本企業の海外拠点の取引拡大が見込まれ
ています。本件は、日本の産業の国際競争力の維持・向上と、
両国間の経済関係強化に貢献するものです。

　JBICは、双日（株）との間で、それぞれ農業・穀物集荷輸出
事業を行うブラジル法人CANTAGALO GENERAL GRAINS 
S.A.およびCGG TRADING S.A.の株式を取得するために必
要な資金の一部にかかる貸付契約を締結しました。双日は、
本件を通じ、ブラジル産穀物を優先的に買い取る権利を獲得
するとともに、農業・穀物集荷輸出事業におけるグローバル
な仕入・販売ネットワーク等の経営資源を獲得し、アグリビ
ジネス事業の基盤強化を企図しています。本件は、食料・農
業・農村基本法等において促進するとされている海外農業投
資にあたり、日本の食料政策にも合致するものです。

　JBICは、丸紅（株）および英国法人Antofagasta PLC
（Antofagasta）が出資するチリ法人Minera Antucoya
（Antucoya）が実施するアントコヤ銅鉱山開発プロジェクトに
必要な長期資金をプロジェクトファイナンスにより融資しま
した。また、丸紅がAntofagastaからAntucoya株式を取得し、
同プロジェクトに参画するための権益取得資金、および同鉱山
の開発に必要な長期資金を、丸紅に対しても融資を行っていま
す。本件は、日本の銅ユーザーの海外製造拠点における安定的
な銅地金確保に貢献するとともに、日本企業と銅資源メジャー
であるAntofagastaとの関係強化にも資するものであり、日
本の中長期的な鉱物資源確保にとって意義の高いものです。

ブラジル石油公社に対する輸出クレジットラインおよびローカル・バイヤーズ・クレジットラインの設定
日本企業による輸出および海外拠点取引を支援

農業・穀物集荷輸出企業の株式取得に対する融資
日本企業の海外M&Aを支援

中
南
米

ブ
ラ
ジ
ル

ブ
ラ
ジ
ル
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電子部品実装および機器・部品の組立・加工事業に対する融資
日本の電子機器受託製造サービス企業の海外事業展開を支援

メ
キ
シ
コ

　JBICは、コスタリカの国営銀行であるコスタリカ銀行
（Banco de Costa Rica）との間で、輸出金融およびローカ
ル・バイヤーズ・クレジットにかかるクレジットラインを設
定しました。本クレジットラインは、同国の地場企業が、一
般設備等に加え、再生可能エネルギー関連設備（注1）および気
候変動緩和セクター関連設備（注2）を日本企業および日系現地
法人から購入するための資金を支援対象としています。同国
では再生可能エネルギーの開発が多数計画されており、今後、
国際的に技術評価の高い同分野への日本からの輸出機会の拡
大や、日本企業の海外拠点の取引拡大が見込まれます。

　JBICは、シークス（株）との間で、貸付契約を締結しました。
本件は、シークスが子会社である米国法人を通じて、メキシ
コで電子部品実装および機器・部品の組立・加工事業を実施
するSIIX EMS MEXICO S de RL de C.V.（SEM）を設立す
るための資金を融資するものです。シークスは、日系大手自
動車メーカーの主要マーケットである北米市場向けの車載関
連部品用の電子部品の輸出拠点としてSEMを設立し、さら
に今後成長が見込まれる中南米市場でのシェア拡大につなげ
ていくことも企図しています。本件は、日本の産業の国際競
争力の維持・向上に貢献するものです。

コスタリカ銀行に対する輸出クレジットラインおよびローカル・バイヤーズ・クレジットラインの設定
日本企業によるコスタリカ向け取引の拡大を支援

エクアドル向け輸出クレジットラインの設定
日本企業による地上デジタル放送関連機器の輸出を支援

中
南
米

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ク
ア
ド
ル

（注1） 地熱発電、風力発電、バイオマス発電、太陽光・太陽熱発電関連等。
（注2） CCS設備を有した火力発電プラント、CCS事業、廃棄物エネルギー、ハイブリット発電プラント、コジェネレーション事業、地域冷暖房等。CCS（Carbon dioxide Capture 

and Storage） とは、温室効果ガスとなる二酸化炭素を分離・回収し、深海や地中に貯留する技術です。
（注3） ISDB-T（Integrated Services Digital Broadcasting-Terrestrial）方式とは、国際標準となっている地上デジタルテレビジョン放送の規格で、携帯端末での放送視聴が可能であ

ること、防災のための緊急放送が可能であることといった技術的な優位性があること、また、携帯端末向け放送（ワンセグ）とハイビジョン伝送が一つの送信機で伝送可能であり
経済的であること等が特徴です。

　JBICは、エクアドルの国営放送局が実施する地上
デジタル放送網整備プロジェクトに必要な放送関連
機器を日本企業より購入するための資金を対象に、
エクアドル政府との間で輸出クレジットラインを設
定しました。国内放送の地上デジタル放送への移行
を目指す同国では、日本方式（ISDB-T方式（注3））の地
上デジタル放送方式が採用されたことを受けて、日
本の放送関連機器の輸出商談が活発化しています。
日本政府は、地上デジタル方式の日本方式の国際展
開を推進しており、これまでに世界17カ国（2014
年7月末時点）で日本方式が採用されています。本

件は、官民連携で取り組んでいる日本方式による地
上デジタル放送の国際的普及および日本からの関連
機器の輸出を金融面から支援することで、エクアド
ルにおける高品質の地上デジタル放送ネットワーク
の拡充と日本企
業の国際競争力
の維持・向上に
貢献するもので
す。
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　JBICは、中米経済統合銀行（BCIE）との間で、中米諸国等
向けの輸出クレジットラインを設定しました。本クレジット
ラインは、中米諸国等の地場企業が一般設備等に加え、再生
可能エネルギー関連設備（注1）、気候変動緩和セクター関連設
備（注2）および水事業セクター関連設備を日本の企業から購入
するための資金を対象としています。中米諸国等は地域経済
の持続的発展に向けてさまざまな取り組みを行っており、設
備投資機会の増加が見込まれます。本件は、BCIEを通じて、
日本製機器の中米諸国等向け輸出を支援し、日本の産業の国
際競争力の維持・向上に貢献するものです。

自動車部品の輸送事業、保管事業および梱包包装事業に対する融資
日本の自動車関連産業の海外事業展開を支援

中米経済統合銀行向け輸出クレジットラインの設定
日本企業による中米諸国等向け輸出を支援

中
南
米

メ
キ
シ
コ

中
米
地
域

　JBICは、マツダロジスティクス（株）のメキシコ法
人Mazda Logistica de Mexico S.A. de C.V.との
間で、貸付契約を締結しました。本件は、マツダロ
ジスティクスがMazda Logistica de Mexico S.A. 
de C.V.を設立し、メキシコのグアナファト州サラ
マンカ市において実施する自動車部品の輸送事業、
保管事業および梱包包装事業に必要な設備の購入資
金を融資するものです。メキシコでは、自動車生産
が拡大しており、日系を含めた自動車メーカーの進
出が盛んになっています。このような状況の下、マ
ツダロジスティクスは、物流事業拠点として

Mazda Logistica de Mexico S.A. de C.V.をメキ
シコに設立することで、海外事業の強化を企図して
います。本件は、日本の自動車関連産業の国際競争
力の維持・向上に貢献するものです。
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　JBICでは、さまざまな業種の中堅・中小企業の皆さまの海外事業展開のお手伝いをしています。

中堅・中小企業支援関連の業務実績事例3.
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　スポーツウェア等の製造を手がける。中国では、堅
調な経済成長に伴い、スポーツウェアを含むアパレル
市場の拡大が見込まれており、中国現地法人青島茂璐
服装有限公司では、スポーツウェア等の製造事業の拡
大を計画している。JBICは、モロー商会向けに現地法
人の製造設備増設資金を融資。

　自動車用品の製造・販売事業を行う。中国現地法人
寧波未来先行塑交有限公司では、カーソケットや灰皿
などの自動車用品の製造・販売事業を行っており、中
国市場での事業のさらなる拡大に向け、生産規模の拡
大を計画している。JBICは、ミラリード向けに現地法
人の事業に必要な資金を融資。

　鍛造品の生産技術に絞り込み、製法から独自に開発。
自動車駆動部品を一貫して生産している。中国で、新
たに小谷（張家港）精密鍛造有限公司を設立し、自動車
用鍛造品（トランスミッション部品）の製造・販売事業
を行い、中国国内の日系自動車メーカーを中心に製品
を供給予定。JBICは、コタニ向けに現地法人設立に必
要な資金を融資。

株式会社モロー商会
スポーツウェア等の製造・販売事業

株式会社ミラリード
自動車用品等の製造・販売事業

株式会社コタニ
自動車用鍛造品の製造・販売事業

中
国

中
国

中
国

CVT
シャフト

CVTプーリー
（ムーバブル）

熱間ローリングギア
（ファイナルギア）

ピニオンドライブ
（FF車用等）

　エアバッグケース、シートフレームといった自動車
向け保安関連部品等のプレス部品などの製造・販売事
業を行う。中国現地法人昭芝汽車部件（呉江）有限公司
では、自動車用プレス部品の製造・販売事業を実施。
現地の日系および地場の自動車関連企業に製品を納入
している。JBICは、昭芝製作所向けに現地法人の事業
に必要な資金を融資。

株式会社昭芝製作所
自動車部品等の製造・販売事業

中
国
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　衣料、インテリア、産業資材、スポーツ資材など各
種繊維素材の染色・捺染・機能性加工サービスを行う。
初の海外製造拠点であるインドネシア現地法人PT. 

URASE PRIMAでは、同社の得意とする中肉厚地の
合成繊維製品の加工を行い、アジア地域および中東に
販売予定。JBICは、ウラセ向けに現地法人設立に必要
な資金を融資。

　OA関連製品の製造・販売を行う老舗企業。長年培っ
てきたカーボン紙の製造技術を活かし、主に大手電機
メーカーのOEMを手がけている。マレーシア現地法
人IS INDUSTRIES SDN. BHDでは、サーマルリボン
等のOA関連製品の製造・販売事業を行う。JBICは、
ゼネラル向けに現地法人の事業拡大に必要な資金を融
資。

　創業以来、主に社寺仏閣向けを中心とした錺
かざり

金具
の製造、据付、修復を手がける。インドネシアに仏具
の製造拠点としてPT. KOTERA INDONESIAを設立
し、錺金具の製造・販売や仏具の加工技術を活かした
プラスチック加工、金具・金型の製造受注の拡大を行
う。JBICは、現地法人の事業に必要な資金を融資。

　アルミニウム二次合金地金メーカーのパイオニアと
して、国内トップシェアを長年堅持。インドネシアで
は自動車および関連産業からの需要拡大が見込まれ、
インドネシア現地法人PT. DAIKI ALUMINIUM 

INDUSTRY INDONESIAでは、製造・販売体制の強
化を計画している。JBICは、大紀アルミニウム工業所
向けに現地法人の事業に必要な資金を融資。

ウラセ株式会社
染色加工・染色加工品販売事業

ゼネラル株式会社
OA関連製品の製造・販売事業

株式会社小寺製作所
仏具等の製造・販売事業

株式会社大紀アルミニウム工業所
アルミニウム二次合金地金の製造・販売事業

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
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（注） 酸洗鋼板加工とは、熱延鋼板を製造する際に鉄鋼が空気中の酸素と化合して表面に生じた酸化被膜を、塩酸に浸して化学的に取り除いた鋼板に加工することです。

　自動車部品用金属リング技術・製品で世界トップク
ラスのシェアを持つ。アジアを中心に今後も自動車部
品の需要拡大が見込まれる中、主要取引先のニーズに
応えて、タイ現地法人BENDA （THAILAND） CO., 

LTD.を設立し、自動車部品用金属リング等を生産す
る。JBICは、現地法人向けに製造工場の設立資金を現
地通貨建てで融資。

　国内で初めてアルコール蒸留装置の開発に成功。以
後、各種化学工業用機械の製造・施工を行うとともに、
環境配慮型プラントのエンジニアリングまで業務内容
を拡大。ベトナム現地法人JCEM VIETNAM CO., 

LTD.では、化学・食料・飲料・エネルギー関連等のプ
ラント・エンジニアリング事業を行う。JBICは、日本化
学機械製造向けに現地法人の事業に必要な資金を融資。

　金属部品の精密加工を得意とし、自動車や電気機器
など、さまざまな分野の部品加工を手がけている。主要
取引先のニーズに応えてタイ現地法人Mano Precision 

(Thailand) Co., Ltd.を設立し、トラック自動車金属
部品等の製造・販売事業を行う。JBICは、現地法人向
けに事業に必要な資金を現地通貨建てで融資。

ベンダ工業株式会社
自動車部品の製造・販売事業

日本化学機械製造株式会社
プラント・エンジニアリング事業

マノ精工株式会社
金属製精密機械部品の製造・販売事業

タ
イ

ベ
ト
ナ
ム

タ
イ

　鉄鋼板、特に酸洗鋼板加工(注)を得意とし、製品原料
となる鋼材を電気製品、自動車部品、建設機械部品お
よび産業機械部品供給メーカー等に供給。事業拡大に
向け、初の海外現地法人としてタイに I R IFUNE 

STEEL (THAILAND) CO., LTD.を設立。JBICは、入
船鋼材向けに現地法人設立に必要な資金を融資。

入船鋼材株式会社
鋼材の加工・販売事業

タ
イ
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　1960年の設立以来、建設機械部品の製造・販売事業
を手がける。ベトナム現地法人NAGATSU VIETNAM 

COMPANY LIMITEDでは、油圧ショベルおよびブル
ドーザーに使用される油圧関連部品、磁気センサーな
どの建設機械部品の製造・販売を行う。JBICは、現地
法人向けに事業に必要な資金を融資。

　自動車部品の製造・販売事業を行う。メキシコでの
自動車の需要拡大が見込まれる中、主要取引先の海外
事業展開に続き、メキシコ現地法人HIRUTA MEXICO, 

S.A. DE C.V.（HMX）を設立。HMX は、シャーシー
およびトランスミッション関連部品等の自動車部品の
製造・販売を行う。JBICは、現地法人向けに、製造工
場設立のための資金を融資。

　1896年の創業以来、穀物加工機械の製造・販売を
手がけている。ブラジル現地法人SATAKE AMERICA 

LATINA LTDA.では、ブラジルおよび周辺諸国向けの
穀物加工機械の製造・販売を行っており、南米諸国の
堅調な経済成長を背景に事業拡大を計画している。
JBICは、現地法人向けに事業の拡張に必要な資金を融
資。

　二輪・四輪車向けのアルミホイールを中心にアルミ
製品の製造・販売事業を行う。香港現地法人の子会社
（光生アルミニュームの孫会社）であるインド現地法人
KOSEI MINDA ALUMINUM CO., LTD.は、新たな
アルミホイールの製造・販売拠点として設立された。
JBICは、香港の現地法人を通じて、インド現地法人の
事業に必要な資金を融資。

長津工業株式会社
建設機械部品の製造・販売事業

ヒルタ工業株式会社
自動車部品の製造・販売事業

株式会社サタケ
穀物加工機械の製造・販売事業

光生アルミニューム工業株式会社
自動車部品等製造・販売事業

ベ
ト
ナ
ム
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ド
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るエコシティ事業など、さまざまな取り組みが世界中で
進みつつあります。
　こうした中、JBICは、個別のプロジェクトにおける環
境・社会面での配慮はもちろんのこと、地球温暖化対策
をはじめとして、地球環境の保全・改善に資するプロジェ
クトへの支援を実施しています。また、2010年4月には、
地球環境保全業務（通称「GREEN」）を開始し、国際的に
も高く評価される日本の先進技術の世界への普及にも留
意しつつ、温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる案件
等に対して地球環境保全効果に着目した支援を着実に実
施しています（ P.66もご参照ください）。

　先進国、開発途上国を問わず、地球環境保全と経済発
展の両立を図ることが世界共通の課題として認識される
中、環境の保全・改善につながるようなプロジェクトの
実施が世界的にも期待されつつあります。
　この分野においては、エネルギー効率の改善を図る省
エネ事業、太陽光発電や風力発電をはじめとする再生可
能エネルギー事業、CO2排出量を低減できる高効率・
高性能の石炭火力発電事業や天然ガス焚のコンバインド
サイクル発電事業、渋滞や大気汚染の緩和に資する鉄道
などの都市交通事業、IT技術を活用して電力の効率的な
供給を図るスマートグリッド事業や環境都市の実現を図

環境関連の業務実績事例4.

   環境保全・改善プロジェクトへの支援

　洋上風力発電市場は英国やドイツ等の再生可能エネルギー活用促進政策
を背景に、欧州市場を中心に成長が期待されており、世界の風力発電機メー
カー各社は大型機の開発・受注活動を積極的に展開しています。こうした
中、三菱重工（株）がデンマーク法人Vestas Wind Systems A/S（Vestas）
と共にデンマークに設立した合弁会社に対して、JBICは三菱重工の出資子
会社であるデンマーク法人MHI Holding Denmark ApSを通じて出資 

参画し、同合弁会社が実施する洋上風車事業を支援しています。本合弁会
社は、三菱重工が重電プラントで培った技術力・信用力と、Vestasの持つ
豊富な経験・技術を結集して、世界の洋上風力発電事業のグローバルリー
ダーとなることを目指しており、本件は、再生可能エネルギー事業の促進
とともに、日本企業の国際競争力の維持・向上に貢献します。

　オマーンでは、人口増加や経済成長を背景に、 2013～2019

年にかけて、年平均5%の水需要の伸びが予測されています。
　JBICは、住友商事（株）がマレーシア法人およびスペイン法人
と共に設立した、オマーン法人Muscat City 

Desalination Company S.A.O.C.との間で、ア
ルグブラIWPプロジェクトを対象に、プロジェク
トファイナンスによる貸付契約を締結しました。
本プロジェクトは、オマーンの首都マスカット市
内に海水淡水化プラントを新設し、BOO方式（注）

にて20年間にわたりオマーン電力・水公社に売
水するものです。本事業を通じて、約80万人分

相当の生活用水が供給される予定であり、同国における水供給
源として重要な役割を果たすことが期待されます。

日本企業による洋上風力発電事業を支援

オマーンにおける海水淡水化プロジェクトを支援

写真提供：MHI Vestas Offshore Wind A/S

（注） BOO方式（Build, Own, and Operate）とは、契約期間中に民間企業が、淡水化プラント等のプラントを建設（Build）、所有（Own）、運営（Operate）継続する事業方式のことです。
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　地球環境の保全、低炭素社会の実現等に向けて、世界
各地で環境関連プロジェクトの実施が期待される中、
JBICは外国政府や政府機関、日本の自治体等、国内外の
関係者との連携も深めつつ、この分野での日本企業の海

   環境分野での連携・ナレッジ共有
外事業展開や各国政府等の取り組みを、ファイナンス面
のみならず、セミナー開催やイベントへの参加等も通じ、
情報共有やナレッジ提供などの面からも支援しています。

支援するため「JBICアフリカ貿易投資促進ファシリティ（FAITH）」
を創設しています。
本件は、FAITHの
下での支援案件で
す。

　JBICは、南部アフリカ開発銀行（DBSA）との間で、南部アフ
リカ開発共同体加盟諸国における風力発電や太陽光発電事業な
どの再生可能エネルギーを利用する環境関連事業を対象に、ア
フリカ向けに初となる地球環境保全業務としての融資をしまし
た。本件は、南部アフリカ諸国における温室効果ガス排出削減
が期待されるとともに、国際的に高く評価される日本の先進的
な環境技術が同諸国に普及する機会となることも期待されます。
　JBICは、第5回アフリカ開発会議（TICAD Ⅴ）を踏まえ、アフ
リカ地域の民間セクター主導の成長促進やインフラ整備の促進を

南部アフリカ地域における再生可能エネルギー関連事業を支援

　JBICは、安倍内閣総理大臣およびアラブ首長国連邦（UAE）
アブダビ首長国皇太子兼連邦軍副最高司令官シェイク・ムハン
マド・ビン・ザーイド・アール・ナヒヤーン殿下のご臨席の下、
UAEアブダビ首長国の政府系機関であるAbu Dhabi Future 

Energy Company（マスダール社）との間で、環境分野での
協力に関する業務協力協定を締結しました。マスダール社は、
再生可能、石油代替エネルギー源の研究開発に注力する政府系
機関です。JBICは2010年に同社が共同運営する気候変動緩和
対策関連事業を主な投資対象とするファンドに出資しており、
今回の業務協力協定は、JBICとマスダール社との協力関係を一
層深化・発展させるものです。

　また、2013年5月、安倍総理がUAEを訪問した際に、UAE

首脳との間で、政治、経済、文化・人的交流などの幅広い分野
での包括的パートナーシップを確認する共同声明が発表され、
クリーンエネルギー、
再生可能エネルギーお
よび気候変動問題と
いった環境分野につい
ても重要性が確認され
ました。本件は、両政
府間の共同声明とも合
致しています。

アラブ首長国連邦政府系機関と環境分野での協力に関する業務協力協定を締結

　JBICは、地球環境保全業務（GREEN）の下、国際金融公社
（IFC）の100％子会社であるIFC Asset Management 

Company, LLCが運営する、再生可能エネルギーおよび省エ
ネルギー事業等を投資対象とするファンド･オブ･ファンズ
（IFC Catalyst Fund (Japan), LP）に対して出資を行っていま
す。本ファンドは、IFC、英国政府、カナダ政府、その他公的

機関等が出資参画しているIFC Catalyst Fund, LPとIFC 

Catalyst Fund (UK), LPの両ファンドと一体となって運営さ
れています。本件により、国際機関、他国政府･公的機関等と
の連携･協調を通じて、開発途上国等での再生可能エネルギー
等の分野への投資資金の提供を促し、温室効果ガスの排出削減
に貢献することが期待されます。

開発途上国等での温室効果ガス排出削減事業を支援
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■ 海外の政府機関・国際機関等との連携
　JBICは、2013年5月、「アフリカビジネスセミナー～
我が国企業のアフリカ事業展開の現状と課題～」を開催
しました。当日は、20カ国近い在京アフリカ大使・大
使館関係者や、アフリカ事業を実施している日本企業か
ら120名を超える参加があり、アフリカビジネスへの関
心の高さがうかがえました。
　6月には、日韓企業の協業・連携の可能性を議論する
ことを目的に、JBICと韓国輸出入銀行（韓国輸銀）の共催
で第2回“The JBIC-Korea Eximbank Joint Seminar”
を東京で開催しました。日韓企業が互いの強みを活かし
た連携を図るためさまざまな議論がなされ、JBIC、韓国
輸銀および民間金融機関による効果的なファイナンスサ
ポートについての意見も寄せられました。
　同6月および11月、ベトナム計画投資省との間で、民
活型案件の形成および推進に関する協議会・ワーキング
レベル会合をベトナムのハノイで開催しました。JBICは、
2013年3月にベトナムにおける民活型案件の円滑な実
施に向けた制度のあり方等に関する協議・検討を行うこ
とを目的とした協議会の開催に合意しており、かかる合
意を踏まえて実施した会合となりました。JBICは、ベト
ナムにおける民活型案件の実現のため、今後もベトナム

　JBICは、海外投資や国際金融等に関する調査・研究を
行っています。さまざまな分野において、海外の政府機
関や国内外の研究機関、有識者等とも交流しつつ、各種
情報の収集・分析やナレッジ提供等に取り組んでいます。

■ 「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査」
　JBICでは、1989年以来、アンケート調査「わが国製造
業企業の海外事業展開に関する調査」を毎年実施してお
り、2013年は第25回目となりました。日本の製造業企
業の海外事業展開の方向性や課題を把握する調査として、
その独自性や継続性等の観点から広く注目を集めるもの
となっています。
　本調査の成果は報告書として取りまとめ、冊子やウェ
ブサイト等を通じて対外発表するとともに、各地の商工
会議所や地方銀行等と連携してセミナーを開催するなど
して、広く情報提供を行っています。2013年度は東京
をはじめ、大阪、名古屋、岡山等で「海外投資セミナー
～わが国製造業企業の海外事業展開～」と題したセミ
ナーを開催しました。また、海外でも在外日本人商工会
議所および外国政府等への説明会を開催しているほか、
本調査の成果は外国政府に対する政策提言などに有効活
用されています。

調査活動、海外の政府機関・国際機関等との
連携に関する業務実績事例

5.

アフリカビジネスセミナーでのパネルディスカッションの様子

The JBIC-Korea Eximbank Joint Seminar参加者代表一同海外投資セミナー
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■ 大学との連携
　2013年6月には、国立大学法人政策研究大学院大学
（GRIPS）の協力を得てGRIPS・JBIC共同フォーラム「イ
ンドの政治経済と改革への展望」を開催しました。
　インドは、近年、比較的高い経済成長を達成してきま
したが、インフラ整備の遅れなどを背景に、インフレの
高進と成長率の低下というリスクに直面する等、政治経
済の中期的な不透明感も高まっています。このような背
景の下、インドからの専門家も交じえ活発な議論を交わ
しました。

■ 民間金融機関との連携
　JBICでは、日本にとって重要な国々の政治経済情勢や
将来展望、さらにリスク分析・評価について、民間金融
機関等と情報・意見交換の機会を設けています。
　2013年6月には、インドの政策研究センターのラジ
ブ・クマール シニアフェローを招いて、「インドの政治
経済と改革への展望」と題したテーマのワークショップ
を、民間金融機関のカントリーリスク審査担当部門の担
当者との間で開催しました。

の関連省庁等と協力を進めていきます。
　11月にはインドネシア政府との間で2010年以来続け
ている財務政策対話の枠組みの下、マクロ経済政策に関
する作業部会会合をインドネシアのジャカルタで行いま
した。今回は、「経常赤字に関する日本の経験」をテーマ
に、過去の日本の経常赤字とその背景にあった経済環境
について、外部専門家も交じえ、協議を行いました。イ
ンドネシアは2012年より経常赤字に転化しており、今
回のテーマは、インドネシア政府関係者にとって時宜を
得たものでした。
　2014年1月には、「2014年─世界経済の行方および
海外直接投資の動向」と題するセミナーを開催しました。
本セミナーでは、JBIC総裁の渡辺より世界経済を見通す
うえでのポイントを紹介したほか、国際通貨基金（IMF）
アジア太平洋地域事務所の木下祐子次長を招いて、IMF

が毎年発表しているWorld Economic Outlookの統計
データ等を基に世界経済の見通しを解説いただきました。

インドネシア政府とのマクロ経済作業部会会合

GRIPS・JBIC共同フォーラム「インドの政治経済と改革への展望」第1回ベトナム計画投資省との会合におけるJBICプレゼンテーションの様子

59





株式会社国際協力銀行 年次報告書 2014

4業務のご紹介

1 JBICのスキーム 62

2 近年の特徴的な支援体制 73

3 中堅・中小企業の海外事業展開に向けた支援体制 76

61



株式会社国際協力銀行 年次報告書 2014

メントに基づき決定します。原則として、融資金額は輸
出契約金額、技術提供契約金額の範囲内で、頭金部分を
除いた金額です。ローカル・コストは、原則、融資対象
に含めることはできませんが、OECD公的輸出信用ア
レンジメントで定める範囲内で融資対象に含めることも
可能です。

　日本企業の機械・設備や技術等の輸出を対象とした融
資で、外国の輸入者または外国の金融機関等向けに供与
しています。とりわけ船舶や発電設備等をはじめとする
プラントには、多くの高度な技術が導入されており、そ
の輸出は日本の産業の高度化にも貢献しています。また、
日本国内の造船業界やプラント業界は、部品製造に携わ
る中堅・中小企業等関連企業の裾野も広く、輸出金融に
よる支援はこうした国内企業への波及効果も期待されま
す。なお、特定分野（注）については先進国向け輸出の場
合にも適用可能です。
　融資条件については、OECD公的輸出信用アレンジ

JBICのスキーム1.

   輸出金融

（注）  先進国向け支援の対象分野（2014年7月末時点）
 [インフラ輸出案件] 
 　 鉄道（都市間高速、都市内）、水事業、バイオマス燃料製造、再生可能エネルギー

源発電、原子力発電、変電・送配電、高効率石炭発電、石炭ガス化、二酸化炭
素の回収・貯蔵（CCS）、高効率ガス発電、スマートグリッド

 [その他輸出案件] 
 　船舶、人工衛星、航空機、陽子線等を用いる医療機器

外国の金融機関等

外国の輸入者日本の輸出者

※1 外国の輸入者に対する融資（バイヤーズクレジット（B/C））　※2 外国の金融機関に対する融資（バンクローン（B/L））

融資（B/L）※2

融資（B/C）※1

プラント等の輸出

融資
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民間金融機関

日本企業による地熱発電プラント関連設備の輸出を支援

　JBICは、トルコの商業銀行Yapi Kredi Bankasi 
A.S.（ヤピクレディ）との間で、2012年11月
に設定した再生可能エネルギーおよび気候変
動緩和セクターを対象とした輸出クレジット
ライン（注）の下での初めての個別貸付契約を
締結しました。本融資は、トルコ法人Zorlu 
Jeotermal Enerji Elektrik Uretimi A.S. 
（Zorlu Energy）が同国で地熱発電所を建設
する際に、（株）東芝から地熱発電プラント関連

設備を購入するために必要な資金を、ヤピク
レディを通じてZorlu Energyに融資するも
のです。本件は、トルコ政府が進めている再生
可能エネルギーの導入の促進に貢献するとと
もに、トルコにおける日本企業のビジネス機
会の創出につながると期待されています。

日本企業による船舶輸出を支援

　 J B I Cは、香港系大手海運オペレータ
Paci�c Basin Shipping Limitedの100％出
資子会社である英領バージン諸島法人PB 
Vessels Holding Limited（PBVH）との間
で、日本の造船会社4社が建造するばら積み
貨物船16隻の購入資金を対象に、輸出クレ
ジットラインを設定し、併せて、ツネイシホー
ルディングズ（株）が100％出資する中国現地
法人常石集団（舟山）造船有限公司が建造する

ばら積み貨物船2隻の購入資金として、ロー
カル・バイヤーズ・クレジット（注）の貸付契
約を締結しました。本件は日本の造船会社の
グローバルな受注力強化を支援するとともに、
日本からの輸出については、クレジットライ
ンの活用により個別輸出契約を包括的かつ機
動的に支援し、日本の造船業の国際競争力の
維持・向上に貢献するものです。
（注） P.65投資金融のスキームをご参照ください。

©（株）東芝

（注） 輸出クレジットラインとは、輸出金融の一形態であ
り、日本からの設備等の輸出を促進するため、あら
かじめ一定金額の融資枠を設けておくものです。
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のために真に必要な製品の輸入については、保証機能を
活用することにより支援しています（ P.68製品輸入保証の

スキームをご参照ください）。

■ 融資対象輸入品目（資源）
石油、石油ガス、天然ガス、石炭、ウラン、金属鉱物、
金属、燐鉱石、蛍石、塩、木材、木材チップ、パルプ等

　日本企業による資源等、重要物資の輸入に対する融資
で、日本の輸入者に対するもの、外国の輸出者に対する
ものがあります。天然資源に乏しい日本にとって、資源
を長期安定的に確保することは経済活動の大切な基盤の
一つであり、輸入金融は石油・天然ガス（LNG）・石炭
といったエネルギー資源や鉄鉱石・銅・レアメタルといっ
た鉱物資源等の輸入のために用いられています。
　なお、資源以外でも航空機等、国民経済の健全な発展

   輸入金融

外国の輸出者日本の輸入者

融資

資源の輸入

融資
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民間金融機関

日本の電力会社によるLNGの安定調達を支援

　JBICは、九州電力（株）に対し、LNG
を輸入するために必要な資金を融資し
ています。
　東日本大震災等を契機として、電力
の安定供給が日本の国民生活や経済活
動にとっての喫緊の課題として認識さ
れる中、当面の主要なエネルギー源と
してLNGといった発電用燃料を継続
的かつ安定的に調達することが従来に
も増して重要となっています。

　本融資は、九州電力に対するLNG
の調達支援を通じて日本への安定的な
エネルギー資源供給を確保し、国民生
活に不可欠な電力の安定供給に貢献し
ています。
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日本の製造業の海外事業展開を支援

　JBICは、（株）ジーテクトのインドネ
シア現地法人PT. G-TEKT Indonesia 
Manufacturing（G-TIM）が、ジャカ
ルタ近郊の工業団地で行う自動車部品
等の製造・販売事業に必要な設備購入
等の資金を融資しています。ジーテク
トは、これまで60年以上にわたり、
車体部品およびトランスミッション部
品を中心とした自動車用部品の製造・
販売を行っています。

　インドネシアでは堅調な経済成長に
伴い、今後も自動車市場の拡大が見込
まれています。日本の自動車メーカー
も相次いで生産能力の増強を図ってお
り、ジーテクトは生産拠点10カ国目
となるG-TIMを設立し、現地での事
業拡大を図っています。本融資は日本
の自動車部品メーカーの国際競争力の
維持・向上に貢献するものです。

   投資金融
支援を目的としたTSLも可能です。併せて、JBICが長期
資金の融資を行うまでの「つなぎ資金」が必要な場合につ
いては、海外で事業を行うための短期資金の供与も可能
です。また、重要な資源の開発・取得に関する投資事業
のほか、以下の分野（注）については先進国での投資事業
に対する融資も可能です。

　日本企業の海外投資事業に対する融資で、日本企業（投
資者）に対するもの、日系現地法人（合弁企業含む）また
はこれに貸付・出資を行う外国の銀行・政府等に対する
ものがあります。
　日本の国内企業向け融資については、中堅・中小企業
向けの場合のほか、日本にとって重要な資源の海外にお
ける開発および取得の促進のために行う案件ならびに
M&A等への支援を目的とした案件（これらは大企業向
けを含む）が対象となります。また、中堅・中小企業を
含む日本企業による海外事業展開支援のためのツー・ス
テップ・ローン（TSL）や、国内企業によるM&A等への

（注） 先進国向け投資金融の支援対象分野（2014年7月末時点）
 鉄道（都市間高速、都市内）、水事業、再生可能エネルギー源発電、原子力発電、

変電・送配電、高効率石炭発電、石炭ガス化、二酸化炭素の回収・貯蔵（CCS）、
スマートグリッド、高度情報通信ネットワーク整備、バイオマス燃料製造、高効
率ガス発電、航空機の整備・販売等、M&A等支援

外国の銀行
外国政府等
日本の銀行

日系現地法人等
（合弁企業含む）

合弁パートナー

日本企業

海外で行う事業

融資

融資・出資

融資

融資

融資

出資

融資

融資

民間金融機関

■ 外国への直接融資の場合

　日系現地法人に対してその事業に必要な長期資金（含
長期運転資金）を直接融資します。また日系現地法人に
出資・融資を行おうとする外国企業・金融機関や相手国

政府等に融資することによって、相手国サイドの資金調
達を側面から支援します。
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日本の鋼材流通加工事業の海外事業展開を支援

　JBICは、伊藤忠丸紅鉄鋼（株）がイン
ド大手民間製鉄会社と共に設立したイ
ンド法人 J SW MI S tee l Serv ice 
Center Private Limited（JSWMI）
が、インドでコイルセンター（鋼材流
通加工基地）を設立するために必要な
設備資金等を融資しています。
　日系自動車メーカーや電機メーカー
の進出が進むインドでは、旺盛な鋼材
需要が見込まれており、高品質な鋼材

の現地調達ニーズの拡大も見込まれて
います。伊藤忠丸紅鉄鋼は、JSWMI
設立によりそうした需要に応え、新た
なビジネス展開を計画しています。本
融資は、インドにおける鋼材流通加工
事業への支援を通じて、日本の産業の
国際競争力の維持・向上に貢献するも
のです。

A,B,Cの所在国が異なる場合もローカル・バイクレの適用が可能。

■ ローカル・バイヤーズ・クレジット（ローカル・バイクレ）

　投資金融制度の下で、日系現地法人等による設備や技
術の輸出・販売に必要な資金を当該現地法人等の取引先
に対して融資するスキームです。ローカル・バイクレは、
日系現地法人等が生産・販売する財やサービスを購入す

る買主（バイヤー）に対する融資を通じて、日本企業の海
外拠点の取引を支援することを目的としたものです。な
お、輸出金融と同様に、外国の銀行等を経由した融資も
可能です。

外国の銀行
外国政府等

外国の買主

日系現地法人等

海外で行う事業

融資

融資

融資

販売代金支払

民間金融機関

A

B

C
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   事業開発等金融
　事業開発等金融とは、開発途上国等による事業および
当該国の輸入に必要な資金、もしくは当該国の国際収支
の均衡、もしくは通貨の安定を図るために必要な資金を
供与するものです（日本企業からの投資や資機材の購入
を条件としません）。
　事業開発等金融による資金は、日本のエネルギー・鉱
物資源の安定的確保、日本企業の事業活動の促進、日本
との貿易・投資関係の維持・拡大、高い地球環境保全効
果を有する案件への融資および国際金融秩序の維持等に
つながるプロジェクトへの融資等に用いられます。

当該国等
海外で行う事業

輸出者

外国政府等
外国の銀行
外国の法人

当該国の輸入者

設備の輸入
技術の受入れ

融資❶  
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民間
金融
機関

地球環境保全業務（GREEN）

　JBICは、2010年4月、 地球環境保全業務（Global action for 
Reconciling Economic growth and ENvironmental preser-
vation：通称 GREEN）を開始しました。従来の JBICの出融資業
務等は、日本企業による投資や機器輸出が確定しているケース等、
日本の産業の国際競争力の維持・向上を直接的な目的とするもの
が中心となっており、地球温暖化防止等の地球環境の保全を目的
とするだけでは支援対象となりませんでした。GREENの下で、
JBICは日本の先進的な環境関連技術の世界への普及にも留意しつ
つ、温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる案件等に対して地球
環境保全効果に着目した支援を行っています。

地球温暖化防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業の促進

民間資金

保証

融資／出資

対象機関：
外国政府、政府機関または地方公共団体（外国政府等）、公益事業を行う法人
（経営の重要事項に外国政府等が関与するもの）、外国金融機関、国際機関

適格プロジェクト：
1. 温室効果ガス排出量削減効果が大きいなど、地球環境保全効果が高い事業
2. 地球環境保全効果について、J-MRV＊を受け入れる事業（例：省エネルギー
事業、再生可能エネルギー事業等）

＊JBIC独自の「測定（Measurement）」「報告（Reporting）」「検証（Veri�cation）」手法

4

インドにおける温室効果ガス排出削減等に関する事業を支援

　JBICは、地球環境保全業務（GREEN）の下、
インドにおいてインフラ事業向け融資等を行
う開発金融機関であるインド法人 I DFC 
Limitedとの間で、クレジットライン（事業開
発等金融に基づく与信枠）を設定しています。
　本件は、インドにおける再生可能エネル
ギーやエネルギー効率化事業を対象に、温室
効果ガスの排出削減等に寄与する環境関連事

業に必要な資金を融資するものです。本クレ
ジットラインは、インド政府の環境政策の推
進等に貢献するとともに、国際的に高く評価
される日本の先進環境技術の普及の一助とな
ることが期待されます。これは日本政府の「攻
めの地球温暖化外交戦略（ACE）」にも合致す
るものです。

ブラジルにおける再生可能エネルギー関連事業を支援

　JBICは、ブラジル国立経済社会開発銀行
（BNDES）との間でクレジットライン（事業
開発等金融に基づく与信枠）を設定していま
す（2011年3月に設定したクレジットライン
に次ぐもの）。
　本件は、地球環境保全業務（GREEN）の一
環として、ブラジルにおける風力発電やバイ
オマス発電事業などの再生可能エネルギーを

利用する環境関連事業に必要な資金を融資す
るものです。ブラジル政府は温室効果ガスの
排出削減計画を発表しており、本件により、
温室効果ガス削減が期待されるとともに、日
本の先進的な環境技術が同国に普及する機会
となることも期待されます。また、日本政府
の「攻めの地球温暖化外交戦略（ACE）」にも
合致するものです。
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   出資
　海外において事業を行う日本企業の出資法人や、日本企業等が中核的役割を担うファンド等に対して出資するもので、
原則として以下の形態で出資しています。

日本企業等

日本企業等

日本企業等

日本企業等

出資

出資

出資

中核的役割

業務提携

出資

出資

■ 日本企業等がプロジェクトに出資する
場合

■ 日本企業等が業務提携のために外国
企業等に出資する場合

■ 日本企業等がファンドに出資する場合（ジェネラルパートナー等と
なって運営方針や投資対象の決定の中核的役割を果たす場合）

■ 国際的なファンドに対して日本企業等がコンソーシアムを形成
して参画する場合

海外
プロジェクト

外国企業等

ファンド

ファンド

その他投資家

その他投資家

出資

出資

出資

出資
コンソーシアム

メキシコにおける再生可能エネルギーおよび省エネルギー事業を支援

　JBICは、米国法人The Rohatyn Group
とスペイン法人BK Partnersが共同で運営
し、メキシコでの再生可能エネルギーおよ
び省エネルギー事業を投資対象とするプラ
イベート・エクイティ・ファンド（Balam 

Fund I, L.P.)に対して出資を行っています。
　本ファンドには、JBICに加え、メキシコ
国家インフラ基金（FONADIN）が出資、
米州開発銀行（IDB）が融資により参加して
います。本件は、メキシコにおける温室効

果ガスの排出削減に寄与するとともに、本
ファンドから提供される投資関連情報を通
じて、日本企業のメキシコにおけるビジネ
ス機会の拡大に貢献することが期待されま
す。

日本企業の海外M&Aを支援

　JBICは、「海外展開支援出資ファシリティ」
の下、丸紅（株）の米国現地法人Gavi lon 
Agriculture Holdings, Co.（GAH）に出資
しています。
　本件は、丸紅によるGAHおよびその事業
統括会社Gavilon Agriculture Investment, 
Inc.を通じた米国穀物等取扱大手Gavilon 
Holdings, LLCの穀物・肥料事業の買収を

JBICの出資により支援し、丸紅のグローバル
な穀物バリューチェーンの強化・拡充と、穀
物・肥料販売事業の国際競争力向上に貢献す
るものです。また、海外農業投資の促進とい
う日本政府の食料政策にも合致するものです。
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   保証
　JBICは、出融資に加え、民間金融機関等の融資および開発途上国政府や現地日系企業等の発行する公社債に対する保
証、通貨スワップ取引への保証、他国輸出信用機関が行う保証への再保証等、保証機能も活用した支援を行っています。

■ 製品輸入保証

■ 現地日系企業が発行する社債への保証

■ 協調融資保証／海外シンジケートローン保証／公債保証

　航空機等、日本にとって重要な製品の輸
入について、日本の法人が必要な資金を借
り入れた場合に当該債務を保証します。

　現地日系企業が海外市場において発行す
る社債に対し、保証制度を活用して支援を
行います。

　開発途上国等に融資を行う場合には、外
貨送金・交換リスク、カントリーリスク等
が伴います。JBICがこのようなリスクを保
証することにより、日本の民間金融機関の
開発途上国に対する中長期融資を可能とし、
開発途上国の民間資金導入および民間企業
による海外ビジネスの拡大に貢献します。

民間金融機関等

投資家

投資家

日本の輸入者

日系現地法人
（発行体）

外国政府等

外国の輸出者

日本の法人
（親会社や
民間金融機関等）

民間金融機関等

保証

直接保証

保証

製品の輸入

保証

融資

融資

社債発行裏保証

公債等の
発行

副保証

融資
保証
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モンゴルの発行体による初のサムライ債発行を支援

　JBICは、モンゴル開発銀行が日本で発行す
る私募債形式の円建て外債（サムライ債）（注1）

に対して保証を供与しています。2013年9
月に両国首脳間で合意された「戦略的パー
トナーシップのための日本・モンゴル中期
行動計画」を踏まえ、JBICの「サムライ債発
行支援ファシリティ (GATE)」（注2）に基づく
保証を行うものであり、JBICとしてモンゴ
ルの発行体が発行するサムライ債に対する
初めての保証案件です。本件は、モンゴル

開発銀行およびモンゴル政府の資金調達の
多様化を支援するとともに、同国との関係
強化を通じた日本企業のビジネスの活性化
につながることが期待されます。

（注1） サムライ債は、海外の国や企業といった外国の
発行体が日本国内市場で発行する円建て債券の
ことです。

（注2） GATE: Guarantee and Acquisition toward 
Tokyo market Enhancement　JBICの部分保
証によるサムライ債発行支援と、必要に応じ、
JBIC自身による債券の一部取得も行うもので
す。
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■ スワップ保証（通貨スワップ等）

　スワップ取引に対する保証を行
うことにより、日本企業による海
外インフラプロジェクト等に対す
る現地通貨建て融資等をサポート
します。

日本企業

海外インフラ
プロジェクト等

海外スワップ
カウンターパーティ 民間金融機関

通貨
スワップ
契約

投資運営保証

現地
通貨建て
融資
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■ 輸出金融における再保証

　日本企業が他国の企業と共に設備等を輸
出する場合、JBICが他国の輸出信用機関が
行う保証等に対して再保証を行うものです。
これにより、他国輸出信用機関との相互保
証スキームの構築が可能となり、こうした
スキームを通じて、他国企業と協働する日
本企業の輸出案件を機動的に支援します。

他国企業日本企業

海外輸入者

他国輸出信用機関

民間金融機関

輸出

再保証

融資

   ブリッジローン

保証

　国際収支上の困難を抱えた開発途上国政府の対外取引
に対し、外貨資金繰りを手当するために必要な短期資金
の貸付を行うものです。

国際通貨基金（IMF）、
世界銀行等からの融資

外国政府等
外国の銀行

輸入その他の
対外取引

融資 （要件）

　JBICは、2013年1月、ミャンマー政府に対し、ブリッジ
ローンを供与し、同国のアジア開発銀行（ADB）および国
際開発協会（IDA）に対する延滞債務解消に貢献しました。

メキシコ政府への段階的なサムライ債発行支援

　JBICは、「サムライ債発行支援ファシリ
ティ (GATE)」に基づき、2013年8月にメ
キシコ政府が日本において発行する円建て
外債（サムライ債）の一部を取得しました。
これまでも、メキシコ政府発行のサムライ
債に保証を供与する一方、一部取得も行っ
ており、過去のサムライ債の発行支援を通
じた、メキシコ政府に対する東京市場での
投資家の認知の高まり等を踏まえ、より長
い償還期間の銘柄を含むサムライ債の一部

を取得したものです。さらに、2014年7
月にメキシコ政府はJBICの支援なしで最
長20年の長期債を含むサムライ債発行を
実現し、同国大統領からはJBICのこれまで
の支援に対する謝意が表明されました。こ
のような段階的なサムライ債発行支援は、
同国政府発行債の東京市場におけるプレゼ
ンスの維持・向上に寄与するものであり、
日本の投資家にも幅広い投資機会を提供し、
サムライ債市場の活性化に貢献しました。
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   調査
する調査等、案件の実現に必要なあらゆる段階を対象と
します。なお、調査完了後、最低年に一度は案件の進捗
状況についてフォローアップの確認を行います。
　調査は、以下の順で行います。
1. 調査対象の選定　
2. 調査を行う業務委託先の選定　
3. 調査の実施　
4. 調査報告書の完成
5. フォローアップ

　個別案件の初期段階において当該個別案件に関する調
査を行い、または個別案件に結びつき得る地域やセク
ターに絞った調査を行うことは、潜在的な優良案件を発
掘する方法として有効であり、当該案件に対する日本か
らの資機材・サービスの輸出や日本企業の参画の機会拡
大に結びつくことが期待されます。調査は、個別案件の
マスタープラン作成、Pre-F／S、F／S（Feasibility 

Study）およびFEED（Front End Engineering De-

sign）や、個別案件に結びつく地域およびセクターに関

   証券化・流動化
　民間金融機関の活動を補完・奨励するため、JBICは証券化や流動化を支援する業務にも取り組んでいます。

1. 証券化の促進（保証） 2. 証券化の促進（債券取得）

　特別目的会社や信託会社等が貸付債権等を担保として
資産担保証券等を発行する場合に、当該資産担保証券の
支払いを保証し、カントリーリスクやストラクチャーリ
スクを軽減することで債券発行を支援します。

　特別目的会社や信託会社等が貸付債権等を担保として
発行する債券の一部を取得することを通じ、債券発行を
支援します。債券取得によりオリジネーターの証券化
ニーズを支援するとともに、マーケットの状況に応じて、
取得した債券を市場に還流させることで、債券市場の活
性化を促す効果も期待されます。

特別目的会社
オリジネーター
民間金融機関等

オブリガー
海外日系企業等 投資家（内外）

貸付債権の譲渡

保証
融資 取得資産担保証券

※上記では、特別目的会社を使ったスキームを紹介していますが、信託を使ったスキームや、証券化の裏づけ資産をJBICが取得・保証するスキーム等も
　ご利用いただけます。
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   貸付債権の譲受け・公社債等の取得
機関の貸付債権の譲受けや、借入人が資金調達のために
発行する公社債等（注）の取得を通じて与信を行うことも
できます。

　国際金融分野における民間金融機関による融資や、日
本企業等の資本市場からの資金調達を促進するなどの観
点から、輸出金融・輸入金融・投資金融および事業開発
等金融の各業務を遂行する場合には、資金の貸付または
債務の保証に加えて、JBICは、借入人に対する他の金融 （注） 公債、社債もしくはこれに準ずる債券または信託の受益権が対象となります。
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3. 売掛債権の証券化・流動化支援

　日系現地法人が持つ売掛金債権等の金銭債権について、
保証を付けることで、銀行による買取り（流動化）を促進
します。特別目的会社（SPC）や信託会社が、日本企業の

現地子会社等から譲り受けた金銭債権を担保とする債券
を発行した場合における、当該債券に対する保証も可能
です。

現地企業日系現地法人

民間金融機関 投資家

売掛金債権等

保証保証

債権譲渡

SPC
または
信託

代金振込

資産担保証券

金銭払込
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タイにおけるクレジットカード債権の証券化を支援

　JBICは、イオンフィナンシャルサービス
（株）が出資するタイ法人AEON Thana 
Sinsap（Thailand）Public Company 
Limited（ATS）をオリジネーター（注）とする
クレジットカード債権証券化案件において資
産担保証券（Asset Backed Security: ABS）
の一部を取得するとともに、民間投資家が資
金拠出するA B Sならびに資産担保融資
（Asset Backed Loan: ABL）に対する保証
を提供しています。本件は、ATSにとってタ
イ国外の投資家向けの初の証券化案件である

と同時に、JBICにとっても初のクレジット
カード債権の証券化案件です。JBICによる証
券化商品の一部取得や保証提供により、ATS
の資金調達手段の多様化ニーズに応えるとと
もに、民間投資家にとってのカントリーリス
クやストラクチャーリスクの軽減を通じた証
券化市場における投資機会の提供にも貢献す
ることが期待されています。

（注） オリジネーターとは、証券化対象資産の元々の保
有者であり、証券化によって資金調達を行う者を
指します。
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認の手続き、判断基準、投融資等の対象となるプロジェ
クトに求められる環境社会配慮の要件を定めたもので、
JBICはプロジェクトの実施主体者による環境社会配慮が
適切でないと判断した場合は、その是正を働きかけ、それ
でも適切に実施されない場合は、投融資等の実行を差し
控えたり、借入人に期限前償還を求めることがあります。
　なお、環境ガイドラインでは、施行されてから５年以
内に包括的な検討を行って、必要に応じて改訂を行うこ
とが定められています。現行の環境ガイドラインの施行
から４年が経過したこと等から、現在、環境ガイドライ
ンの改訂に向けた取り組みを行っています。

　環境への関心が高まり、世界的に環境規制強化の動き
が出ている中、特に海外事業においては環境社会影響に
関するリスクマネジメントが不十分なために事業の実施
に重大な影響が出たり、社会的なレピュテーション・リ
スクを負う事例も少なくありません。
　JBICでは、こうした業務遂行にあたって、「環境社会配
慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（環境ガイド
ライン）に基づき、JBICの投融資等の対象となるすべて
のプロジェクトにおいて、地域社会や自然環境に与える影
響に配慮して事業が行われていることを確認しています。
　環境ガイドラインは、JBICが実施する環境社会配慮確

   環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン

環境社会配慮確認手続き

　環境社会配慮確認は、投融資等決定前に対象プロジェクトを環境への影響の程度に応じてカテゴリ分類する『スクリーニング』、環境社会
配慮の適切性について確認を行う『環境レビュー』を経て、投融資等の決定後実際の影響を確認する『モニタリング結果の確認』という流れで
行われます。

　スクリーニングにおいては、プロジェクト実施主体者等から提供される情報に基づき、プロジェクトの環境に及ぼす影響の大きさ等に応
じ、次の4つのカテゴリに分類します。

カテゴリA 環境への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクト
カテゴリB 環境への望ましくない影響が、カテゴリAプロジェクトに比して小さいと考えられるプロジェクト
カテゴリC 環境への望ましくない影響が最小限かあるいは全くないと考えられるプロジェクト
カテゴリFI JBICの投融資等が金融仲介者等に対して行われ、JBICの投融資等承諾後に、金融仲介者等が具体的なサブプロジェクト

の選定や審査を行い、JBICの投融資等承諾前にサブプロジェクトが特定できない場合で、かつ、そのようなサブプロジェ
クトが環境への影響を持つことが想定される場合 

 

プロジェクト
実施主体者

国際協力銀行

情報公開

カテゴリA

カテゴリB

カテゴリFI

カテゴリC

プロジェクト実施主体者が
モニタリング報告書を公表
している場合、同報告書を
原則ウェブサイトで公開

原則ウェブサイトで、プロ
ジェクト概要、カテゴリ分
類結果、EIAレポート（カテ
ゴリA案件は必須）を公開

融資等検討要請時スクリーニン
グフォームの提出

環境レビューに必要な
情報の提供

環境社会配慮の実施状況
を報告（モニタリング報告）

ウェブサイトで、環境レ
ビュー結果とスクリーニン
グフォームを公開（カテゴリC
案件を除く）

＊カテゴリFIの場合、金融仲介者等を通じ、プロジェクトにおいて環境ガイドラインに示す適切な環境社会配慮が確保されるよう確認する。

カテゴリ
分類
の実施

投融資等
決定

モニタリング結果確認
（必要に応じて現地視察）

環境レビュー
（カテゴリAの場合、原則
として現地視察を伴う）

環境レビュー＊

カテゴリAの場合、環境アセスメント
報告書（EIAレポート）提出が必須
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　JBICは、日本企業の海外展開支援をより一層推進して
いくことを目的として、2013年2月に「日本経済再生に
向けた緊急経済対策」（平成25年1月11日閣議決定）を踏
まえて「海外展開支援出資ファシリティ」を、2013年4

月に「海外展開支援融資ファシリティ」を創設し、日本企
業の海外展開を支援する「車の両輪」として、海外M&A

やインフラ、資源分野等への長期資金供給を通じて、中
堅・中小企業を含む日本企業の海外展開を積極的に支援
しています。
　2014年7月には、日本政府が2014年6月24日に発表
した「「日本再興戦略」改訂 2014」において、海外展開支
援融資ファシリティについて、日本企業の収益力向上に
資する案件を重点化するとともに新手法（劣後ローン、
LBOファイナンス）の導入が表明されたことを受けて、
同ファシリティを改編しました。

■ 海外展開支援融資ファシリティの実績
　JBICは、日本企業の海外展開支援をより一層推進して
いくことを目的とする「海外展開支援融資ファシリティ」
に基づき、海外M&Aやインフラ、資源案件等への長期
資金供給を通じて、中堅・中小企業を含む日本企業の海

近年の特徴的な支援体制2.

   海外展開支援ファシリティ

   日本企業の海外拠点の取引支援

外展開を積極的に支援しています。
　2014年6月末時点の本ファシリティによる支援実績
は、以下のとおりです。

（単位：億円）

　 件数 金額
資源・エネルギーの確保・開発の促進 16 7,415
海外M&Aの支援 31 6,580
事業安定化支援 6 74
日本企業の海外展開に資するその他の案件 91 5,451

（2014年6月末時点）

■ 海外展開支援出資ファシリティの実績
　JBICの出資機能をより一層活用し、日本企業の海外展
開を支援することを目的とした「海外展開支援出資ファ
シリティ」の下、JBICは、海外M&Aやインフラ、資源分
野等への出資を通じ、中堅・中小企業を含む日本企業の
海外展開を積極的に支援しています。
　2014年6月末時点の本ファシリティによる支援実績
は、以下のとおりです。

（単位：億円）

件数 金額
9 1,039 

（2014年6月末時点）
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（単位：億円）

件数 金額
5 222

（注）ローカル・バイクレ対応クレジットラインを除く。　　　　 （2014年6月末時点）

■ 現地通貨ニーズへの対応
　JBICの出融資保証通貨は従来、円、米ドル、ユーロと
いった主要先進国通貨が基本でしたが、近年、その他の
現地通貨（開発途上国通貨を含む）建てファイナンスの
ニーズの高まりを受け、積極的に対応しています。

これまでに対応した支援実績通貨（計11通貨)

タイ・バーツ
インドネシア・ルピア
マレーシア・リンギット
中国・人民元

メキシコ・ペソ
南アフリカ・ランド
英国・ポンド
シンガポール・ドル

インド・ルピー
オーストラリア・ドル
カナダ・ドル

（2014年6月末時点）

■ ローカル・バイヤーズ・クレジット
　投資金融制度の下で、日系現地法人等による設備や技
術の輸出・販売に必要な資金を当該現地法人等の取引先
に対して融資するスキーム「ローカル・バイヤーズ・ク
レジット（ローカル・バイクレ）」の運用を2013年2月よ
り開始しています。ローカル・バイクレは、日系現地法
人等が生産・販売する財やサービスを購入する買主（バ
イヤー）に対する融資を通じて、日本企業の海外拠点の
取引を支援することを目的としたものです。なお、輸出
金融と同様に、外国の銀行等を経由した融資も可能です

（ P.65をご参照ください）。
　ローカル・バイクレによる融資は、造船業、自動車組
み立て事業、火力発電設備製造事業等向けに実施してお
り、実績は右のとおりです。
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（Asian Bond Markets Initiative: ABMI）」の下、日系
現地法人が発行する現地通貨建て社債への保証を提供し
ています。
4. 現地通貨建て融資保証
　民間金融機関による現地通貨建て資金供給を支援すべ
く、現地通貨建て民間融資部分への保証を提供していま
す。
5. スワップ保証
　2012年4月より、現地通貨建てファイナンス組成を
支援するため、通貨スワップ取引に対する保証業務を開
始しています。

1. 直接融資（現地通貨建て）
　円、米ドル、ユーロ以外の通貨建ての直接融資につい
て、資金調達の可能性等を確認しつつ、ケースバイケー
スで検討を行っています。
2. 地場金融機関経由ツー・ステップ・ローン（TSL）
　JBICが円、ドル等の通貨建てで開発途上国所在銀行（日
本の民間金融機関の現地拠点含む）に融資を実施、同行
から地場通貨建ての転貸を行うものです。
3. 現地通貨建て社債保証
　2003年8月の第6回ASEAN＋日中韓3財務大臣会議で
の合意を踏まえた「アジア債券市場育成イニシアティブ
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 サムライ債発行支援ファシリティ（Guarantee and 

Acquisition toward Tokyo market Enhancement：
GATE）は、JBICの部分保証によるサムライ債発行支援、
および必要に応じてJBIC自身による債券の一部取得を行
うものです。諸外国の政府・政府機関の東京市場でのサ
ムライ債発行を後押しすることを通じて、海外発行体の
東京市場への呼び込み・定着、日本の投資家の投資機会
拡大（運用手段の多様化）に寄与し、ひいては東京市場（サ

   サムライ債発行支援ファシリティ（GATE）
ムライ債市場）の活性化につながることが期待されてい
ます。

外国の政府および政府機関

東京市場

保証
サムライ債発行

債券の一部取得

〈目的・効果〉
〇海外発行体の東京市場への呼び込み・定着
〇日本の投資家の投資機会の拡大（運用手段の多様化）
〇サムライ債市場の活用促進・活性化

2013年度のGATEによる支援

発行体 手法 調印月

メキシコ政府 一部取得 2013年7月

チュニジア中央銀行 保証 2013年8月

モンゴル開発銀行（モンゴル政府保証付） 保証 2013年12月
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■ 攻めの地球温暖化外交戦略
　 （Actions for Cool Earth: ACE）
　2013年11月に、日本政府は「Actions for Cool Earth: 

ACE」（攻めの地球温暖化外交戦略）を発表しました。本
戦略では、温室効果ガスの排出量を2050年までに世界
全体で半減、先進国全体で80%削減する目標を実現す
るための行動が打ち出されており、二国間オフセット・
クレジット制度（Joint Crediting Mechanism: JCM）の
プロジェクト形成推進のためにJBICおよび独立行政法人
日本貿易保険（NEXI）と連携したJCM特別金融スキーム
（JCM Special Financing Scheme: JSF）を創設するこ
と（右記参照）や、気候変動分野において公的資金や民間
資金などを総動員し、2013年からの3年間で計1兆
6,000億円の途上国支援を行うことがうたわれています。
　JBICは、このような日本政府の戦略を踏まえ、既存の

   気候変動対策に関する途上国支援
枠組みの下、さまざまな金融手法を活用し、二国間オフ
セット・クレジット制度のプロジェクト形成の支援や、
気候変動分野における途上国支援策の実施を積極的に
行っています。本施策に対応した案件として、インドや
ブラジルにおける再生可能エネルギー事業等を実施して
います（ P.66事例をご参照ください）。

■ 二国間オフセット・クレジット制度
　 （Joint Crediting Mechanism: JCM）
　JBICは、日本政府のJCM特別金融スキーム（JSF）の一
環として、二国間オフセット・クレジット制度（JCM）
に登録される事業への支援を行っていきます。日本企業
の関与の有無やその態様（輸出、投資）に応じて支援が可
能です。
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催するなど、地元企業の円滑な海外展開を幅広く支援し
ています。
　2013年4月には、（株）群馬銀行との間で、5月には西
武信用金庫との間で、それぞれの地域に所在する中堅・
中小企業をはじめとした日本企業の海外事業展開支援に
おける連携を目的とする業務協力協定を締結しました。
　また、2013年3月の信用金庫法施行令の改正により、
取引先海外子会社への海外直接融資が信用金庫に解禁と
なったことを契機として、JBICは信用金庫との連携を強
化し、少額融資にもきめ細かく対応していきます。
　さらに、2013年10月には、日本弁護士連合会（日弁連）
との間で、中小企業の海外事業展開支援に関する業務協
力を目的とする覚書を締結しています。法律相談等の支
援を必要とする中小企業に対して、JBICが中小企業海外
展開支援弁護士紹介制度を紹介することなど、日弁連と
JBICが緊密に連携して中小企業の海外展開を支援してい
きます。

■ 開発途上国地場金融機関との連携
　中堅・中小企業にとって、現地の情報に強い海外地場金
融機関によるビジネス・サポートを確保することも重要
であり、JBICは日本の地域金融機関を通じて、中堅・中
小企業の海外進出に関するニーズを確認しながら、海外
地場金融機関との関係を強化してきました。2013年7

月にはベトナムのベトナム投資開発銀行（BIDV）、8月
にベトコム銀行と、日本の地域金融機関を通じた中堅・
中小企業の現地進出支援体制整備のための覚書を調印し
ました。この覚書の下、JBICは、海外の地場金融機関に
よる日系企業担当窓口（ジャパンデスク）の開設・拡充、
進出企業の日本での取引先である地域金融機関を交えた
具体的な協力・連携について協議する枠組みを構築して
います。

　JBICは、経済のグローバル化の進展に応じて、海外事業
展開を進める中堅・中小企業を積極的に支援しています。
　2000年代に入ってアジアを中心とする新興国の経済
成長に伴い、現地生産を行う日系大手企業などの調達
ニーズに応えるだけでなく、新興国市場での独自のビジ
ネス拡大を目指す中堅・中小企業が増加しています。こ
うしたビジネス形態の拡大に伴って、中堅・中小企業の
資金ニーズも多様化しています。
　JBICは、中堅・中小企業の海外展開のための資金ニー
ズの多様化に応えるため、日本の民間金融機関や現地の
地場金融機関との連携を一層強化し、民間金融機関を通
じたツー・ステップ・ローン、地方銀行や信用金庫との
連携による融資、現地通貨建て融資など、支援を拡大し
ています。

■ 中堅・中小企業向け支援の施策
　JBICは、これまでの海外融資のノウハウ・経験を活用し
つつ、投資金融や輸出金融などを通じて、中堅・中小企
業を含む日本企業の海外投資や機械・設備や技術等の輸
出などに必要な長期資金を、民間金融機関との協調融資
で支援しています。
　JBICは中堅・中小企業の海外展開支援として、次の6

つの施策に取り組んでいます。

1. 融資条件優遇措置の適用：優遇貸付条件（金利な
ど）による長期の融資

2. 数百～数千万円の少額融資にも対応：新設時の
設備資金に加え、設備更新などの少額の融資

3. 現地通貨建ての融資：現地通貨建ての長期・固
定金利の融資

4. 海外での企業買収（M&A）の支援：M&Aを活用
した海外進出時に必要な買収資金の融資

5. 民間金融機関（地銀・信金・メガバンク）との連携・
協調：全国各地の中堅・中小企業の海外展開ニー
ズに対応

6. 海外駐在員事務所の活用：海外投資環境情報の
提供や、現地政府とのトラブル解消をサポート

■ 日本の地域金融機関等との連携
　海外進出を目指す中堅・中小企業において、取引先で
ある地域金融機関の支援が大きな役割を担っています。
　JBICは、地方銀行をはじめ地域金融機関と業務協力協
定を結んで、海外進出などに関するセミナーを共同で開 ベトナム投資開発銀行との調印式の様子
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覚書締結行と参加金融機関の状況

国 銀行名 覚書締結時期 参加金融機関数

タイ カシコン銀行 2011年5月 28行

インドネシア バンクネガラ
インドネシア 2011年7月 33行

インド インドステイト銀行 2012年8月 45行

フィリピン
BDO 2013年3月 7行

メトロバンク 2013年3月 45行

ベトナム
ベトナム投資開発銀行

（BIDV） 2013年7月 5行

ベトコム銀行 2013年8月 44行

（2014年7月現在）

■ 現地通貨建て融資による支援
　JBICは、中堅・中小企業の海外ビジネスの拡大に応えて、
2012年からタイ・バーツ、インドネシア・ルピアおよび
中国・元などの現地通貨建て融資を行っています。中堅・
中小企業は、進出先国において現地通貨建てで資金調達
を行う場合、借入可能期間が短く（基本的に1年以下の短
期）、かつ高金利であるという問題に直面します。そこで
JBICはこれらの問題を解決すべく、民間金融機関と協調
融資する形で中堅・中小企業向け優遇措置を適用した長
期・固定金利の現地通貨建て融資を中堅・中小企業の現
地法人に直接融資します。JBICが現地通貨建てで融資し、
民間金融機関は国内親会社経由の円建て融資で対応する
ような協調融資も行っています。

■ 情報提供・セミナー等
　JBICの中堅・中小企業向け専任担当ユニットでは、海
外事業展開に対する情報提供を行うとともに、取引先企
業に対して、中国、インドおよびASEANの10カ国につ
いて外貨規制、雇用・労働問題、契約締結関連、会社設
立などの法務・会計・税務にまつわるアドバイザリー・サー
ビスを外部専門家を通じて提供しています。
　JBICは、地方銀行をはじめとする地域金融機関や地方

自治体、商工会議所等とも連携し、海外進出に関するセ
ミナーや相談会の開催等を行うとともに、日本企業の主
要な進出先各国の投資環境について、現地調査を踏まえ
てガイドブックとして取りまとめ、冊子やウェブサイト
を通じて広くご提供しています。
　また、地元企業の海外進出を支援する地方自治体や商
工会議所とも連携し、「移動相談室」を各地で開催してい
ます。移動相談室については、仙台、太田、東京、名古
屋で定期的に開催しており、海外投資環境や長期資金の
調達方法等に関するご相談に応じています。自動車エンジン部品の製造販売事業を現地通貨建てで支援

「横浜デイ─横浜のまちづ
くりの経験と企業の優れた
技術との連携による海外展
開─」での移動相談会（ブー
ス出展）の様子

日経ビジネス創造フォー
ラム「中小企業・小規模
企業の成長機会の創出と
経営支援の新たな潮流」
にて講演

海外の投資環境に関する調査資料
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ション遂行や、企業理念の実現のため、業務の適正と効
率を意識したコーポレート・ガバナンス態勢の構築に取
り組んでいます。

■ コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
　株式会社国際協力銀行（JBIC）は、株式会社国際協力銀
行法（平成23年法律第39号）に規定されるJBICのミッ

コーポレート・ガバナンス1.

会、監査役会等の機関に加え、経営諮問・評価委員会、
リスク・アドバイザリー委員会、内部監査委員会、経営
会議を設置し、さらに経営会議から委任を受ける各種の
会議・委員会を設置しています。
（1） 取締役会
　取締役会は5名の取締役で構成し、うち1名を会社法
に規定する社外取締役としています。社外取締役は、
JBICの代表取締役・業務執行取締役とは異なる社外出身
者の視点からJBICの業務執行の監視・監督を行うほか、
経営諮問・評価委員会およびリスク・アドバイザリー委

■ 国の関与について
　JBICは、国の100%出資の株式会社であり、株主とし
ての国の統制のほか、主務大臣からの監督、国会による
予算等の統制、会計検査院検査、主務大臣による検査、
主務大臣の委任に基づく金融庁検査等の国の統制に服し
ています。

■ 監督・評価と業務執行について
　JBICは、取締役会等による監督・評価の強化と、業務
執行の機動性の向上等の観点から、会社法所定の取締役

監査役会 会計監査人

経営諮問・評価委員会

リスク・アドバイザリー委員会

内部監査委員会

監査部

監査役室

取締役会

株主総会

経営会議

業務決定会議

統合リスク
管理委員会

コンプライアンス・
顧客保護等管理委員会

人事委員会

案件形成審議委員会

ALM委員会

部門長会議

監督・評価機能

［審議機関］

［決定機関］

執行機能

社外監査役 社外取締役
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（5） 内部監査委員会
　内部監査委員会は、代表取締役および社外取締役で構
成し、取締役会の委任に基づき、内部監査に関する重要
事項の決定・審議を行います。
 

（6） 経営会議
　経営会議は代表取締役・業務執行取締役および全執行
役員で構成し、取締役会の委任に基づき、JBICの経営上
の重要事項の決定・審議を行うことにより、JBICの機動
的な業務執行を担います。なお、個別の融資案件の決定
等は、以下の会議・委員会に委任します。
① 業務決定会議
　経営会議の委任に基づき、JBICの出融資保証等業務に
関する重要事項の決定・審議を行います。 

② 統合リスク管理委員会
　経営会議の委任に基づき、JBICの統合リスク管理に関
する重要事項の決定・審議を行います。 

③ コンプライアンス・顧客保護等管理委員会
　経営会議の委任に基づき、JBICのコンプライアンスお
よび顧客保護等管理に関する重要事項の決定・審議を行
います。 

④ 人事委員会
　経営会議の委任に基づき、JBICの人事に関する重要事
項の決定・審議を行います。 

⑤ 案件形成審議委員会
　経営会議の委任に基づき、JBICの出融資保証等案件に
ついての対応方針や大口与信先向け与信方針等に関する
審議を行います。 

⑥ ALM委員会
　経営会議および統合リスク管理委員会の委任に基づき、
JBICの資産負債管理（ALM）に関する重要事項の審議を
行います。 

⑦ 部門長会議
　経営会議の委任に基づき、国・地域別の業務方針等の
部門横断的な事項の審議を行います。

員会の委員として、JBICのガバナンス態勢向上に貢献し
ます。 

（2） 監査役会
　監査役会は3名の監査役で構成し、うち2名を会社法
に規定する社外監査役としています。社外監査役は、常
勤監査役とも連携のうえ、社外出身者の視点から取締役
の業務執行を監査し、JBICのガバナンス態勢向上に貢献
します。また、監査役の職務を補助する組織として、監
査役室を設置しています。

（3） 経営諮問・評価委員会
　経営諮問・評価委員会は、3名以上7名以下の社外の
有識者および社外取締役で構成し、JBICの業務および運
営の状況や、JBICの経営に関して取締役会が諮問する事
項等に関して評価・助言を行います。

経営諮問・評価委員会　委員一覧

氏名 職業
〇 浦田　秀次郎 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科　教授

近藤　章 株式会社国際協力銀行　取締役 （社外取締役）

鈴木　美勝 株式会社時事通信社　解説委員

◎ 髙木　勇三 監査法人五大　会長　代表社員　公認会計士

藤原　美喜子 アルファ・アソシエイツ株式会社　代表取締役社長

吉川　廣和 DOWAホールディングス株式会社　相談役
（◎：委員長　〇：委員長代理） （五十音順、敬称略）

（4） リスク・アドバイザリー委員会
　リスク・アドバイザリー委員会は、3名以上7名以下
の社外の有識者および社外取締役で構成し、JBICの大口
与信先に関するリスク管理・審査の体制や、大型案件の
リスクに関して取締役会が諮問する事項等に関して助言
を行います。

リスク・アドバイザリー委員会　委員一覧

氏名 職業
阿部　修平 スパークス・グループ株式会社　代表取締役社長

グループCIO

◎ 小川　英治 一橋大学大学院商学研究科　教授

近藤　章 株式会社国際協力銀行　取締役 （社外取締役）

冨田　俊基 中央大学法学部　教授

松田　千恵子 首都大学東京大学院社会科学研究科経営学専攻　
教授

〇 横尾　敬介 みずほ証券株式会社　常任顧問
（◎：委員長　〇：委員長代理） （五十音順、敬称略）
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部門、審査・システム部門を設置し、各部門の下に専門
性を持った部を設置しています。
　各部門については担当取締役を置くとともに、各部門
の長には取締役または執行役員が就任します。各部門は
部門長の指揮の下で一体的に運営され、業務の機動性・
効率性の向上を図っています。

■ 部門制の導入について
　JBICは、業務における各分野・セクターにおけるノウ
ハウや専門性を集約化することで案件形成能力を高め、
JBICのミッションのより機動的・戦略的な遂行を図るた
め、2011年7月より部門制を導入しています。
　具体的には、資源ファイナンス部門、インフラ・環境
ファイナンス部門、産業ファイナンス部門、企画・管理

監査部
企画・管理
部門

執行役員
（企画・管理
部門長）

社外取締役
（非常勤）

（経営諮問・評
価委員会およ
びリスク・アド
バイザリー委
員会担当）

資源
ファイナンス
部門

取締役
（資源

ファイナンス
部門長）

インフラ・環境
ファイナンス
部門

産業
ファイナンス
部門

執行役員
（産業ファイナンス

部門長）

審査・
システム
部門

執行役員
（審査・システム

部門長）

代表取締役
専務取締役
（インフラ・

環境
ファイナンス
部門長）

代表取締役　副総裁
（総裁補佐／産業ファイナンス部門担当）

代表取締役　総裁
（株式会社国際協力銀行の総理／企画・管理部門担当／審査・システム部門担当／監査部担当）

経営会議構成員内部監査委員会構成員取締役会構成員 2014年7月1日現在
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　また、コンプライアンスに関する重要な事実を早期に
発見し必要な是正措置を講ずることが可能となるよう、
通常の業務ラインによる報告ルートに加え、内部通報制
度を整備し、これを適切に運営しています。

■ 顧客保護等管理方針について
　JBICは、お客さまの利益を保護し利便性の向上を図る
ため、「顧客保護等管理方針」（ P.154をご参照ください）を
策定し、本方針に基づきお客さまの視点に立った取り組
みに努めています。

■ 個人情報の保護について
　JBICは、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護
に関する法律」等の個人情報保護法制の下、保有する個
人情報の適切な管理について必要な事項を定めた「プラ
イバシーポリシー」（ P.155をご参照ください）を策定し、公
表しています。

■ 利益相反管理方針について
　JBICは、金融商品取引法に従い、「利益相反管理方針」
を策定し、その概要（ P.154をご参照ください）を公表して
います。

■ 内部監査について
　JBICは、業務全般の内部管理態勢について、その適切
性・有効性を評価し、改善への提言等を行うため、適切
な内部監査態勢を構築しています。業務執行を担う経営
会議から独立した意思決定機関として内部監査委員会を
設置し、社外取締役を構成員に加えています。また、業
務執行部門から独立した総裁直属の部署として監査部を
設置しています。
　監査部は、内部監査の効率的な実施のため、監査役お
よび会計監査人と必要な情報交換および連携を行います。

（ 内部統制基本方針はP.152をご参照ください）

■ 情報資産の保存および管理について
　JBICは、高い水準の情報セキュリティを確保し、適正
かつ効率的な業務運営を行うため、情報資産の利用およ
び管理に関する基本方針である「セキュリティポリシー」

（ P.153をご参照ください）を定め、これに基づき情報資産
の適切な取扱・管理・保護・維持を行っています。

■ コンプライアンス（法令等遵守）について
　JBICは、行動原則の一つに「倫理観と遵法精神。JBIC

の一員としてモラルを持ちつづけます。」を掲げています。
役職員等は、国際的業務を行う政策金融機関として社会
的・国際的に求められる公共的使命および社会的責任を
自覚し、かつ、JBICの役職員等による法令等の違反行為
の発生が、JBIC全体の信用の失墜を招き、JBICの業務運
営に多大な支障を来すことを十分認識したうえで、常に
法令等を遵守し、公正な業務遂行に努めています。
　コンプライアンス・顧客保護等管理委員会を中心に、
積極的なコンプライアンスへの取り組みを推進し、コン
プライアンスの統括部署として法務・コンプライアンス
統括室を設置しています。
　各部門および地域統括の海外駐在員事務所にはコンプ
ライアンス統括オフィサー、各部室および海外駐在員事
務所にはコンプライアンスオフィサーを置き、職員のコ
ンプライアンスに対する意識の醸成等、各部門等におけ
る積極的なコンプライアンスへの取り組みを推進してい
ます。
　JBICでは、コンプライアンス・マニュアルを制定し、
役職員に対するコンプライアンス研修等を通じて周知し
ています。こうしたコンプライアンスにかかる態勢の整
備や研修等を実施するために、年度ごとにコンプライア
ンス・プログラムを策定しています。
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ることをJBICのリスク管理の目的と定め、各種リスクの
管理に関する責任者およびリスク管理を統括する部署を
置くとともに、リスク管理を有効に機能させるための審
議、検討等を行うため、統合リスク管理委員会および
ALM委員会を置いています。また、社外の有識者等で
構成し、JBICの大口与信先に関するリスク管理・審査の
体制や、大型案件のリスクに関して取締役会が諮問する
事項等に関し助言を行うリスク・アドバイザリー委員会
を設置しています。
　政策金融機関としてJBICが業務運営上抱えるさまざま
なリスクのうち代表的なリスクに対しては、次のような
リスク管理を行っています。

規与信にあたっては、与信担当部門（営業推進部門）およ
び審査管理部門による与信先に関する情報の収集・分析
が行われます。また、外国政府等あるいは外国企業に関
する情報収集には海外駐在員事務所も関与しています。
これらの部門が収集・分析した情報を基に、与信担当部
門と審査管理部門が相互に牽制関係を維持しながら与信
の適否に関する検討を行い、最終的にマネジメントによ
る与信決定の判断がなされる体制をとっています。
　外国政府等向け与信または外国企業向け与信に関して
は、JBICは公的金融機関としての性格を最大限に活用し
て、相手国政府関係当局とはもちろんのこと、国際通貨
基金（International Monetary Fund: IMF）や世界銀
行等の国際機関、先進国の輸出信用機関等のJBIC類似の
公的機関、さらに民間金融機関等との意見交換を通じて、
与信先となる外国政府・政府機関や相手国の政治経済に
関する情報を幅広く収集し、ソヴリンリスクあるいはカ
ントリーリスクを評価しています。
　内外企業向け与信に関しては、与信先企業の信用力や
提供される担保・保証の適格性等が評価の対象になりま
すが、特に海外事業に関連する与信の場合には、与信対
象となる取引の確実性、与信対象プロジェクトの実行可
能性等の審査や与信先企業の属する各産業分野について
も調査したうえで評価を行っています。

　一般に金融機関が業務を行うにあたっては、信用リス
ク、市場リスク（金利リスク、為替リスク等）、流動性リ
スク、オペレーショナルリスク等のさまざまなリスクを
伴います。JBICは政策金融機関として政策目的実現のた
めの金融を業務としており、業務に伴うリスクの内容や
大きさ、あるいは対処の方法は民間金融機関とは異なり
ますが、金融機関として適切なリスク管理を行うことの
重要性を認識し、リスクの種類に応じたリスク管理およ
び統合的リスク管理を行うための組織体制を構築してい
ます。
　具体的には、JBICが業務の過程でさらされているさま
ざまなリスクを識別、測定およびモニタリングし、業務
の健全性および適切性の確保ならびに透明性の向上を図

　信用リスクは、与信先の財務状況の悪化等により資産
の価値が減少ないし消失し、JBICが損失を被るリスクの
ことで、与信を中心とするJBICの業務において本質的な
ものです。JBICの与信の信用リスクを分類すれば、外国
政府等向け与信に伴うソヴリンリスク、企業向け与信に
伴うコーポレートリスク、与信対象プロジェクトが生む
キャッシュ・フローを主たる返済原資とするプロジェク
トファイナンス（注1）等の場合において対象プロジェクト
が計画されたキャッシュ・フローを生まないプロジェク
トリスク、さらに外国企業および外国に所在するプロ
ジェクト向け与信に伴うカントリーリスク（コーポレー
トリスクおよびプロジェクトリスクに付加される企業所
在国およびプロジェクト所在国に起因するリスク）があ
ります。JBICが行っている日本にとって重要な資源の海
外における開発および取得の促進、日本の産業の国際競
争力の維持および向上、ならびに地球温暖化の防止等の
地球環境の保全を目的とする海外における事業の促進等
のための金融という性格上、JBICの与信は外国政府・政
府機関や外国企業向けのものが多く、したがって与信に
伴う信用リスクとしてソヴリンリスクあるいはカント
リーリスクの占める割合が大きいことが特徴になってい
ます。

■ 個別与信管理
　JBICの信用リスク管理の基本は、与信決定にあたって
の与信先信用力等の評価を通じた個別与信管理です。新

リスク管理体制2.

   信用リスク管理 
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（注1） プロジェクトファイナンスとは、プロジェクトに対する融資の返済原資を、その
プロジェクトの生み出すキャッシュ・フローに限定し、プロジェクトの現地資産
等のみを担保として徴求する融資スキームのことです。
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的に利用しています。

■ 信用リスク計量化
　JBICでは、前述の個別与信管理に加えて、ポートフォ
リオ全体のリスク量把握のため、信用リスクの計量化も
行っています。信用リスクの計量化にあたっては、長期
の貸出や、ソヴリンリスクあるいはカントリーリスクを
伴った与信の占める割合が大きいという民間金融機関に
は例を見ないJBICのローン･ポートフォリオの特徴、さ
らには公的債権者固有のパリクラブ（注2）等国際的支援の
枠組み等による債権保全メカニズムを織り込むことが適
切であり、これらの諸要素を考慮したJBIC独自の信用リ
スク計量化モデルにより、信用リスク量を計測し、内部
管理に活用しています。

■ 行内信用格付
　JBICでは、行内信用格付制度を整備し、原則としてす
べての与信先に対して行内信用格付を付与しています。
行内信用格付は、個別与信の判断に利用するほか、後述
する信用リスク計量化にも活用するなど、信用リスク管
理の基礎をなすものです。

■ 資産自己査定
　一般に日本の民間金融機関では金融庁の「金融検査マ
ニュアル（預金等受入金融機関に係る検査マニュアル）」
に沿って資産自己査定を行っていますが、JBICにおいて
も同マニュアルを基に、JBICの資産の特徴を適切に査定
結果に反映させるよう資産自己査定を行っています。資
産自己査定にあたっては、与信担当部門による第一次査
定、審査管理部門による第二次査定および内部監査担当
部門による内部監査という体制をとっています。資産自
己査定の結果については、JBICにおける与信状況の不断
の見直しを行うために内部活用するのみならず、JBICの
財務内容の透明性向上のための資産内容の開示にも積極

■ 金融派生商品（デリバティブ）取引等
（1） 金融派生商品取引等に対する基本的取り組み方針
　JBICが行う金融派生商品取引等は、為替リスク・金利
リスクをヘッジする目的のみに限定しています。

（2） 取引内容
　JBICは、金利スワップ、通貨スワップ、先物外国為替
予約といった金融派生商品取引等を行っており、2014

年3月末時点の取引量は下記の表（金融派生商品等信用
リスク相当額）のとおりです。

　市場リスクとは、金利・為替等の変動により保有する
資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクおよび資産・
負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクで
あり、JBICでは市場リスクに対し、以下のような対応を
しています。

■ 為替リスク
　外貨貸付業務に伴う為替変動リスクに関しては、原則
として外貨貸付・調達にあたり通貨スワップおよび先物
外国為替予約を利用したフルヘッジ方針をとっています。

■ 金利リスク
　将来の資産・負債構造および損益状況の把握に努める
とともに、外貨貸付業務においては、原則として、貸付・
調達ともに金利スワップを利用して変動金利での資金管
理を行うことにより金利リスクヘッジを行っています。
一方、円貨貸付業務においては、主として固定金利での
資金管理を行っています。ただし、金利変動リスクの影
響が大きいと考えられる部分では、スワップ等により金
利リスクヘッジを行っており、金利リスクは限定的です。

   市場リスク管理 

（注2） パリクラブとは、債務返済困難に直面した債務国に対し、二国間公的債務の返済
負担の軽減措置を取り決める非公式な債権国会合のことをいいます。1956年にア
ルゼンチンの債務問題について開催されたのを皮切りに、以後フランス経済財政
産業省（パリ）が事務局となり、パリで開催されることから、パリクラブと呼ばれ
るようになりました。

金融派生商品等信用リスク相当額  　
2014年3月31日現在 （単位：億円）

契約金額・
想定元本金額 信用リスク相当額

金利スワップ 29,621 708 

通貨スワップ 48,665 4,324 

先物外国為替予約 17 0 

その他金融派生商品取引 ─ ─

ネッティングによる
信用リスク削減効果 △ 3,026

合計 78,304 2,006 

（注） 信用リスク相当額は国際統一基準によって算定されたものです。
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（4） 前記のリスクに対するJBICの対応
▶市場性信用リスク
　取引相手先ごとの金融派生商品取引等の時価および信
用リスク相当額、取引相手先の信用状態を常時把握・管
理のうえ、取引相手先としての適格性判断に活用してい
ます。
▶市場リスク
　JBICは金融派生商品取引等をヘッジ目的のみに限定し
ており、金融派生商品取引等の市場リスクは基本的に
ヘッジ対象取引（資金調達取引や貸付取引）の市場リスク
と相殺されています。

（3） 金融派生商品取引等に関連するリスク
　金融派生商品取引等には以下のリスクが存在します。
▶市場性信用リスク
　金融派生商品取引等の相手方の経営悪化や倒産等によ
り、契約どおりに取引を履行できなくなったときに損失
を被るリスクです。
▶市場リスク
　金融派生商品取引等の金融商品の価値（取引の時価）が
金利・為替等の変動により増減することによって損失を
被るリスクです。

れることにより損失を被るリスクを意味します。
　JBICは財政融資資金借入、政府保証外債、財投機関債
等の多様な資金調達手段を確保することに加え、資金繰
りの管理を十分に行うことによって流動性リスク回避に
万全を期しています。

■ システムリスク
　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン
または誤作動等のシステムの不備等に伴い損失を被るリ
スクおよびコンピュータが不正に使用されることにより
損失を被るリスクです。JBICにおいては、①システム障
害および顧客情報の漏えい等の未然防止に努めるととも
に、②緊急的なシステム停止への対応策としてコンティ
ンジェンシープランを策定のうえ訓練を実施するなど、
緊急時対応の実効性向上にも努め、システムリスクの極
小化を図っています。

　流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや
予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難にな
る、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余
儀なくされることにより損失を被るリスク、および市場
の混乱等により市場において取引ができなくなる、ある
いは通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくさ

　オペレーショナルリスクとは、業務の過程、役職員の
活動もしくはシステムが不適切であること、または外生
的な事象により損失を被るリスクであり、事務リスク、
システムリスクのほか、JBICの業務に付随する直接的、
間接的なさまざまなリスクが存在します。JBICではこの
ようなリスクの把握、分析および管理を積極的に進めて
いく方針です。

■ 事務リスク
　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるい
は事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスクで
す。JBICでは、事務リスクの軽減のために、事務手続き
におけるプロセスチェックの徹底、マニュアル等の整備、
研修制度の充実、機械化・システム化の促進等を通じ、
事務処理の正確性確保に努めているほか、総裁直属の内
部監査担当部門として他部門から独立した監査部が、
JBICの内部監査を実施しています。

   流動性リスク管理

   オペレーショナルリスク管理
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■ ウェブサイト
　JBICのウェブサイト（http://www.jbic.go.jp/ja）で
は、出融資保証等制度のご説明、プレスリリース、各種
お知らせ、セミナーのご案内、海外投資環境情報、各種
調査レポート、環境への取り組み、年次報告書や各種パ
ンフレット、投資家向けIR情報等も掲載しています。
　2013年11月に、JBICウェブサイトをリニューアルし
ました。今回のリニューアルでは、ご利用者の皆さまに、
より見やすく、より使いやすいウェブサイトを目指し、
デザインを一新するとともに、見たい情報にすばやくア
クセスできるよう検索機能を強化しました。随時最新情
報をお届けできるように内容の充実を目指してまいりま
すので、ぜひご利用ください。
　また、「Facebook」に公式ページ（http://www.

facebook.com/JBIC.Japan）も開設しており、ウェブサ
イトと連動させつつ、幅広い情報の発信を行っています。

　JBICでは、国内外の多くの方にJBICの活動をご理解い
ただくため、刊行物やウェブサイト等も活用しながら、
情報発信および情報提供を行っています。
　JBIC広報センター（本店）と西日本オフィスでは、JBIC

の各種パンフレット、年次報告書や広報誌等を一般の
方々にご提供しています。また、JBICのウェブサイト
（http://www.jbic.go. jp/ja）やFacebookページ
（http://www.facebook.com/JBIC.Japan）を通じ、
さまざまな情報を国内外に発信しています。

■ 各種刊行物
　JBICの毎年の活動状況や財務状況については、年次報
告書、事業報告書や有価証券報告書、米国証券取引委員
会（SEC）向け開示資料（Form18-K等）といった各種開示
資料に掲載しています。
　また、広報誌「JBIC Today」を発行し、JBICの最近の
取り組みや業務上のトピックス等をご紹介しているほか、
JBICの業務内容を説明するパンフレットとして、「JBIC 

Profile─国際協力銀行の役割と機能」や「国際協力銀行
の環境への取り組み」等もご用意しています。

広報活動・ディスクロージャー3.

「国際協力銀行の環境への取り組み」

「JBIC Pro�le　
国際協力銀行の役割と機能」

「JBIC Today」

5

JBICウェブサイト

JBIC Facebookページ

見たい情報に
すばやくアクセス
グローバルメニュー
にマウスを当てると
表示されるプルダウ
ンメニューにより、
見たい情報にすばや
くアクセスできます。

新着情報が
一目でわかる
どのページからでも
新着情報が一目でわ
かります。タブ形式
でカテゴリごとの新
着一覧も閲覧可能で
す。

新コンテンツ 「JBICの支援事例」
JBICが支援したプロジェクトの事例を
地域別、セクター別にご紹介します。

検索機能の強化
プレスリリースや寄
稿・レポート、支援
事例などは、地域や
セクターなどによる
メニュー検索やフリ
ーワード検索が可能
になりました。
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■ 海外からの情報発信
　JBICでは、海外からの情報発信として、駐在員事務所
による外部媒体へのレポート等の寄稿も積極的に行って
いるほか、テレビのニュース番組への出演などを通じ、
現地の個人消費事情や課税状況等、駐在員によるタイム
リーな現地ならではの話題を発信しています。

■ 国際交流
　JBICでは、海外の取引先や関係先との相互理解を促進
するとともに、JBICの役割や機能等に対する理解を深め
てもらうべく、1976年以来、毎年「JBICセミナー」を日
本で開催しています。本セミナーでは、毎年、世界各国
の政府・政府機関、民間企業や金融機関等の中堅幹部職
員を招へいしており、これまでのセミナー参加者は累計
で約620名となっています。

■ メディア向け情報提供
　各種刊行物やウェブサイト等を通じた情報発信に加え、
報道メディア向けには、記者会見や勉強会等を通じ、
JBICの活動状況等についてご紹介しています。

JBICセミナー

渡辺総裁記者会見の様子

■ 各種イベントへの参加
　JBICは、JBICの役割・機能や環境分野での支援等につ
いて紹介するため、国内外のイベントにも積極的に参加
しています。これらイベントへの参加の様子は、JBICウェ
ブサイト等を通じてご覧いただけます。2013年12月に
は、東京ビックサイトで開催された「エコプロダクツ
2013」でブースを出展しました。2014年3月には、「水
ビジネスセミナー～最近の水ビジネス市場の動向と日本
企業の取組み～」をJBIC本店にて開催しました。また、
海外においては、2013年11月にJBICドバイ事務所にお
いてイスラム金融をテーマとする勉強会を実施しました。
2014年2月に南アフリカのケープタウンで開催された、
世界有数の鉱物資源関連会議であるアフリカ鉱山投資会
議「MINING INDABA 2014」にも参加しました。

■ ディスクロージャー
　「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」
に基づく文書の開示請求および「独立行政法人等の保有
する個人情報の保護に関する法律」に基づく保有個人情
報の開示請求については、JBIC本店の「情報公開・個人
情報保護窓口」（ P.155をご参照ください）で取り扱ってい
ます。

情報提供資料（主なもの）　

資料の種類 公表場所・方法
事業報告書

● JBICの本店、西日本オフィスに
常備

● 国会図書館、経済団体等に配布

計算書類

財産目録

決算報告書

監査役の意見

監査報告

年次報告書、広報誌等
● JBIC本店、西日本オフィス、各
駐在員事務所に常備、ご希望の
方等に配布

ウェブサイト
● 業務内容、業務実績、組
織概要、財務内容などを
掲載

● インターネット上に開設
　 （URL）
　 ウェブサイト
　　 http://www.jbic.go.jp/ja
　 Facebook
　　 http://www.facebook.com/
　　 JBIC.Japan

❸  
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